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Ⅰ．はじめに ～ひろさき ワーク・チャレンジプログラムの目指すもの 

（１）加速する人口減少と地域経済の縮小～肩車社会の到来 

２０１５年に弘前市では「まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下 創生総合戦略）」

を策定した。創生総合戦略では「①人口減少の影響の緩和に関する施策の体系化」と「②

地域の持続的発展」を戦略的に取りまとめた。平成７年以降、当市は人口減少基調を迎え

ており、２５年後の平成５２年には人口は１５万人を下回る。そして何よりも老年人口が

増加し、社会保障や地域経済の支え手である生産年齢人口の減少は顕著となり、１人の働

き手で１人の市民を支える肩車社会が目前に迫っている。この「人口減少と地域経済縮小

の悪循環」を看過せずに、行動を起こし未来を少しでも変えていくことが創生総合戦略の

大きな目的である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

創生総合戦略では、基本目標①に「安定した雇用創出と地域産業のイノベーション」を

掲げ、「若者と女性の雇用環境の改善」と「就業人口の上昇」に取り組むこととしており、

具現化に向け、地方創生交付金を活用した取り組みが「都市と地方をつなぐ就労支援カレ

ッジ事業」である。 

 

弘前市まち・ひと・しごと創成総合戦略 抜粋 

《基本目標①》安定した雇用創出と地域産業のイノベーション 

１．若者と女性の雇用環境を改善 

（１）現状と課題 

ハローワーク弘前管内の企業の雇用状況などを見ると、建設業の各種技術者、技能者等を始

め、介護職員や看護師など、職種によっては、求人に対して人が集まらないなどの人材不足が

ここ数年の課題となっており、求職と求人のミスマッチが生じていると言えます。 

また、女性の社会参加の動きが活発化する中で、今後、出産、育児を迎える女性が安心して

就労し活躍できるようにすることや、出産や子育てを機に離職した女性が復職し活躍するため

には、産休、育休などが取りやすい職場環境の整備が重要であるとする意識調査結果が民間調

査団体から公表されており、本市においても、その取り組みが必要と考えます。併せて、社会

全体で仕事と生活の双方の調和の実現を目指すため、ワーク・ライフ・バランスに対する意識

啓発も行う必要があります。 

出所:H22までは国勢調査(H17以前は旧弘前市、旧岩木町、旧相馬村の合計）、H27は住民基本台帳(H27/4/1現在)、H32以降は将来展望人口による
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図 1 弘前市総人口・年齢区分別人口の推移《将来展望》：ひろさき未来戦略研究センター 



2 

 

（２）講ずべき施策に関する基本的方向 

・・・離職した若者の再チャレンジも支援します。 

出産や子育てなどが女性の離職に繋がらないような、また、出産等を経験した女性が復職で

きるような雇用環境の整備も進めます。 

２．就業人口の上昇 

（１）現状と課題 

人口ビジョンの将来展望では、年少人口と老年人口がほぼ横ばい又は微減する一方で、生産

年齢人口は減少が続きます。生産年齢人口の減少は労働投入量の減少に繋がり、本市の総生産

も減少することになります。また、農業をはじめ後継者不足が大きな課題として顕在化してき

ています。 

一方で、社会全体としての労働力を確保するため、高齢者や女性に加えて、就労困難者や生

活困窮者などが新たな担い手として注目されてきており、行政による就労支援が求められてい

ます。このことは、社会保障費の低減という効果も期待できます。 

（２）講ずべき施策に関する基本的方向 

ワークシェアや分業による簡易な仕事の創出などにより、高齢者や障がいのある人などが新

たな担い手として活躍できる環境づくりとそのための継続的な支援を行います。また、生活困

窮者への新たな就労支援にも取り組みます。 

農業後継者の育成・確保に取り組むとともに、新規就農者の円滑な就農・定着を支援するほ

か、新たに自治体連携も視野に入れた就農者の育成にも取り組みます。 

 

（２）都市と地方をつなぐ就労支援カレッジ事業 

都市と地方をつなぐ就労支援カレッジ事業（以下カレッジ事業）は『就業人口の上昇』

を目指し、「社会全体での労働力確保」にむけ「就労の困難な者が新たな担い手として活

躍できる環境整備」と「自治体連携を通じた新規就農者の確保」に取り組むこととしてい

る。具体的には「①都市部からの研修生の受け入れ」「②りんご栽培就労研修プログラム

策定」「③ひろさきワーク・チャレンジプログラム策定」の３つの取り組みを実施した。 

これらの取り組みは、単なる移住促進にとどまらず、泉佐野市と当市の自治体連携型の

事業であり、当市での受け入れ体制＝就労自立支援体制の整備にもチャレンジしている

ことから、特徴的な事業としてまち・ひと・しごと創生本部においても注目をされている。 
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図 2 都市と地方をつなぐ就労支援カレッジ事業：ひろさき未来戦略研究センター 
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就労自立支援体制の整備を伴う当市の取り組みが意味することは、安心してチャレン

ジできる環境を整えることで、事業対象を就農希望者や移住希望者のみならず、都市に居

住するキャリアの模索・検討者にも広げるということである。キャリアの模索・検討者と

は、所得分布が二極化する中で思い通りの就労や生活の向上が実現できないために生活

困窮等のリスクを抱えた人や就労自立支援を必要とする層のことで、従来型の労働市場

だけでは、マッチングやキャリア形成は困難ともいえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 3 地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型）先駆的事業分（タイプⅠ） 

特徴的な取組事例：平成 27年 12月 11日 内閣府地方創生推進室 より抜粋 

キャリアの「模索・検討者」
の拡大

中間層の縮減
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◆吉永純・花園大学教授「公的扶助研究239号」。駒村
康平・慶応大学教授「中間層消滅」（角川新書）を参照 ◆ファームビズ事業（豊中市）から

×

①貧困、そして病気や障害、債務、家族問題など、生活上の困難を抱えている側面
②少ない職業経験、長い離職期間、職種転換など、キャリア形成の課題を抱えている側面

求人等に自力で対応できない人

求人に対応できる人

×

●孤立等

●生活保護の
ニーズ

●医療保健福
祉、教育・子育
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スのニーズ

●債務、家族問
題等の解決支
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図 4 キャリアの模索・検討者 
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キャリア模索・検討者は育成が必要であり即戦力ではないものの、人材不足が顕在化し

始めた労働市場においては潜在的な「労働力」として捉えることも可能である。特に、都

市部では「農業で雇用」という選択肢はほとんど用意されておらず、「農業」という職業

イメージを有することができない。キャリア模索・検討者が当市において、お試しでの「農

業体験」を経ることで、具体的なキャリアの１つとして農業を選択肢としてイメージでき

ることは、基幹産業でもあるりんご園等の担い手づくりの観点からも取り組む価値があ

る。 

 

（３）ひろさきワーク・チャレンジプログラムの目指すもの 

カレッジ事業の「①都市部からの研修生の受け入れ」「②りんご栽培就労研修プログラ

ム策定」については、本市の基幹産業でもあるりんご産業の後継者・人材確保が喫緊の課

題でもあることから、泉佐野市を中心に都市部の他市町村から、りんご関連産業などで多

様な人材の受入と戦力化を図り、地方移住の可能性をひろげるために実施するものであ

る。 

また「③ひろさきワーク・チャレンジプログラム」は地方移住の受け入れのみならず、

市民を対象とした就労自立支援を強化することで、地域全体で労働力の確保を図り、就業

人口の増加を図ることにある。そのためには、就労の困難な者に対する相談支援をはじめ

基礎能力の形成や就労意欲の喚起を図るほか、訓練や雇用の受け入れ先でもある企業支

援なども含めた、当市における包括的な就労支援の仕組みづくりに取り組むことである。 

 

 

  

生活困窮・就労困難のリスクを抱える層

失業者

非正規労働

労働力人口 非労働力人口

「模索・検討者」
支援（今後）

「模索・検討者」
支援（現状）

図 5 労働力状況からみるキャリア模索・検討者 
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ひろさきワーク・チャレンジプログラム 

【目的】 

（１）人口減少の進行に伴う地域経済の規模縮小や地域活力の低下を防ぐため、社会全体で労働

力を確保 

（２）様々な就労阻害要因によって就労が困難な者が新たな担い手として活躍できる環境整備に

よる就業人口の上昇 

（３）就労が困難な者に対する就労支援の理解の深化 

【概要】 

（１）就労支援に関する各支援事業及び支援機関の有機的な連携を推進する人材を養成するため

の研修等を開催 

（２）就労支援を実施する事業所開拓の検討 

（３）就労支援を実施する事業所等に対するインセンティブの検討 

（４）就労支援に関する連絡会議等を開催 

（５）就労支援に係る市内事業所等の実態を調査分析し、就労支援に係る手順、人材育成方策等に

ついて取りまとめ、今後の就労支援の展開に活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方で潜在的な労働力でもある、キャリア模索・検討者等の就労自立支援が必要な層の

対象者数を明らかにすることには限界があるが、就労自立支援が必要となる可能性（リス

ク）を有する層や生活困窮の恐れがあるものを既存の統計より推計した。 

１つ目が「所得」に着目したものであり、「生活保護受給者数＋臨時福祉給付金受給者」

の合計は４２，８９７人（２４．２％）である。 

２つ目が「就労生活を送るうえでリスクを抱える可能性の高い層（就労自立支援を必要

とするリスク層）」として、「就労したい高齢者」「若年無業者」「手帳を持たない障がい者」

「障がい者手帳所有者」「母子家庭の母」「生活保護６０歳以上」「生活保護５９歳以下」

を算出した（※下記に算出方法とデータの出典を記載）数値であり、３４，６４９人（１

地域をオール弘前体制で支えていく就労支援の仕組みを構築 

図 6 ひろさきワーク・チャレンジプログラムについて：ひろさき未来戦略研究センター 
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図 7 弘前市年齢別農業就業人口：ひろさき未来戦略研究センター 
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９．５％）である。 

いずれも直ちに就労自立支援を必要としているかは不明ではあるが、就労自立支援を

必要する可能性のある層としては、市民の４～５人に１人という規模感である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※生活保護受給者：平成２７年４月１日現在の実数（弘前市報告書より） 

※臨時福祉給付金受給者：平成２７年４月１日現在の実数（健康福祉部福祉政策課調べ） 

※弘前市の年齢別人口：平成２２年度 国勢調査より 

※就労したい高齢者推計値 

⇒弘前市６５～７４歳人口×６５歳以上の就業希望率 

６５歳以上の就業希望率は、平成２４年度高齢社会白書 第４節高齢者が活躍できる環境づくり 

１高齢者の就労 に掲載されている厚生労働省「中高年者縦断調査」より、６０～６４歳の調査対

象者の６５歳以降に「仕事をしたい」人の割合【４４．０％】を引用している。 

※若年無業者（１５～３４歳）推計値 

⇒弘前市１５～３４歳人口×（非労働力人口のうち家事も通学もしていない者（１５～３４歳）の

割合＋１５～３４歳の完全失業者率） 

非労働力人口のうち家事も通学もしていない者（１５～３４歳）の割合は、平成２５年度子ども・

若者白書 第２節若者無業者、フリーター、引きこもり より、１５～３４歳の非労働力人口のう

ち家事も通学もしていない者の割合【２．２％】を引用している。 

１５～３４歳の完全失業者率は、総務省統計局「労働力調査」（２０１６年２月）より１５～３４歳

人口に対する完全失業者人口の割合【３．０％】から算出している。 
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弘前市：臨時福祉給付金受給者（低所得）

ならびに生活保護受給者数の割合

生活保護

臨時福祉給付金
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弘前市
生活保護 4,605 2.6%
臨時福祉給付金 38,292 21.6%
その他 134,415 75.8%

合計 177,312 100.0%

図 8 臨時福祉給付金受給者ならびに生活保護受給者数 

図 9 就労自立支援を必要とするリスク層 推計値 
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手帳を持たない障害者 11,401 6.4%
障害者手帳所有者 4,445 2.5%
母子家庭の母 2,229 1.3%
生活保護～59歳 1,560 0.9%
生活保護60歳～ 3,045 1.7%
その他 142,663 80.5%

合計 177,312 100.0%

弘前市
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※手帳を持たない障がい者（１５－６４歳）推計値 

⇒ＯＥＣＤ（経済開発協力会議）の平均障害者割合×弘前市１５～６４歳人口－弘前市１５～６４

歳の障害者手帳所持者数 

ＯＥＣＤの平均障害者割合は、「国際比較からみた日本の障害者政策の位置づけ―国際比較研究

と費用統計比較からの考察―」 『季刊社会保障研究』 国立社会保障・人口問題研究所 第４

４巻 第２号」に掲載されている２００４年度の稼働年齢（２０～６４歳）に占める障害者割合

【１４．０％】を引用している 

※障がい者手帳所有者：平成２７年３月３１日現在の実数（弘前市報告書） 

※母子家庭の母：平成２８年３月の児童扶養手当受給者数の実数（健康福祉部福祉政策課調べより） 

 

 

（４）ひろさきワーク・チャレンジプログラムの事業概要 

こうしたことを踏まえ、ひろさきワーク・チャレンジプログラムの初年度は、当市にお

ける今後の大きな就労自立支援の方向性を見出すことを目指し「①当市の就労支援に係

る調査・分析と課題整理」「②新たな就労支援の枠組みに関する人材養成」「③就労支援に

関する連絡会議の開催」に取り組んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 10 ひろさきワーク・チャレンジプログラムの事業概要 

○内 容：就労支援ネットワーク構築に向けた、市の関係各課、就労支援機関、有識者等の連絡会議
○実施日：準備会として2月18日に庁内連絡会議を開催（24名）

外部有識者を交えた連絡会議を3月18日に開催（24名）

○内 容：就労支援における人材育成として、釧路市や岡山市などの全国で就労支援に取り組むNPOな
どの代表等を講師に迎え､講演やパネルディスカッションを通して知識を深め、意見交換な
どで交流を図る。

○対 象：就労支援に携わる方や企業､市の関係各課職員など
○参加者：第１クール 1月28日（38名参加）29日（30名参加）第２クール 2月19日（37名参加）

第３クール 2月25日（32名参加） 第４クール 3月07日（34名参加）

○内 容：支援対象者の発見や相談対応能力等の評価を行い、現状分析と課題の洗い出しのための基
礎情報を収集

○対 象：市の関係課及び市や県などの就労支援に携わる施設の合計21の施設・機関。
○調査日：1月7日、2月1日～3日、2月8日～9日の延べ6日間

①当市の就労支援に係る調査・分析と課題整理 【庁内・就労支援機関等ヒアリング調査】

②新たな就労支援の枠組みに関する人材養成 【ワーク・チャレンジプログラムに関する研究・研修会】

③就労支援に関する連絡会議の開催 【ワーク・チャレンジプログラムの策定に向けた連絡会議】
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Ⅱ．都市部からの研修生の受け入れ 

（１）事業目的 

農業を志す若年無業者や就労経験の少ない若者等を中心に、農業分野において個々の

能力を見極め、必要となるスキルやノウハウを泉佐野市で身につけ、次に、弘前市におい

てりんご生産等の実践的な研修を行い、都市間連携により、農業分野に従事する人材を育

成し、地方への移住促進にもつなげていく。 

 

（２）事業概要 

泉佐野市は「泉州ブランド野菜」として、キャベツや玉ねぎ、水ナスなど全国的にも知

られており、農業も盛んなところである。これまでに、泉佐野市では、農業を志す若年無

業者を就労支援付きの人材育成で、現役の農家や支援機関との連携により、農業の６次産

業化により就労に結びつけてきた（別冊参考資料参照：ひろさきワーク・チャレンジプロ

グラム研究・研修会 第４クール報告：若者の「働く場」づくり 資料）。 

これまでの経験を活かして、農業を志す都市部の若年無業者を泉佐野で農業体験をさ

せて、地方へ送り出す、都市と地方をつなげる新たな学校のような中間支援（マッチング

相談、農業体験、地方での移住体験等）を行う。「農業という仕事が自分に合っているの

か」、「地方の暮らしが自分にあっているのか」を、地方に行く前に体験して、ミスマッチ

の解消を図る。 

都市圏であり地方の特性を持ち合わす泉佐野市ができることであり、若年無業者等が

対象である場合、都市から地方への移住に際しては不安が大きいものがある。そこで、泉

佐野市のような大都市と地方を結ぶ都市において、農作業等を体験することは移住のハ

ードルを下げることにつながる。一方で、泉佐野市内には関西国際空港があり、年間６５

０万人の航空旅客数があるなど、都市と地方を結ぶ結節都市機能が非常に高い。 

こうした状況を踏まえ、りんご生産日本一を誇る青森県弘前市と連携して、農産物のブ

ランド化を通じた都市部の就農希望者の呼び込みと都市と地方をつなぐ結節機能を活か

した農分野における自治体連携による就農希望者や生活困窮者等の就労・社会参加の促

進を目的とした事業を実施する。具体的には、就農希望者ならびに都市部の若年無業者等

を受け入れ、農業技術の習得ならびに農業分野における支援付き就労の体験などを通じ

て、地域人材の育成と人材の都市間移転を実現する。 

 

 

 

 

 

 

（３）事業経過 泉佐野

弘前

　　日本一の生産量を誇る
弘前でのリンゴ生産を体験

　　地方での移住や２居住型移住等

　　　都市 農業の基礎を学ぶ場（泉佐野で生産、加工、
販売のノウハウを身につける学校（働きながら学ぶ））

泉佐野

青森県弘前市
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※まるかじりプロジェクトは、第１・２クールとも２週間を予定していたが、相談の中で２

週間はハードルが高いという声もあり、第２クールは１週間×２回とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■泉佐野　6次産業体験コース

相談者53件　（2016年3月17日現在）
体験者35件　（2016年3月17日現在）

■第1クール　「まるかじり」 　リンゴ生産2週間体験コース （定員8名）

参加者4名キャンセル4名
1日目 3月1日 移動 オリエンテーション 作業準備 「リンゴづくりとは」

2日目 3月2日 野菜づくり （ハウス） 野菜づくり （ハウス）
3日目 3月3日 野菜づくり （ハウス） 野菜づくり （ハウス）
4日目 3月4日 リンゴづくり （剪定作業等） リンゴづくり （剪定作業等）
5日目 3月5日 リンゴづくり （剪定作業等） リンゴづくり （剪定作業等）
6日目 3月6日
7日目 3月7日 リンゴづくり （剪定作業等） リンゴづくり （剪定作業等）
8日目 3月8日 リンゴづくり （剪定作業等） リンゴづくり （剪定作業等）
9日目 3月9日 リンゴづくり （堆肥・支柱等）
10日目 3月10日 リンゴづくり （堆肥・支柱等） リンゴづくり （堆肥・支柱等）
11日目 3月11日 リンゴづくり （出荷作業等） リンゴづくり （出荷作業等）
12日目 3月12日 リンゴづくり （出荷作業等） リンゴづくり （出荷作業等）
13日目 3月13日
14日目 3月14日 オリエンテーション （振り返り等） 移動

※3月4日、3月10日の夜から移住者との集い

■第２クール　「まるかじり」 　リンゴ生産2週間体験コース （定員8名）

参加者　　３名（16日～29日）　　　　６名（22日～29日）
1日目 3月16日 移動 オリエンテーション 作業準備 「リンゴづくりとは」

2日目 3月17日 野菜づくり （ハウス） 野菜づくり （ハウス）
3日目 3月18日 野菜づくり （ハウス） 野菜づくり （ハウス）
4日目 3月19日 リンゴづくり （剪定作業等） リンゴづくり （剪定作業等）
5日目 3月20日
6日目 3月21日 リンゴづくり （剪定作業等） リンゴづくり （剪定作業等）
7日目 3月22日 リンゴづくり （剪定作業等） リンゴづくり （剪定作業等）
8日目 3月23日 リンゴづくり （剪定作業等） リンゴづくり （剪定作業等）
9日目 3月24日 リンゴづくり （堆肥・支柱等）
10日目 3月25日 リンゴづくり （堆肥・支柱等） リンゴづくり （堆肥・支柱等）
11日目 3月26日 リンゴづくり （出荷作業等） リンゴづくり （出荷作業等）
12日目 3月27日
13日目 3月28日 リンゴづくり （出荷作業等） リンゴづくり （出荷作業等）
14日目 3月29日 オリエンテーション （振り返り等） 移動

※3月18日、3月25日の夜から移住者との集い

休み

休み

弘前巡り

休み

休み

弘前巡り

■第1クール　「ひとかじり」 リンゴ生産見学コース （定員3名）

参加者　３名
1日目 2月22日 移動 オリエンテーション 弘前の街とは リンゴづくり概要

2日目 2月23日 リンゴ生産者 座学 リンゴ生産 現場見学
3日目 2月24日 弘前ぐらし 移住コンシェルジュ 移動

■第２クール　「ひとかじり」 リンゴ生産見学コース （定員3名）

参加希望者　５名
1日目 3月7日 移動 オリエンテーション 弘前の街とは リンゴづくり概要

2日目 3月8日 リンゴ生産者 座学 リンゴ生産 現場見学

3日目 3月9日 弘前ぐらし 移住コンシェルジュ 移動
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Ⅲ．ひろさきワーク・チャレンジプログラム研究・研修会 

１．研究・研修会 開催概要 

（１）目的 

弘前市における就労相談支援の拡充のために、市役所内外の関係部署・機関等の人材育

成と企業や社会福祉法人等の就労支援への理解を深めることを目的に、地域特性を活か

し、多様な人材が活躍を推進する全国の就労支援事例等を紹介し、意見交換の場を用意し、

交流を図った。 

 

（２）内容 

■第１クール：自治体と就労支援 １月２８日（木）～２９日（金） 

【事業概要説明】【他地域の様々な就労支援の実践から学ぶ】 

①ひろさきワーク・チャレンジプログラムの概要と目的 

ひろさき未来戦略研究センター  総括主幹兼総括研究員 澁谷 明伸 氏 

②就労支援が切り開く「支援付き人材」の可能性 ～新しい官民連携へ～ 

Ａ´ワーク創造館 就労支援室長  西岡 正次 氏 

③仙台・宮城における就労支援のカタチ ～役所と連携した支援の進め方～ 

（一社）パーソナルサポートセンター  事業執行常務理事 立岡 学 氏 

④釧路における“半福祉半就労”のカタチ ～生活保護受給者支援から多様な相談支援へ～ 

（一社）釧路社会的企業創造協議会  副代表 櫛部 武俊 氏 

■第２クール：障がい者が現場を変える ２月１９日（金） 

【農業と障がい者・農福連携のカタチ】【少しの配慮で生まれる働きやすい職場】 

①ひろさきワーク・チャレンジプログラムの概要と目的 

ひろさき未来戦略研究センター  総括主幹兼総括研究員 澁谷 明伸 氏 

②農業分野における障がい者就労の場の拡大に向けて～障がい者就労の可能性と推進方向～ 

ＮＰＯ法人就労継続支援Ａ型事業所協議会  理事長 萩原 義文 氏 

③りんご農家における農福連携事例～農家の高齢化・担い手不足を補う障がい者マンパワー～ 

（社福）七峰会就労サポートひろさき  サービス管理責任者 小山内 猛 氏 

④配慮すべき人とともに働くヒント～少しの配慮が現場を変える～ 

（一社）Ｍｅ２ 就労支援センターアスラクト  理事 三宅 嘉美 氏 

■第３クール：企業の潜在力が活かされる仕組みづくり ２月２５日（木） 

【企業の潜在力が活かされる仕組みづくり：大阪編・札幌編】 

①ひろさきワーク・チャレンジプログラムの概要と目的 

ひろさき未来戦略研究センター  総括主幹兼総括研究員 澁谷 明伸 氏 

②札幌における障がい者の就労支援 ～障がい者支援から生活困窮者支援へ～ 

ＮＰＯ法人北海道社会的事業所支援機構  理事長 石澤 利巳 氏 

③大阪における就職困難者への就労支援 ～行政の福祉化から広がる働く場づくり～ 
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大阪知的障害者雇用促進建物サービス事業協同組合  理事長 冨田 一幸 氏 

④パネルディスカッション ～多様な働く場づくりで行政にできること～ 

■第４クール：キャリアを開く「働く場」づくり ３月７日（月） 

【女性や若者の「働く場」づくりの実践から学ぶ】 

①女性の「働く場」づくり ～多くの女性が「働ける場」とは～ 

情報の輪サービス（株）  代表取締役 佐々木 妙月 氏 

②弘前商工会議所青年部の新たな取り組み ～ひとり親を地域の戦力に～ 

弘前商工会議所青年部 直前会長 一戸 勝美 氏 

③若者の「働く場」づくり ～サポステ運営からしごとづくりへ～ 

ＮＰＯ法人おおさか若者就労支援機構  理事 太田 光昭 氏 

 

（３）結果 

■参加者は下表のとおり。 

クール名 日程 
参加者 

市役所 関係機関 合計 

第１クール 
１月２８日（木） ２８名 １０名 ３８名 

１月２９日（金） ２４名 ６名 ３０名 

第２クール ２月１９日（金） １７名 ２０名 ３７名 

第３クール ２月２５日（木） １４名 １８名 ３２名 

第４クール ３月７日（月） １７名 １７名 ３４名 

 

■参加者アンケートより 

・満足度は、各クールともに、良かった（とても良かった＋良かった）がおおむね８割以

上と満足度は高かった。 

・今後の方向性を聞いた項目では、 

第１クールの『多様な就労自立をすすめるために弘前市の役割として大切なこと』では、

「支援担当者の人材養成・育成」と「出口（企業・実習の場）の開拓・開発」が５３．１％

と最も多く、次いで「企業・市民への啓発等を行う」が４０．６％となっている。 

第２クールの『多様な人材が働ける「現場づくり」に必要なこと』では、「職務分析な

どの現場調整の支援」が６８．０％、次いで「体験的・訓練的な働き方の導入」が４８．

０％、「現場での支援担当者養成・育成」が４４．０％となっている。 

第３クールの『弘前市で実現できそうな取り組みや期待すること』では、「社会的価値

などを考慮した総合評価一般競争入札」が４７．８％、次いで「弘前市独自の就労支援企

業認定などの認証制度」が４３．５％、「生活困窮者自立支援事業における就労訓練事業

の導入支援」が３９．１％となっている。 

第４クールの『女性や若者が活躍する「働く場」づくりに必要なこと』では、「労働時
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間や休暇面での配慮」が６０．９％、次いで「企業内支援者の育成」が５６．５％、「本

人の能力・適性に合った配置」が４３．５％となっている。 

各報告の参加者の意見としては、就労支援体制構築に向けては「支援機関並びに企業内

での人材育成」「企業への働きかけ」を必要とする声が多い傾向にあった。 
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２．第１クール：自治体と就労支援 

 

■研修会概要 

テーマ：自治体と就労支援 

目 的：ひろさきワーク・チャレンジプログラムの全体像の共有。 

自治体における多様な就労自立を推進する支援のカタチなどを実践から学ぶ。 

対 象：自治体関係者ならびに就労支援に携わる方々 

参加者：１日目 ３８名（市役所２８名、関係機関１０名） 

    ２日目 ３０名（市役所２４名、関係機関 ６名） 

会 場：弘前商工会議所 ３０１室（弘前市上鞘師町１８－１） 

第１日目【１月２８日（木）】 

１３：３０～ 説明：ひろさきワーク・チャレンジプログラムの概要と目的 

  ひろさき未来戦略研究センター 総括主幹兼総括研究員 澁谷 明伸 氏 

１４：００～ 講演：就労支援が切り開く「支援付き人材」の可能性～新しい官民連携へ～ 

  Ａ´ワーク創造館 就労支援室長  西岡 正次 氏 

１５：００～ 報告：仙台・宮城における就労支援のカタチ～役所と連携した支援の進め方～ 

  （一社）パーソナルサポートセンター  事業執行常務理事 立岡 学 氏 

第２日目【１月２９日（金）】 

１０：００～ 報告：釧路における“半福祉半就労”のカタチ 

～生活保護受給者支援から多様な相談支援へ～ 

  （一社）釧路社会的企業創造協議会  副代表 櫛部 武俊 氏 

 

■研修会 各報告等 要旨 

①ひろさきワーク・チャレンジプログラムの概要と目的 

○就業人口の減少に立ち向かう 

・このまま放置すれば、２５年後の弘前市人口は１４万人になる。「まち・ひと・しご

と創生総合戦略」の中で、生産年齢人口減少に立ち向かい「就業人口の上昇」にとり

くむのがワーク・チャレンジプログラムであり、自治体施策の新しい領域に挑戦する。 

・市民との身近な窓口である弘前市が、

ハローワーク任せではなく「地域全

体で労働力を確保する」「就労困難

層が新たな担い手として活躍でき

る環境をつくる」ということに取り

組み、他都市から転入人口増にもつ

なげるのがワーク・チャレンジプロ

グラム。 

 

ひろさきワーク・チャレンジプログラム研究・研修会 第 1 クール 

自治体と就労支援 １月２８日（木）～２９日（金）  
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・ワーク・チャレンジプログラムで「人口減少⇒担い手不足⇒雇用の場の喪失⇒地域経

済縮小」という悪循環の回避につなげていきたい。 

○まずはりんご農家と泉佐野市との連携からはじめる 

・その足がかりとして、りんご産業の担い手・人手不足の解消にむけて、「①りんご農

家等での受け入れ先の確保（雇用のあるりんご農家の発掘）」「②泉佐野市など都市部

から人材受け入れのための雇う側の環境整備（働きやすい職場づくり）」「③地域間の

連携を促進する就労支援のある弘前市づくり（生活面も含めて安心して働ける）」か

ら始めていく。 

 

②就労支援が切り開く「支援付き人材」の可能性～新しい官民連携へ～ 

○就労支援が人を呼び込む 

・地方創生事業がらみで地方都市が一斉に移住促進策を出しているが、ごくわずかの移

住希望者の奪い合いの様相を呈している。 

・都市には一度ドロップアウトしたり、キャリアを模索中の２０～４０歳代の住民が多

くいる。この部分へ積極的なアプローチを行うためには、受け入れる側の地方都市に

「就労支援体制」が必要。しごとがなければ移住は実現しないが、しごとがあるだけ

では移住を決断できないことも事実。就労支援とは安心してチャレンジできる環境

のこと。 

・都市では「農業」がキャリアとしてイメージできない。農業に興味は多少ある方が地

方都市で実際に体験し、キャリアのイメージを膨らませることが大切。体験者すべて

が移住するわけではないが、体験してもらうことが肝要。豊中市と土佐町の取組で一

定効果が出ている。 

○就労支援と雇用労働行政はちょっと違う 

・仕事＝ハローワークの紹介だけでは、簡単には働けない層は増加している。市役所・

支援機関が連携することで、一般就労・雇用前に現場での訓練が実現する。それが生

活困窮者自立支援事業の就労訓練事業。つまりは企業・訓練生・支援機関の３者で取

り組む就労支援。 

・こうした人材のボリューム感は「非労働力人口」とされている人であったり、臨時福

祉給付金の対象である低所得で暮らす人々。豊中市は４０万人の人口で７万３千人

が臨時福祉給付金の対象者。単純にこの割合でいけば、弘前市では３万５千人が就労

支援の潜在マーケット。 

・就労訓練事業などの実現には「企業への支援」が不可欠になる。啓発したり、マッチ

ングだけで終わりではなく、定着支援まで応援するのが就労支援。 

○経済活動があるうちに動き出そう 

・就労支援をするにも、「働く場」「雇用」という経済活動や地域の産業がなければどう

することもできない。人手不足感のあるうちに就労支援をはじめよう。人手不足は労
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務倒産につながる時代を迎えつつある。 

・地域での生活支援も含めた就労支援体

制を整え、都市や弘前市内のキャリア

模索者を「支援付き労働力」として戦力

として活かせる地域に。それが都市と

地方を結ぶポイントになり、労務倒産

を防ぐ１つの方策にもなる。 

 

【質疑応答】 

○農業だけでは生計を立てるのは難しい部分もあるが、豊中と土佐の事例で、移住者や

２居住者はダブルインカムなど兼業しているか？ 

・移住か２居住かという点では、実態はほぼ移住。受入企業は社宅も持っている。また、

高知県は移住策で２居住型を推進しており、移住＝住民票移転ではなく、月の半分・

３分の２を高知で働く仕組みをもっている。このことは、豊中の相談機関にすると、

相談者や訓練生を誘導しやすい。 

・「農業で雇用」がコンセプトであり、自分の生活だけなら十分といった給料。ただ、

家族を養うには厳しく、今後の課題。個人経営の農家となるのはハードルが高いが、

農業で雇用されるであれば、誘導しやすい。 

 

③仙台・宮城における就労支援のカタチ～役所と連携した支援の進め方～ 

○現実と現場から着想する 

・地方創生の取組みであれば、「移住」が目標の１つであろうが、ハードルは高いとい

う認識は必要。もう一つ、未来を担う若者の就労意識を知ることも大切。「平成生ま

れの退職理由」というサイト(http://www.vorkers.com/hatarakigai/vol_14)では、

若者が退職した理由は、「①キャリア成長（やりがい）」「②労働時間の管理（ブラッ

クではない）」「③プライベート尊重（仕事と私の分離）」の３つ。そうした現実は知

っておく必要がある。 

・一般社団法人パーソナルサポートセンターは、２０１５年度は仙台市と宮城県南部、

多賀城市で生活困窮者自立支援事業を受託している。東日本大震災前の２０１１年

３月３日に制度の狭間の支援に取り組もうと、仙台市を拠点に活動する社会福祉協

議会やホームレス支援団体、ひとり親支援団体、多重債務者支援団体など複数の支援

団体で社団法人を結成した。 

・３月１１日の東日本大震災で大きく変わった。被災者支援は必要だけど、市役所はド

タバタ。そこで、パーソナルサポートセンターができることをやろうと、市・県に働

きかけて、被災者支援からスタートした。 

・仮設住宅住民の支援をする中で、被災者は困窮リスクが非常に高い。被災して失業し、

http://www.vorkers.com/hatarakigai/vol_14
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放置すると生活保護受給者になりかねなかった。 

・被災者支援は困窮者支援でもあるという意識で支援に取り組むものの、経験豊富な支

援者の数は少ない。緊急雇用を活用し、被災で失業した方々を支援者に育てながらの

活動に取り組むことに。そのためには育成予算をつけて、資格取得やキャリアアップ

を推奨した。 

○困窮者支援は就労支援。地域の人財として活かすために必要なものは作り出す。 

・２０１２年度は支援した被災者の４割が就労したが、６割ができていなかった。中に

は、前職へのこだわりが強い方や少しメンタルダウンしている方もいた。そうした

方々は、ハローワークではマッチングできない。伴走型支援をしながら、次のしごと

の準備をしていくことが大切で、そのために準備段階での支援には中間的就労や就

労準備事業を用意していった。 

・特に前職へのこだわりが強い人は、新しい仕事への不安や職務がイメージできないこ

とが次の一歩を阻害している。ＯＪＴである職場体験実習は働くイメージを持って

もらう意味では有効。約１００件の体験で半数が就職につながった。職場体験中は奨

励金を支給しているが、支払い方については労働局に何度も足を運び、労働の対価で

はなく、プログラムに参加したことへの奨励金というスキームをつくった。 

・各事業の財源は、被災者支援事業の予算。国庫が１０／１０。これを今の福祉に使う

のではなく、将来の福祉的経費縮減策の投資的経費として就労支援にまわすという

ことを、市・県と膝を詰めて話し合うなかで実現していった。 

・仙台の就労準備事業は基本的に通所事業で、いろいろなメニューを用意しながら、「①

作業プログラム」「②スキルアッププログラム」「③就労実践プログラム」の段階を経

て、就労を目指せるようにしている。大切にしている点は、「本人に選択してもらう

こと」「本人の能力を見極めること」「いくばくかの手当を支払うこと」。支援者はこ

のことを意識して内職仕事をとってきたり、プログラムの見直し時も明確に決めて

いる。 

・今はあちこちの企業で「人不足」の声。困窮者をお願いして受け入れてもらうのでは

なく、就労支援を通じて、困窮者・被災者という概念ではなく「人財」として育てて、

「人は要りませんか？」と交渉できるような視点が必要。相談の「入口」だけあって、

仕事という「出口」がなければ、フン詰まりになってしまう。育てるための資源がな

いなら、どんな手段を使ってもいいから「つくる」という姿勢も大切。 

○支援団体も財源を意識して。行政だけに頼らない。 

・弘前市の支援団体の実態はわからないが、行政と支援団体で事業の話をすると「ニー

ズがあるかも。でも財源が・・・」といった声で、なかなか動き出せないこともある

のでは？ 

・財源問題はどこの市町村も一緒。そうした時、支援団体は行政の悪口を言うのではな

く、民間の助成金やファンドを使ってでもスタートし、ニーズのあることを証明して
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いく。証明できれば行政も財源を確保する。もしニーズがなければ、支援団体もあき

らめる。そうした姿勢が行政と支援団体が協働して新しい事業を展開するうえで不

可欠。 

・限られた財源を有効活用するためには、ダメなものはダメ。いいものはいい。と評価

していく。ドライかもしれないが、評価する指標をつくって、指標をクリアするため

に動く。新しいことをするのであれ

ば、支援団体も行政もこうした姿勢が

不可欠。１０／１０の予算はあるけ

ど、その後の経年負担を考えて「やら

ない」のではなく、１０／１０予算の

間にいろいろチャレンジして、結果が

出れば財源の確保に努力する。結果が

出なければ、おしまい。それぐらいの

覚悟が双方に必要。 

 

【質疑応答】 

○生活困窮者や就職困難者等の企業開拓におけるアドバイスはありますか？ 

・障がい者と生活困窮者では企業にとってインセンティブが異なる。生活困窮者に明確

なメリットはない。ただ、障がい者雇用の経験がある企業から訪問し、体験実習につ

ながり、手帳はなくてもスキルがあると評価され、就労につながった。またその企業

が他社を紹介してくれた。障がい者など雇用したことのある企業リストをみて足で

稼ぐのは１つの方法。 

○就労準備事業（生活困窮者）と障がい者の就労支援事業の違いはありますか？ 

・通所での就労支援については似ている。ただ、違う点は２つ。１つは利用者の出入り

があるということ。生活困窮者は３か月の利用期間があるが、障がい者は就労移行支

援が２年間でＡ型・Ｂ型は利用期間の指定はない。もう１つは、利用者本人がプログ

ラムを選ぶので、全員が同じ作業をしているわけではないということ。ただ、内職作

業の発注業者は作業水準が変わることを敬遠するので仕事の受注と納品には苦労し

ている。 

○弘前での職場体験実習の可能性は？ 

・弘前ハローワークでは、高卒・新卒採用予定アンケートの際に障がい者の職業実習先

の可否を聞いて、企業名簿を作成し実際に活用をしていると聞いている。ただ、生活

困窮者の任意事業は実施されていないので、弘前市で実現するかはわからない。仙台

では東日本大震災の影響があったことで、企業も受け入れ対象を広げたと推測され

るので、地域の事情があり同じようにはすすまないだろう。 
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④釧路における“半福祉半就労”のカタチ～生活保護受給者支援から多様な相談支援へ～ 

○釧路は関係性の紡ぎなおしから考えた。 

・釧路の人口は現在１８万人弱で規模としては、弘前市と同じくらい。かつては２０万

人を超え「北方生産都市」とも呼んでいたが、将来は１３万人になるだろうと推計さ

れている地方都市。 

・漁業・炭鉱・パルプと３つの基幹産業が衰退し、現在は北海道内で生活保護受給率が

最も高い市であり、３年で１０‰も生活保護受給率が上昇したこともあった。特に炭

鉱の閉山では「仕事がなくなる」「生活保護が増える」といった現実があった。そん

な中、釧路市の再生を考えた。生活保護をめぐる市民同士のいざこざも発生する中で、

現場で働くケースワーカーも誇りを持ちながら、生活保護を受給する住民も誇りを

もてる。そんな関係性づくりを模索した。 

・生活保護受給者の自立支援プログラムを情報公開したり、役所完結型の取組を大学や

地域のＮＰＯを含めた検討会に変更したり、徐々に地域に開いていく方式を採用し

ていった。そうすると、「生活保護＝怠け者？」といった偏見や誤解が減り、協力し

てくれる住民も増えるなど、理解が深まった。 

・こうした取り組みは、責任のなすりつけではなく、市役所と住民で役割を分担すると

いった官民共同の新しい領域の開発でもある。自身もケースワーカー（市職員）を退

職後、「釧路社会的企業創造協議会」という団体を立ち上げ、行政ＯＢとして一定の

役割を担いながら、官民共同体制で就労支援事業の展開を推進している。 

○生活保護の脱却だけが自立ではない。 

・生活保護の現場では、ケースワーカーが足りない。事務手続きも追いつかない。そん

な状況では、「保護からの脱却だけが自立」という偏った意識があった。脱却は就労

による自立が理想だが、現場では死亡も自立と捉えるようなことさえあった。 

・生活保護は「最低限度の生活の保障」と「自立の助長」という２つの目的がありなが

ら、自立の助長の概念が現場ではなかなか分かっていなかった。そんな時に国が「“脱

却”だけが自立ではなく、生活保護を受けながらの自立がある」ということを言い始

め、そこに取り組んだのが釧路。母子世帯の生活保護受給者を皮切りに「自立支援プ

ログラム」をスタートした。 

・釧路モデルの大事なところは、制度からの離脱だけでなく、受けながらの就労と言う

半福祉・半就労型の自立を提起したところ。こうした自立を考え始めると、自らの就

労所得で生活できるかどうかという、オール・オア・ナッシング以外の働き方＝中間

就労もあることに気付いた。 

○働くことの第一歩は「自尊感情」の回復。「かけがえのない私」に気付くことから 

・中間就労もあるという意識で事業を進めていくと、多様な働き方があることに気付い

た。お金を生み出さなくても、高齢者の話し相手をすることでも仕事になる。話し相

手をすると高齢者からは感謝される。ケースワークでは点検ばかりされて、褒められ
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たことがなかった生活保護受給者が、中間就労を通じて褒められ、自尊感情を徐々に

回復していく。この過程が大切。 

・現在は地域の方々の協力を得ながら中間就労の場を２０箇所以上用意している。一般

就労が最終というゴールであるという考え方は否定しないが、働くことによる「自尊

心の回復」や経済的自立のみならず「社会に役立ち、補う」と言う両面持ち合わせた

就労も大切。 

・釧路社会的企業創造協議会が立ち上げた中間就労の１つ「漁網の仕立て」は手作業で

きつい仕事で給料も安い。しかも高齢化率も高く、このままでは担い手不足で衰退す

ることは目に見えている。でも漁業を支える大事な仕事。こうした状況で４０～５０

歳代の生活保護受給者と相談し、この仕事に取り組むことにした。生活保護で経済面

は保障されながら、技術を学び２年ぐらい経験して２万円ぐらいを稼ぐ。就労自立は

厳しくても、自分で稼いだお金がいくばくかあることは社会生活を行う上で非常に

重要。こうした中間的就労の種は地域に眠っている。 

・中間的就労の効果測定も大切で、ＳＲＯＩ（社会的投資収益率）による効果測定に取

り組んでいる。検証はまだできていないが、目に見えた効果としては、「することが

ない⇒少し健康状態が悪化⇒通院」というケースが減少したこと。 

・一言でいえば、釧路モデルの特徴は「①自立の新しい形」「②働き方の多様性」「③地

域に開かれていく福祉事務所」の３つに取り組んだところ。いずれか１つだけに取り

組んでもうまくいかなかった。 

○縦割り意識を変えるには時間が必要 

・釧路モデルに取り組むようになり、その意義を役所全体で本当に確認でき、浸透する

には１０年を要した。その間は議員やＮＰＯなどの視察を受け入れたり、現場に足を

運んでもらったりという地道な活動

が大切だった。 

・地元メディアを巻き込んだ情報発信

や地域に開かれた取り組みを推進す

る中で、役所の意識が変わったこと

が大きな成果。生活保護の自立支援

プログラムをきっかけに、役所の縦

割りは役所全体で考えよう。役所の

職員で考えようと意識改革につなが

った。 

【質疑応答】 

○生活保護受給者など意欲喚起は重要ですが、釧路の特徴はありますか？  

・被保護者の意欲喚起という点では、釧路市は月８万円程度の収入が見込める場合は軽

自動車の所有を認めている。現実問題として、自動車の保有ができなければ就労先が
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限定されてしまう事情がある。また、高校生の自動車免許の取得についても生業扶助

を活用している。車所持を認めることで就労意欲を支える。資格取得に際しては、生

業扶助で投資してリターンに期待する。その結果、釧路は半就労・半福祉が多く、北

海道２級－１の地域のなかでも１人当たりの給付額は１万円ほど低い。頑張れと尻

を叩いて企業での雇用を求めるだけではなく、自治体が具体的に就労意欲を上げる

手立てを工夫することも大切。 

○職場体験などは有効ですが、企業も厳しい状況で育てる雰囲気が少なくなってきた

と感じています。実際に受入企業に人を育ててやろうという意識はありますか？ 

・企業だけを見るのではなく、居場所や地域で困っている作業などの受入れ先も確保す

ることが大切。企業のしごとと地域のしごとの両面で展開しないとなかなか広がら

ない。そうすれば、企業も受け入れるようになるだろう。あと、数値的な裏付けはな

いが多様な受入先があるということは、医療扶助の削減にもつながる。ただし、企業

開拓などは、縦割りにならず生活保護と生活困窮が連動したほうがより効果的。 

○横断的な庁内体制の構築で大切なことはなにですか？ 

・釧路市では１８課ぐらいが入る会議があるものの、実際の連携はまだまだこれから。

水道局が滞納者に生活困窮差相談窓口「くらしごと」のチラシを同封してくれ解決し

たケースもありますが、滞納整理などを関係する課すべてで実現していない。連携に

ついて大切なことは、民間も自治体も関係なく、決めない・責めないという風通しの

よい場をつくり、顔の見える関係をつくることだと考えている。 
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■参加者アンケート結果 

①「ひろさきワーク・チャレンジプログラムの概要と目的」 

 Ｎ＝２８（参加者３８人） 

 

 

 

 

 

 

●コメント 

 弘前市民を対象とした取り組みが早急に立ちあげられることを希望します 

 分かりやすい 

 コメントしづらい 

 弘前市の現状と目指す場所がわかり、今回のプログラムに至った経緯がわかったので良

かったと思います。 

 弘前市でこれから取り組んでいく方向性を知ることができた。 

 これからの若年層・生活困窮者等の新しい挑戦として、ひろさきモデルとして認知され

るように期待したい。 

 弘前市における将来の人口減少・生産年齢人口の減少に伴う負のスパイラルが理解でき

た。「ひろさきワーク・チャレンジプログラム」の成功を期待します。 

 職業選択の意識を早い時期から育成する取り組みも必要だと思う。高齢化の中、介護分

野の人材確保も考えていかなければならない課題である 

 特に豊中市における定着支援の方策とシステムは参考にして、弘前でも取り入れてもら

いたい。 

 離職している人を復帰させるための施策ももちろん重要であるが、そもそも一度就労し

た人が離職しないような環境づくりや相談・支援体制づくりも必要であると感じた。 

 就労支援事業については空き家対策とも連携できるのではないかと感じた。 

 

②就労支援が切り開く「支援付き人材」の可能性～新しい官民連携へ～ 

 Ｎ＝２８（参加者３８人） 

 

 

 

 

 

 

●コメント 

 スキーム作りが参考になりました 

 分かりやすい 

 自治体に期待することがますます大きくなる。 

 魅力的な地域でも、仕事がなければ人は動かないし、ただ仕事があるだけでも難しいと

考えていたので共感できました。そのためには、「協力していただける法人を増やすこ

１：とても良かった 2 7.1%

２：良かった 20 71.4%

３：普通 6 21.4%

４：あまり良くなかった 0 0.0%

５：悪かった 0 0.0%

６．無回答 0 0.0%

合計 28 100.0%

7.1%

71.4%

21.4%

0.0%
0.0% 0.0%

１：とても良かった

２：良かった

３：普通

４：あまり良くなかった

５：悪かった

６．無回答

１：とても良かった 7 25.0%

２：良かった 17 60.7%

３：普通 4 14.3%

４：あまり良くなかった 0 0.0%

５：悪かった 0 0.0%

６．無回答 0 0.0%

合計 28 100.0%

25.0%

60.7%

14.3%

0.0%
0.0% 0.0%

１：とても良かった

２：良かった

３：普通

４：あまり良くなかった

５：悪かった

６．無回答
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と」や「支援を要する人に寄り添って的確に合った場所を紹介できる仕組みを作るこ

と」が大切ですが実現はとても難しそうだと感じました。 

 就労へのイメージ体制を再確認しました。 

 実践モデルの説明で、とても参考になった。障害福祉分野でもそのようなプログラムを

意識した就労支援プログラムを作成していければ良いなと感じた。 

 自治体による就労支援の重要性を理解できた。 

 職業体験の機会を拡大し経験を積むことは大切。自信が持てれば継続就労になり、経済

的安定にもつながる「できること」で社会参加している意識が持てる。 

 特に定着支援の面で参考になった。 

 ひろさきワーク・チャレンジを通して無事就労した人へのフォローアップの必要性を感

じた。例えば、税金などは就労した翌年度より課税される。その段階で生活の資金繰り

に困ってしまう人もいると思われる。就労して終わりではなくて、その後も見守るよう

な仕組みづくりが必要ではないでしょうか。 

 

③仙台・宮城における就労支援のカタチ～役所と連携した支援の進め方～ 

 Ｎ＝２８（参加者３８人） 

 

 

 

 

 

 

●コメント 

 成果を出すための取り組みが参考になりました 

 就労支援の現場の状況が分かった 

 ＮＰＯや民間団体の連携や育成が大事 

 内容も聞きやすく実際に仕組みを作り上げて成果を上げておられる方のお話だったので

参考になりました。行政だけで支援するとなると、異動もありますし、支援を必要とさ

れる方に真剣に向き合える人だけではないと感じるので、こういった連携ができれば良

いと思います。 

 弘前でどのような形にしていくか、様々な分野の理解と協力がないとできないと改めて

感じました。 

 非常に内容が分かりやすく聞きやすい講演であった。日本全体の現状をリサーチし方向

性を見出して取り組んでいる姿勢はとても参考になりました。 

 新しいことが理解できた 

 信念が印象に残った。営業的な必要性を感じている。 

 就労準備を理解・協力してもらえる企業が拡充すれば求職者の能力の発見・発展につな

がる。民間と役所、ハローワークの連携を。 

 離職した人が収納課の窓口に来た場合、就労するまで待つというケースも多くあるが、

就労支援へとつなぐことはできていない。今後、生活改善型の収納相談ということでフ

ァイナンシャルプランナーを交えた相談を検討しているので、そこに就労支援を含めた

応対ができればよりいいと思いました。 

 

 

１：とても良かった 11 39.3%

２：良かった 16 57.1%

３：普通 1 3.6%

４：あまり良くなかった 0 0.0%

５：悪かった 0 0.0%

６．無回答 0 0.0%

合計 28 100.0%

39.3%57.1%

3.6% 0.0% 0.0% 0.0%
１：とても良かった

２：良かった

３：普通

４：あまり良くなかった

５：悪かった

６．無回答
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④釧路における“半福祉半就労”のカタチ～生活保護受給者支援から多様な相談支援へ～ 

 Ｎ＝２１（参加者３０人） 

 

 

 

 

 

 

●コメント 

 新たに雇用の場を創造する取り組みに共感した 

 生活保護受給者の実態がわからないのですが、就労し自立したいと思っている方がほと

んどなのでしょうか？やる気を出させる意味でも中間的就労の必要性は感じました。ま

た居場所を作っていく事は大事だと思います。 

 就労の他、つながり作りが参考になりました。 

 生活困窮者の自立支援の取り組みは、弘前市のみならず近隣市町村をまきこん取り組み

を積極的に行っていかなければならないことだと改めて感じた内容であった。 

 釧路市独自の取り組みを聞くことができた。いろんな立場の人が意見交換をして弘前方

式を創り出していければと思った。 

 参考になった 

 人が人を支える、人が人を育てる地域づくりが必要であることはわかった 

 自治体ＯＢならではの視点で、内容が良く理解できた。 

 行政の役割が明確に示されていた。 

 元生活保護ケースワーカーで具体的な話を聞く事ができた。ケースの自立というのは生

活保護からの自立だけではなく、「自尊心の回復」が大事な事だと思っている。そのた

めに就労（たとえ小さいものでも）は大切であり、実践的な話が聞く事ができた（困窮

者も同じ）。また就労支援が地域づくりにもつながるので、全庁的に取り組むべき課題

だと思う。そして、生活保護のケースワーカーの定員が国の基準を大幅に下回る当市に

おいては、一部署だけで展開できる話でもなく、全庁的な取り組みが必要不可欠。 

 生活保護等の専門用語が当たり前のように使われ、内容の把握が難しかった。中間的就

労においては単純労働が主だと思うので、弘前におきかえるならば、雪対策など活躍の

場はある程度予測できると感じた。 

 

⑤ひろさきワーク・チャレンジプログラムの全体像や趣旨は理解いただけましたか。 

 Ｎ＝３２（参加者２日間計４９人） 

 

 

 

 

 

●コメント 

 大体は理解できましたが、庁内や当課で今後どのような役割分担や連携が必要になるの

かはわかりませんでした。 

１：とても良かった 11 52.4%

２：良かった 7 33.3%

３：普通 0 0.0%

４：あまり良くなかった 1 4.8%

５：悪かった 0 0.0%

６．無回答 2 9.5%

合計 21 100.0%

52.4%33.3%

0.0%
4.8%

0.0% 9.5%

１：とても良かった

２：良かった

３：普通

４：あまり良くなかった

５：悪かった

６．無回答

１：理解できた 27 84.4%

２：理解できなかった 0 0.0%

３：その他 2 6.3%

４．無回答 3 9.4%

合計 32 100.0%

84.4%

0.0%

6.3%
9.4%

１：理解できた

２：理解できなかった

３：その他

４．無回答
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 半分程度理解できた。情報収集をして理解を深めたいと思います。 

 様々な関係団体とのネットワーク構築がうまくなされないと動いていかない。 

 住みやすい弘前へつながる取り組みを目指して 

 なんとなく 

 早急に実現してもらいたい。 

 就労人口≒納税人口であると思うので、収納課によっての気付きを就労支援へつなげら

れたらと思いました。 

 

⑥多様な就労自立をすすめるために弘前市の役割として何が大切だと思われますか。（３つ

まで） 

 Ｎ＝３２（参加者２日間計４９人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●コメント 

 対象を掘り起こすことを重点的に。 

 まず、どこに相談したらいいのかがわからないのです。就労したこともなくいわゆるニ

ート状態の場合、本当にハローワークでは無理です。市役所で働いているにもかかわら

ず子どもをどのように先に進ませたら良いのかわからなかったです。ボーダーなのでま

さに、制度のはざまにおちいっておりました。新聞やネットやチラシで、見つけた情報

で若者サポートステーションなどへ行かせてみたり…。多様な就労支援に結びつけるこ

とのできる相談窓口とその周知が必要と思います。（現在は就労支援に結び付き大変あ

りがたく思っています） 

 セミナーにＮＰＯや民間の団体、企業の方が参加していない。 

 仕組みを作るだけではいけないと思います。相談しづらい人には心を開かないでしょう

し…市のみで難しいと思う反面、市が真剣に取り組んで率先して動かないと変わってい

かないとも思います。 

 企業ニーズの理解と企業の労働者理解の働きかけ。この２つに対応した就労支援と生活

支援が共同して行う仕組みづくりが必要。 

 本年度は、りんごという弘前市の特産をメインプログラムに取り組む事となっている

が、それ以外にも何種類かの産業・企業の選択ができ、弘前でもチャレンジできること

も良いのかなと感じました。 

 ワークシェアできる業務を求職者に提供し体験就労の機会を作り出す。モデルを示すこ

とで企業にもトライアルする意識を換起する。 

１：企業・市民への啓発等を行う 13 40.6%

２：就労等の相談窓口の開設 8 25.0%

３：支援担当者の人材養成・育成 17 53.1%

４：教育訓練に関する取組みの充実 4 12.5%

５：独自の無料職業紹介等の実施 7 21.9%

６：出口（企業・実習の場）の開拓・開発 17 53.1%

７：対象者の発見 2 6.3%

８：ＮＰＯ・民間等の支援機関との連携 9 28.1%

９：庁内の連携体制の整備 9 28.1%

１０：その他 0 0.0%

１１：無回答 2 6.3%

合計 32 100.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

１
：企
業
・市
民
へ
の
啓
発
等
を
行
う

２
：就
労
等
の
相
談
窓
口
の
開
設

３
：支
援
担
当
者
の
人
材
養
成
・育
成

４
：教
育
訓
練
に
関
す
る
取
組
み
の
充
実

５
：独
自
の
無
料
職
業
紹
介
等
の
実
施

６
：出
口
（企
業
・実
習
の
場
）の
開
拓
・開

発

７
：対
象
者
の
発
見

８
：Ｎ
Ｐ
Ｏ
・民
間
等
の
支
援
機
関
と
の
連

携

９
：庁
内
の
連
携
体
制
の
整
備

１
０
：そ
の
他

１
１
：無
回
答
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 就労支援はもちろん大事だがそれ以上に重要なのは定着支援だ。その為には企業の理解

協力が欠かせない、企業の意識改革を。 

 

【自由記述】 

 ①「相談窓口」②「スキルの高い相談員」③「実習の場を提供し、雇用も視野に入れて

くれる企業」がなければこの取り組みは成り立たない。①②③とくに③をどうやって増

やしていけるかが課題だと思う。セミナーに参加し、弘前の就労支援の本格稼働の必要

性を感じた。 

 就労準備支援センターや職業体験実習があると生活保護受給者の中の就労困難ケースに

も対応しやすいと感じました。当市でも運用について検討をお願いしたいです。 

 障害者への理解については若年層のうちに理解する場が必要と思います。啓発活動事業

として中学生を対象とした講義を開催する当市の取組に期待しています。 

 「ひろさきワーク・チャレンジプログラム」事業とハローワークが連携する「生活保護

受給者等就労自立促進事業」との関係について整理し、今後弘前市との係わりにおけ

る、ハローワークの役割について検討するよい機会になりました。 

 自治体が母体となる認識で良いでしょうか。関連する外部団体と自治体の役割分担につ

いて、分析整理した方が良い。 

 地域の産業復興と経済力の向上と一緒にして考えていった方が良い。 

 職場にも障害を持った方がいるが、受入体制も十分でなく、仕事に向かう本人の姿勢も

疑問はある。働き始めて終わりではなく、実際にどう働いていくのか。周囲の人間関係

構築も大事だと思いますが、フォロー体制が現実ない。 

 受入法人も相当な覚悟が必要であり、つなぐ側も自信を持ってつなげる人材を育てる真

剣な覚悟がいると思います。立岡さんのお話はそういった意味で非常に参考になった。 

 また、櫛部さんのお話の中で出た、退職まで支援するという考えも参考になりました。 

 障害者の就労支援を担う者として、「仙台・宮城の就労支援のカタチ」がとても参考に

なりました。企業の開拓から就労訓練の内容等、担当者一人一人が意欲的に動く事で対

象者の希望をかなえていくという姿勢は、見習わなければいけない部分と思いました。 

 就労支援を行うにあたり、業務体験や作業等を通じて少しずつ自信をつけ回復していく

プロセスが効果的だと分かったので、今後の業務に生かしていきたいと思います。 

 社会資源の活用、地域の特性、ニーズに着目することで「自分ならできる」仕事を見つ

けていけるのでは。その段階に至るまでに安定した状況、生活が確保できる支援を整え

ておくことが重要。生活力をつける支援。 

 ひろさきワーク・チャレンジプログラムを構築するにあたっては、地域特性を考慮し、

最初は官主導でスタートし徐々に民間との連携を進めるべきである。その為の市内体制

を早急に整備すべきである。 

 立岡氏の話であったような、庁内に就労支援員がいる体制があれば、対象者の発見から

どこかに投げてしまうのではなく、統括的に対応できるので非常に素晴らしいと感じま

した。対象者と職員と就労支援などの第三者を折衡に組み込むことで解決できることは

数多くあると思いました。 
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３．第２クール：障がい者が現場を変える 

 

 

■研修会概要 

テーマ：障がい者が現場を変える 

目 的：農業分野を中心に障がい者雇用等の実践から学ぶ。 

障がい者への配慮が多様な労働者を受け入れる現場づくりにつながる可能性を

知る 

対 象：自治体関係者ならびに就労支援に携わる方、企業・社会福祉法人等の人事担当者 

参加者：３７名（市役所１７名、関係機関・企業等２０名） 

会 場：弘前商工会議所 ３０１室（弘前市上鞘師町１８－１） 

次 第 

１０：００～ 

説明：ひろさきワーク・チャレンジプログラムの概要と目的 

１０：１５～ 

報告：農業分野における障がい者就労の場の拡大に向けて  

～障がい者就労の可能性と推進方向～ 

ＮＰＯ法人就労継続支援Ａ型事業所協議会  理事長 萩原 義文 氏 

１１：１０～ 

事例紹介：りんご農家における農福連携事例 
 ～農家の高齢化・担い手不足を補う障がい者マンパワー～ 

社会福祉法人七峰会 就労サポートひろさき  

サービス管理責任者 小山内 猛 氏 

１２：００～ 休憩 

１３：００～ 

講演：配慮すべき人とともに働くヒント ～少しの配慮が現場を変える～ 

（一社）Ｍｅ２ 就労支援センターアスラクト  理事 三宅 嘉美 氏 

１４：００～ 意見交換 

１５：００  終了 

 

■研修会 各報告等 要旨 

①ひろさきワーク・チャレンジプログラムの概要と目的 【省略】 

 

②農業分野における障がい者就労の場の拡大に向けて  

○農業と障がい者を大切にする文化は古来の日本にあった？ 

・日本は農業を大切にしてきた稲穂の国だった。その名残が天皇が田植をし、皇后が養

蚕をするなどの儀式であり、国家元首で農業をしているは日本ぐらい。自然と向き合

いながら農業を稼業としてきた国が日本。いま農業は衰退しているが、防災やコミュ

ニティ維持など農業の多様な価値やすばらしさを見直す時期が来ている。 

ひろさきワーク・チャレンジプログラム研究・研修会 第２クール 

障がい者が現場を変える ２月１９日（金） 

 



27 

 

・日本は障がい者を神として崇める文化もあった。七福神の恵比寿さんは足がなく、八

咫烏は３本足。現在でいえば障がい者。いまの日本では、国民の義務に「勤労」と「納

税」が課され、「職業選択の自由」も認められているが、障がい者にこの３つは保障

されているのだろうか？言い換えれば「働かない」という選択肢を用意しているので

は？という疑問がある。雇用だけでなく幅広い概念で障がい者には「働く」「自立」

といった選択肢を用意し、少しでも努力できる環境を用意すべき。 

・農業は家業として綿々と続いたこともあり、労働制度がほとんど入っておらず、収入

面では頼りないものだった。労働という視点から農業を見直し、福祉制度を活用しな

がら、障がい者の働く場としての農業の可能性を探してきた。なお、中四国の農家の

平均収入は１町分の面積で実質年間６万円。一方で福祉は国が５０％、都道府県と市

町村が各２５％。労働関係は国が１００％という財源。荒っぽいが、地域の農業と国

が拠出する福祉・労働の財源を融合したところに、地方創生の道はある。 

○先駆的な取り組みが「金融ではインサイダー取引。福祉ではモデル事業」 

・国の制度の流れを先読みした事業を福祉ではモデル事業というが、金融ではインサイ

ダー取引と呼ばれる。逆に言えば、福祉の世界は「早いもの勝ち」でやらない手はな

い。弘前市と泉佐野市が地方創生として連携したのは、「早いもの勝ち」に該当する。 

・農業と障がい者の融合の可能性だが、岡山では障がい者の就労継続Ａ型事業所による

農業が盛んで１２６のＡ型のうち３０近くが農業に取り組んでいる。あくまで推計

だが、農業とＡ型の融合で障がい者雇用５００人が実現し、Ａ型事業所のスタッフに

占める高齢者の割合は３５％で、約７０人の働く場を生み出している。 

・従来型の農業にそのまま障がい者をマッチングさせるのは困難。受け入れるために

は、生産方法の見直しによる農業の工業化や付加価値の高い生産へのシフトチェン

ジなど工夫が必要。成功事例では、ヤギのチーズ生産。乳量は牛の１０分の１でもチ

ーズは１０倍の価格で取引され、ニッチなマーケットで成功したものもある。ねぎの

生産方法を見直して、ハウスで一定のサイズに生長させるなど業務の標準化で障が

い者が働けるようにしたＡ型もある。 

○「できない」のではなく「やったことがない」 

・岡山ではＡ型が増えたことで、障がい者の選択肢が増えてきた。悪しきＡ型も指摘さ

れるが、障がい者が選択し事業が競争する時代が来れば、自然と淘汰される。障がい

者でもできるということが分かれば、人不足に悩む地方でＡ型が増えるのは当然の

原理。 

・障がい者と接してきて感じることは、障がい者が「できない」のではなく、周囲の人

が「できないだろうとやらせない」結果が「できない」に見えているだけ。時間はか

かるが、失敗も含めた経験と体験が障がい者を成長させる。これは就労面だけに限ら

ず、生活面でも一緒。周囲がやってみようと温かく見守り、ストレングスを見つけて

いけば、障がい者も変わる。 
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・これからの障がい者問題は「精神」が中心になるだろう。ＩＴ技術の進展や過当競争

のなか疲弊し心を病むリスクは高くなっている。こうした中で収入だけではなく、ひ

ととして豊かなくらしが実現

できる地方の魅力は高まって

いる。自分たちのまちの魅力を

過小評価し、どうせダメだとあ

きらめるのではなく、やってみ

ようの精神で地方も新たなこ

とにどんどんチャレンジして

ほしい。なお、厚生労働省は来

年度、農福連携事業に１．１億

円１５か所の予算を計上した。 

 

【質疑応答】 

○Ｂ型でなく、なぜＡ型を積極的に活用するのですか？ 

・２つの理由がある。１つ目は障がい者の収入が全然違う。岡山ではＡ型は１０万円、

Ｂ型は１万円。仕事は障がい者の可能性をひろげるものなので、仕事があるならＡ型

活用から検討し、次にＢ型というスタンス。２つ目は労働・雇用保険財源の活用。賛

否はあるが、Ａ型であれば雇用調整金や特定求職者雇用開発助成金が活用できる。 

 

③りんご農家における農福連携事例  

～農家の高齢化・担い手不足を補う障がい者マンパワー～ 

○昔から農福連携していた弘前 

・就労サポートひろさきでは、年間１０人ほどが一般企業に就職している。業種は清掃

やスーパーのバックヤードが中心だが、農業との連携は木箱づくりや菜園での野菜

生産・販売など職業訓練として、昔から実施していた。就労というよりも日中活動の

場という側面が強いが、地域住民の方からりんご畑の作業を受託したこともあった。

農福連携という言葉が出る前から、「マンパワー」として、障がい者が自然な形で農

業を手伝ってきたのが弘前市。 

・りんご作業は剪定や選果など専門性が高く、人手も必要な農業分野であることは間違

いないが、すべての作業で専門性が求められるわけではない。そこで分業化と業務の

切り出しにチャレンジし、剪定した枝拾いやりんご箱の運搬など、高齢化した農家に

とってはきつい仕事を障がい者が担うことができた。 

○受け入れの相乗効果 

・受け入れた農家では徐々に障がい者への配慮や理解が得られ、仕事として「できるこ

と」が認知されると、他の高齢農家からも依頼が増えた。また、りんご畑の作業に従
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事する障がい者の充実感が他の利用者にも好影響を与え、りんご作業を希望する利

用者が増える波及効果を生んだ。りんご農家の困りごとと障がい者の就労・訓練のニ

ーズがうまくつながっているように感じる。 

・利用者をりんご農家に送り出すときは業務内容に合わせ、手先は器用ではないが体力

はある方など適性を見極めている。多くのケースで初めは支援者も同行するが、徐々

に受け入れ農家が作業を工夫してくれたり、指示を工夫してくれたり、徐々に支援者

の同行は不要になる。 

・イーエム総合ネットとの農福連携事業でも、作業参加１０名のうち５名の知的障がい

者の雇用につながっている。イーエム総合ネットでは、選果工場やハウスの作業で年

間を通した業務もある。また、

経験あるスタッフの障がい者

理解も高く、適性に応じた業務

を提供していただけるなど、支

援員の同行は不要で、現場作業

員の指示のみで仕事として成

立している。ただ、実習の依頼

時には個人調書などを用意し、

参加者の特性の共有に心がけ

ている。 

○知ってもらうことが第一歩 

・障がい者がマンパワーになり、りんご農家を応援できる人材になりうることは、これ

までの経験で確信している。ただ、そのためには障がい者ができることを農家の皆さ

んに「知ってもらうこと」が欠かせない。個人経営が多く、それぞれの生産方法はあ

るものの、障がい者にもできる仕事があり、生産方法を少し工夫すれば、障がい者が

担い手不足を補うマンパワーとして活躍できる可能性を知ってほしい。 

 

【質疑応答】 

○りんご農家などでの実習受け入れの工賃は？  

・工賃の目安をはっきりと決めているわけではないが、訓練手当として１日１０００円

程度をいただくことが多い。 

 

④配慮すべき人とともに働くヒント ～少しの配慮が現場を変える～ 

○この１０年は知的障がい。次の１０年は発達障がい。 

・１９９８年に知的障がい者が法定雇用率へ換算された。それ以降は知的障がい者を中

心に就労支援が展開されたといえる。いまでは、知的障がい者への企業の理解もすす

み、東京などでは知的障がい者の争奪戦になっているという噂も聞く。一方で、精神
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障がい者は２００６年にみなし雇用率、２０１８年に雇用義務化が予定されており、

これからは精神障がい者・発達障がい者の就労支援が中心になってくるだろう。最近

の就職件数も精神障がい者が三障がいの中でトップとなりそれを裏付けている。 

・発達障がい者手帳はなく、多くの発達障がい者は精神障がい者手帳を取得している。

精神の就職件数の中には発達の割合も多いと予想される。発達障がいの特徴は、発達

の「遅れ」ではなく「偏り」があること。ただ、急に増えたわけではなく、支えきれ

ない社会になり、２００４年に発達障がい者支援法を作ったということだと思う。 

・「偏り」なので能力や認知の偏りなどの特性を理解し、周囲の環境や指示の出し方を

配慮することで活躍できる領域は広がる。偏りで理解されにくいのは「認知」の面。

さまざまな情報をインプットし、行動としてアウトプットするまでのプロセス＝認

知であり、その特性が理解されていなかった場合に「誤解されやすい」「トラブルに

なりやすい」「孤立しやすい」「自責、もしくは他責になりやすい」という結果にもつ

ながる。働くうえで大切なことは、発達障がいによる特性を本人も受容し、周囲も配

慮あるわかりやすいコミュニケーションを心がけること。 

○支援者にとってジョブマッチングで大切なことは「双方のアセスメント」 

・支援者は企業と障がい者の双方をアセスメント（理解したうえで整理・評価するこ

と）。とちらか一方だけでは不十分であり、双方の「できそうなこと」「できそうな環

境」を調整したうえで「必要な支援」を明確にすることが大切。アセスメントはあや

ふやにするのではなく、整理する情報などはリスト化していくことが望ましい。 

・障がい者へのアセスメントの過程では、職場に近い環境のもとで「できること」「で

きないこと」を把握することが効果的。少し環境が変わるだけで、急に作業効率が落

ちるケースも少なくない。 

・職場へのアセスメントの過程で

は、支援者が実際に職場を体験

し業務理解を深めたり、業務を

分解・再構成し、指示書作成な

ど作業環境にも提案するよう

な手法が有効【各スライド参

照】。その際には物的環境だけ

ではなく、人的支援にも注目が

必要。働き続けるためには、職

場内の人材がキーになる。 

・ただ、実際に受け入れてみるとうまくいかないことも多々あり、アセスメントが一定

完了した段階で、雇用前に職場体験を実施し、そこで発見された課題を調整していく

姿勢も欠かせない。 
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○退職理由は仕事面だけでない 

・就職後半年以内での退職は、仕事面のジョブマッチングに改善点があったケースが多

い。半年を超えた退職は、仕事以外のトラブルで退職することもある。例えば、仕事

は申し分ないのに、お客さんが持ってきたお土産をひとりで全部食べてしまい、注意

されて会社に行きづらくなったケースなど。そうした社内の常識とされる部分もル

ール化したり、何かあった時に相談できる送り出し機関を用意していくこと働き続

けるには大切。企業がすべてできるわけでもなく、支援者がすべてできるわけでもな

く、ゆるやかな連携体制を保つことは重要。 

 

⑤意見交換 

○企業の中にも隠れ障がい者？ 

・最近の傾向として、企業から従業員に関する相談も増えてきた。「物覚えが悪い職員

がいるが、もしかして障がい者ではないか。」という相談であったり、発達障がいに

起因しそうな内容が多い。障がいの自己受容や家族の受容に配慮したうえで、企業が

不得手な手帳取得や年金申請などの手続きのニーズは増えていると感じている。 

・ただし、相談を受けたとしても企業の理解が少なければ、状況を改善できないのは障

がい者の新規雇用と同様。 

○障がい者が働くことへの企業理解の進め方 

・企業は無理解なのではなく、知らないことで「不安」になっているという捉え方が大

切。知ってもらうためにはいきなり雇用ではなく、支援者が同行する体験実習から初

めて実際に見てもらうことが１つの方法。 

・一方で障がい者を雇いたいと相談する企業＝障がい理解が高い企業とは一様に言え

ない。法定雇用率の問題があり「雇わなければならない」という観点で障がい者を雇

っているだけの企業もある。ただ、雇うだけではなく、障がい者の能力を活かせる環

境も用意してもらえるように支援者が働きかけることが大切。 

○悪しきＡ型問題 

・大阪はＡ型が急増している。９割が株式会社で２００事業所を超えた。中には最低賃

金減額特例許可申請書を提出し、雇用のＡ型でありながら最低賃金を支払っていな

いケースもあると聞く。 

・労働と福祉の相乗りの領域であるＡ型は助成金活用などをしやすいため、今後も増え

ていくだろうが、悪しきＡ型問題に対処するには、Ａ型の認可権を持つ市町村が現場

に足を運び、悪質な事業所を指導することも必要になるだろう。書類の体裁が整って

さえいれば認可をする今の仕組みを市町村の現場から変えていければ。特に障がい

者が従事でき、賃金を支払える仕事が用意されているかはしっかりと判断すべき。 

・ただ、楽観している部分もある。Ａ型が増えれば増えるほど、障がい者が仕事を選べ

る時代になる。Ａ型も生存競争のなかで利用者確保に向けて、情報公開や職場見学会
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を実施するだろうし、東京都で進めている第三者評価制度なども広がり、自然と淘汰

されるはず。 

○障がい者本人の選択権 

・悪しきＡ型問題もそうだが、本人の選択権を保障することは大切。そのために全国就

労継続支援Ａ型事業所協議会では３か月に１回は、本人によるアンケートを推奨し

ている。家族ではなく、本人の意思を引き出し、確認することが大切。 

・選択する意思を持つためには、いろいろな体験が不可欠。訓練の中ではそうしたこと

に注意しながら選択肢がもてるようなメニューを用意するのが望ましい。 

・ただ「やりたいこと＝夢」と「で

きること＝仕事」が大きくか

い離しているケースもある。

頭ごなしに否定するのではな

いが、「やりたいこと」が本当

にできるのか理解できる工夫

が必要。例えば、声優になりた

い若者がいたら「無理」と決め

つけるのではなく、実際に声

優に会って、現実を知っても

らい、本人に判断してもらう

ことなどが大切。 
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■参加者アンケート結果 

①「ひろさきワーク・チャレンジプログラムの概要と目的」 

 Ｎ＝２５（参加者３７人） 

 

 

 

 

 

 

●コメント 

 雇用側と就労者とのマッチング窓口を早めに。雇用側からのアクセスがしやすい支援等

の資料もあれば良かったかな？ 

 弘前市の産業の状態が明確になったことが良かった。県外の就労支援について情報交換

等で勉強したいと思った。 

 泉佐野市から来た人が、生活基盤を築けるほどの収入を得られるのか疑問です。今はり

んごの売上が伸びているみたいですが、先行は不透明ですし。 

 ２度目となるといい 

 市の人口の推移と伴う問題点、その解決に向けた「ひろさきワーク・チャレンジプログ

ラム」であることが分かり易かった。 

 弘前の労働人口を増やすことと、就労困難への支援という二つの目的は両者にとってウ

ィンウィンだと思う。 

 参加される方、受け入れる方、相方（相互理解）の協力のもと長期間取り組んで欲しい

と思う。 

 弘前市の活性化、障がい者の雇用拡大に関する取り組みについて初めて耳にし、是非と

も成功させていただきたいと思います。 

 自治体同士が連携し活動、活躍の場が広がる事を期待します。 

 高卒３年以内の離職者の割合の上昇がとても気になりました。２００９年までは減少傾

向だったのが、急激に変化した要因等もお聞きしたいです。 

 前に聞いた。 

 農就人口の推移については確かに衝撃的であると感じた。 

 九州の方で外国人の方を１年～３年とかで農業スキルを教える施設があるという。弘前

までの研修生受け入れ期間が短い気がする。週単位でなくせめて月単位はできないか。 

 参加させて頂き他県の取り組みを学ぶ良い機会を得られたと思います。今後、ますます

弘前での障がい者支援が充実した物になるよう期待します。 

 

②報告：農業分野における障がい者就労の場の拡大に向けて 

～障がい者就労の可能性と推進方向～ 

 Ｎ＝２５（参加者３７人） 

 

 

 

 

１：とても良かった 4 16.0%

２：良かった 11 44.0%

３：普通 8 32.0%

４：あまり良くなかった 0 0.0%

５：悪かった 0 0.0%

６．無回答 2 8.0%

合計 25 100.0%

16.0%

44.0%

32.0%

0.0%
0.0% 8.0%

１：とても良かった

２：良かった

３：普通

４：あまり良くなかった

５：悪かった

６．無回答

１：とても良かった 9 36.0%

２：良かった 13 52.0%

３：普通 2 8.0%

４：あまり良くなかった 0 0.0%

５：悪かった 0 0.0%

６．無回答 1 4.0%

合計 25 100.0%

36.0%

52.0%

8.0%

0.0%
0.0% 4.0%

１：とても良かった

２：良かった

３：普通

４：あまり良くなかった

５：悪かった

６．無回答
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●コメント 

 とてもわかりやすかった。障がい者の方は関わる人々で出来る事や、可能性がより広が

ることを新ためて感じ、日々の関わる中で自分の役割を再確認できた。今後もたくさん

の方が地域参加できるように、精一杯取り組んでいきたいと思った。 

 Ａ型を多様に活用している事例が有りためになった。 

 分かりやすい内容と興味深い内容で非常に楽しく聞く事ができた。日本の根本に“農”

があり深い関わりがあること、障がい者ともつながりがあるとの話は納得できました。 

 多くの企業が障がい者を支援している岡山県の姿勢に関心した。市だけでなく県として

取り組む方向性は非常に良いと思う。 

 視点や考え方がとても参考になりました。 

 何が出来るのか？何をやったらいいのか？不明な方が多いと思われますが、環境を変化

させていく事が出来ればと思う。 

 定説を変えるという言葉が印象に残りました。農業を工業化して分業する事によってマ

ッチングできる方が増え、好循環が生まれる事を活用していきたい。 

 「金融ならインサイダーであるが福祉ならモデル事業になる」との言葉が印象的でし

た。何事においても先駆するのは困難であり、リスクも伴うが、我々も一歩ずつでも前

進させる事ができるよう努力したい。 

 障がい者と宗教観を合わせて話しするのは、アイスブレイクだとしてもよくないと感じ

ました。一個人としては嫌悪感をもちました。単純作業が多いと予想される農業におい

ての連携の可能性を大いに感じました。 

 障害のある方の立場になって、考えていることに感心した。Ａ型のこだわりが良い。障

害のある方の成長を想っているのが良い。 

 

③事例紹介：りんご農家における農福連携事例  

～農家の高齢化・担い手不足を補う障がい者マンパワー～ 

 Ｎ＝２５（参加者３７人） 

 

 

 

 

 

 

●コメント 

 地域にあった取り組みを自然な形で行っておられて、農家の方々の信頼もあついと感じ

た。同じ地域にあるのでご協力を頂きながら、自分の法人にも取り入れていきたいと思

った。 

 実際の事例を学べて参考になった。 

 つなぐ組織があれば障がい者もマンパワーになることが理解できた 

 他企業との連携についても内容が及んでいて参考となる部分が多かったので良かった。 

 りんご農家が後継不足であることは知っていた。それを補う人材をこのような形で就労

させることは大事である。徐々にでも規模が大きくなっていけばいいと思う。 

 同じようにりんご作業を支援していますが、提供している作業内容が類似していたの

で、自分たちの支援に自信を持つことができました。 

 人は人だが、今の世の中で生活していく事が何かしらの楽しみにつながると思う。お互

１：とても良かった 9 36.0%

２：良かった 11 44.0%

３：普通 3 12.0%

４：あまり良くなかった 0 0.0%

５：悪かった 1 4.0%

６．無回答 1 4.0%

合計 25 100.0%

36.0%

44.0%

12.0%

0.0% 4.0% 4.0%

１：とても良かった

２：良かった

３：普通

４：あまり良くなかった

５：悪かった

６．無回答



35 

 

いに足りないところを補おうとして行ければ、可能性は更に広がっていくと思う。 

 りんご農家への実習として帯同することがあります。周りの農家の方からも依頼があ

り、その原因は高齢化なので、今後もニーズは増すと思います。 

 当施設において就労Ｂ型は現在休止中であるが、近隣住民からの依頼により、りんご畑

への作業実習は行っている。各々の障害特性を先方に伝え相互が良い関係性を築けるよ

う頑張りたい。 

 弘前に実際に農福連携している事例があることを知り、とても興味深かったです。イー

エム総合ネット弘前さんでの離職された方の理由の掘り下げや、今現在働いているかた

の生の声を聞いてみたかったです。 

 

 

④講演：配慮すべき人とともに働くヒント ～少しの配慮が現場を変える～ 

 Ｎ＝２５（参加者３７人） 

 

 

 

 

 

 

●コメント 

 アセスメントの重要性が改めてわかり、当法人でも力を入れていきたいと思った。最

近、手帳を持っていない発達障がい者の方が増えていて、サービス利用へつなげるきっ

かけのアドバイスを頂けた。 

 ジョブマッチングでの事務分析、職務の再構成、就労支援のできる人材を育成していく

ことが広がりを生むポイントと思います。 

 障がい者雇用の具体的な事例を聞く事ができた。発達障がい者の例だったので今まであ

まり接触したことがなかったので興味深かった。本人も受入事業所でも対応していくこ

とが必要だと思った。また発達障害以外の障害にも応用していくことができると思っ

た。 

 仕事の支援へのヒントとなることが具体的に細かく話されていて参考になりました。発

達障害の方への配慮部分が分かりやすいと思った。 

 障がい者には上からただ仕事を与えるような形はだめなのだとわかった。 

 わかりやすかったです。誰にでもわかりやすい環境を目指していきたいと改めて感じま

した。 

 現場を見直す事からもたらされる変化はとても大切だと思う。 

 就労までの流れが細かく説明され分かり易かった。構造化された適応訓練のツールが参

考になりました。 

 我々も常に考えている環境調整や構造化の方法等をより知ることができた。 

 実際にスタッフが障がい者の方が働く現場を体験しているのが素晴らしいと感じまし

た。写真がとてもわかりやすく具体的イメージがつきやすかったです。 

 ノウハウが確立されており、参考になった。 

 

 

 

１：とても良かった 10 40.0%

２：良かった 12 48.0%

３：普通 2 8.0%

４：あまり良くなかった 0 0.0%

５：悪かった 0 0.0%

６．無回答 1 4.0%

合計 25 100.0%

40.0%

48.0%

8.0%
0.0% 0.0% 4.0%

１：とても良かった

２：良かった

３：普通

４：あまり良くなかった

５：悪かった

６．無回答
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⑤農業分野における障がい者など多様な人材が活用できる可能性についてどうお考えです

か？ 

 Ｎ＝２５（参加者３７人） 

 

 

 

 

 

●コメント 

 今日の講師の方々のお話の共通していたその人のできることや、地域での事例があるこ

とや基本を保ちながら新しい取り組みをしていく事等をお聞きしたから。 

 支援者側の配慮、対応方法の確立、相談体制等によって高い可能性がある。 

 むしろ障がい者には農業関係の就労が向いていると考える。一般的な事務関係や重い肉

体労働などよりストレスが少なく、屋外自然の中で伸び伸びと就労できるような気がす

る。 

 視点を変えることで、可能性が広まることを改めて考えることができました。 

 短調な同じ事の繰り返しと思うと続けたくないと思うだろうが、実は植物、野菜、なん

でも日々成長しているのでそこに関心を持たれると意欲も湧いてくるのでは？ 

 我々にもあるように障害を抱える利用者にも「向き・不向き」はあると思うが、支援者

が詳細なアセスメントをとり雇用主に伝える事で調整し行う事ができれば可能性はより

広がると思う。 

 自主性を生かしてやっていければ良い。 

 

⑥多様な人材が働ける「現場づくり」に必要なことは何だと思いますか。（３つまで） 

 Ｎ＝２５（参加者３７人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●コメント 

 農家と企業実践事例の学ぶというよりは、広報が必要だと思いました。 

 障がい者、受入側ともに初めての取組は、前例があっても不安があるだろう。それらを

補う、事前調整、練習（訓練・体験）、相談体制が必要と思われる。 

１：可能性がある 22 88.0%

２：可能性はない 0 0.0%

３：わからない 2 8.0%

４．無回答 1 4.0%

合計 25 100.0%

88.0%

0.0%

8.0% 4.0%

１：可能性がある

２：可能性はない

３：わからない

４．無回答

１：職務分析などの現場調整の支援 17 68.0%

２：現場での支援担当者養成・育成 11 44.0%

３：体験的・訓練的な働き方の導入 12 48.0%

４：訓練・体験生等の生活面のフォロー体制 8 32.0%

５：相談機関支援担当者の職務などの理解 3 12.0%

６：現場につなぐ前の訓練生等の能力の把握 7 28.0%

７：実践事例を学ぶ機会 4 16.0%

８：各種制度の企業等への周知 7 28.0%

９：受入等にかかる費用の助成 4 16.0%

１０：その他 0 0.0%

１１：無回答 1 4.0%

合計 25 100.0%

回答総数 73 292.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

１
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２
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援
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５
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７
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１
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 相互理解（コミュニケーション・経験）、関係性を高め信頼していく事が望まれる。 

 障害のある方が抱える問題をとらえ、理解し、現場とコーディネートできる人材が必

要。 

 支援担当者の教育が大変ではないか。職種が増えるほど覚えておかなければならないこ

とが増える。 

 わかりやすい考え方（作業指示書・環境の工夫などなど）障害のある・なしに関わら

ず、共通する目安・憶測で率先して先読みして、場面に合わせて柔軟に対応するころが

できないのはこちら側の工夫・教え方にも問題があるかと思った。 

 視覚でわかる指示書はすごい良いなぁと思いました。私どもも行ってみたいです。 

 

 

【自由記述】 

 発達障害（精神・知的障害）のある方への支援方法について参考にさせて頂きたいと思

います。視覚に訴える、順序、準備、環境整備といった部分は取り入れていければ良い

かと思います。 

 さまざまな面から複合的な視野が必要となることが大事だと再認識できた。 

 いつも「すきま」「ボーダーライン」の悩みを抱えている方々は後回しにされている印

象を受ける。しかし、３年、５年閉じこもった時間は戻す事が難しいと思われる。現在

進行形での相談が出来ればと切実に思う。 

 選択肢の幅を広げる方法、構造化、先方との調整法などにおける自身の意識改革が最重

要課題です。 

 全てのコマがとても参考になった。我々もまだまだ「農福連携」とまではいかないもの

の、にんにく農家や近隣のりんご畑に実習に行っている。個々の利用者さんの可能性を

見出すことができるよう努力したい。 

 就労後のフォローアップが非常に重要だと感じました 

 障害のある方の納税方法や相談について配慮のある対応が必要であるとより感じました 

 障がい者の雇用という点でのお話でしたが、障がい者の起業についても一種の就労だと

思うので、株式会社仙拓さんのような事例が聞いてみたいです。 

 職場の業務の細分化し、できることと担える役割を増やす取り組みは重要を感じる。 

 作業（職務）の細分化と作業のマニュアル化。上記を行う事によって、農福連携を目指

したい。それによって障害を持っている方の収入が少しでも多くなれるように努力した

いと思います。障害を持った方、一人一人の“取扱説明書”を作成することはすごく良

いと思った。実際に作成に取り組んでみたいと前向きに考えております。また農福連携

に関わる点では、冬期間の収益が見える“ハウス”も念願に入れて動いております。 

 発達障害（精神・知的障害）のある方への支援方法について参考にさせて頂きたいと思

います。視覚に訴える、順序、準備、環境整備といった部分は取り入れていければ良い

かと思います。 

 さまざまな面から複合的な視野が必要となることが大事だと再認識できた。 
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４．第３クール：企業の潜在力が活かされる仕組みづくり 

 

 

■研修会概要 

 テーマ：企業の潜在力が活かされる仕組みづくり 

目 的：労働現場＝企業等が就職困難者への就労支援を始める仕組みづくりを学ぶ 

    多様な人材活用が、新たな企業力となる可能性を知る 

対 象：自治体関係者ならびに就労支援に携わる方、企業・社会福祉法人等の人事担当者 

定 員：７０名 

参加者：３２名（市役所１４名、関係機関１８名） 

会 場：弘前商工会議所 大ホール（弘前市上鞘師町１８－１） 

内 容 

１０：００～ 説明：ひろさきワーク・チャレンジプログラムの概要と目的 

１０：１５～ 報告：札幌における障がい者の就労支援 

～障がい者支援から生活困窮者支援へ～ 

    ＮＰＯ法人北海道社会的事業所支援機構  理事長 石澤 利巳 氏 

１１：１０～ 報告：大阪における就職困難者への就労支援 

～行政の福祉化から広がる働く場づくり～ 

 大阪知的障害者雇用促進建物サービス事業協同組合 理事長 冨田 一幸 氏 

１２：００～ 休憩 

１３：００～ パネルディスカッション：多様な働く場づくりで行政にできること 

 パネラー：ＮＰＯ法人北海道社会的事業所支援機構 理事長 石澤 利巳 氏 

大阪知的障害者雇用促進建物サービス事業協同組合 理事長 冨田 一幸 氏 

 コーディネーター：Ａ′ワーク創造館 就労支援室長 西岡 正次 氏 

１４：３０～ 意見交換 

１５：００ 終了 

 

 

■研修会 各報告等 要旨 

①ひろさきワーク・チャレンジプログラムの概要と目的 【省略】 

 

②札幌における障がい者の就労支援～障がい者支援から生活困窮者支援へ～ 

○福祉的就労・一般就労だけではない「もう一つの働く場づくり 

・１９８７年に無職の友人と協働出資型の印刷事業を始めた。開業３年目に、脳性麻痺

の方が働きたいとやってきて受け入れたことが、障がい者や生活困窮者などの働く

場づくりに取り組むようになったきっかけ。 

・当初は障がい者が「できると思っていること」は仕事として成立する水準ではなく、

ワープロ操作の指導などが必要だった。時間は少しかかったが、徐々に月に１万、２

ひろさきワーク・チャレンジプログラム研究・研修会 第３クール 

企業の潜在力が活かされる仕組みづくり ３月７日（木）  
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万円は稼げるようになり、いまのような制度もあまりない時代のことで、噂を聞いて

他の障がい者も集まるようになった。 

・作業所など障がい者制度の充実もあり、制度を活用しながら事業を進めた。ただ、障

がい者を「労働市場では働けない人」から、制度で「福祉的就労という働かなくても

よい人」にしているだけではないかと疑問も感じるようになった。 

・一般就労しても雇用調整で真っ先に解雇される障がい者や福祉的就労で工賃が１万

円以下で働いている障がい者の姿を見るにつけ、どちらにも違和感があり、他の働き

方を模索した。 

・現在は「一般就労のような能力主義をとらない」。「福祉的就労のような支援者と被支

援者の関係ではなく対等」という職場ルールを作っている。ただ、障がい種別による

出来高の差が明白で、不平不満は出る。でも、障がいは本人の責任なのか？そんなこ

とで議論を重ね、揺れ動きながら同じ方向に進んでゆくことが大切。 

○札幌市の障がい者の就労を切り替えたい。札幌市独自の協働事業所制度へ 

・札幌市の協働事業所制度を作ったのは、２００６年の障がい者自立支援法がきっか

け。札幌市に働きかけながら、滋賀県の社会的企業支援事業を参考にして制度をつく

った。自立支援法では「支援者と被支援者が固定化」し「障がい者ばかりの働く場」

になっている。それを「“利用料が不要”で“支援費”や“訓練等給付”ではない“補

助制度”」、「障がい者が半数以上は働く場」というコンセプトでつくった。すこし過

激かもしれないが、就労継続Ａ型の事業所は雇用型でありながら、利用料が徴収され

ていることはおかしいと利用料の不払い運動もした。 

・もう１つの協働事業所のポイントは「雇用契約」にもこだわっていること。１週間に

３０時間以上の雇用契約を要件とすることで、社会保険の被保険者にもなり、障がい

者も福祉を受ける側から、支える側に変わることができる。最低賃金の適用除外は当

然反対だが、新しい制度をつくるときは他の団体等とも協調・調整することが必要で

３０％ＯＦＦまでは認めることにした。原則は最低賃金以上の雇用なので、協働事業

所２０か所の内半数は適用除外をしていない。 

・「雇用」を実現するためには事業性が不可欠だが、事業を始める時は地域経済・マー

ケットを壊さないことを意識している。福祉的就労や協働事業所には補助金がある

が、会社には補助金がなく不公平なので、レストランや食堂をやるにしても自然食品

の店であったり、高齢単身者をターゲットにした居酒屋だったり、地域に同じような

店がなく、地域に必要なものを作っている。 

※要件等は別冊参考資料参照：「札幌市障がい者協働事業運営費補助要綱」 

・協働事業所の札幌市の予算は１２億５千万円。協働事業所制度を活用した取り組みと

しては、市役所関連施設での元気カフェ（３か所）や販路としての元気ショップなど

がある。元気ショップはＪＲ札幌駅地下街と駅構内に店を構え、年商１億円。 

・また、札幌市独自の取組としては、製造ではない役務系のしごとの営業部隊である
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「元気ジョブ」がある。障がい者優先調達法ができる前の２００９年からの取組で、

障がい者作業所等で共同受注体制をとっている。当初は札幌市の公共調達にターゲ

ットとしていたが、いまでは民間のスーパーなどからも受託し、取扱高は１億円にな

っているが、最初はやり方がバラバラで統一基準づくりには時間がかかった。スタッ

フの意識も土・日曜日が休みで９：００～１８：００という感覚を変えることも大切

だった。清掃やバックヤードなどのしごとは、土曜・日曜に仕事をすることもある。

「しごと」という意識を持つことが大切。 

○働くことが困難なメンバーは障がい者だけではない 

・リーマンショック以降、ホームレスや若年無業者、刑余者など働くことが困難な人々

が多いことに気付いた。障がい者だけではなく、そうした方々が働ける場を模索して

いた時に、イタリアの社会的協同組合（Ｂ型）の存在を知った。イタリアでは１９９

０年代から精神病院の廃止に向けて動き始め、社会的協同組合という働く場をつく

った。協同組合はＡ型・Ｂ型があり、Ａ型は福祉サービスでＢ型は共に働く場。Ｂ型

は障がい者のみならず、高齢・シングルマザー・若年者が３０％働いていれば、優先

的に２４００万円程度の業務を公共から受注できる。「障がい者だけでない」「補助金

ではなく仕事」で応援する発想が目から鱗だった。 

・札幌市の平成２６年の臨時福祉給付金の状況は約５４万人、生活保護が７万５千人で

市民の３人に１人が困窮者状態にあるか困窮リスクを抱えている（レジュメ裏面参

照）。一方、札幌市は人口増ではあるものの、東京オリンピックによる労働力流出に

伴う、人不足に悩んでいる。働くことが困難な市民も人材として活用できなければ、

人材に起因する地場産業の崩壊が起こり、２０２０年のオリンピック後に札幌で仕

事をしようと考えても、仕事そのものがないという状況が生まれる。 

・そうした背景のなか、北海道で

もイタリアのような取り組み

ができないかと、２０１５年に

「北海道社会的事業所支援機

構」を設立した。行政にも働き

かけたが時間がかかったり、担

当が３年ごとに変わったりす

るので、産学連携で先に組織を

つくった。ネットワークによる

ワンストップ支援で、一般就労

から一度は漏れた人達の受け

皿を広げていこうとしている。最終的には、働き続けるには、仕事だけでなく、生活

支援も必要なので、地域で社会資源の開発と住民で支え合える仕組みにつなげてい

きたい。 
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③大阪における就職困難者への就労支援～行政の福祉化から広がる働く場づくり～ 

○財政危機のなかで福祉・就労支援を考えた。行政発注業務＝入札を活用した就労支援 

・大阪知的障がい者雇用促進建物サービス事業協同組合（エル・チャレンジ）や行政の

福祉化など、大阪での取り組みを紹介のポイントは、「①福祉の制度を使わずに福祉

をする。」「②行政のお金を使わずに市民サービスをする。」「③企業が無理をしない。」

「④市長視点で考えてみる」の４つ。 

・１つ目に紹介するエル・チャレンジは「福祉の制度」ではない。大阪府は１９９９年

に未曽有の財政危機に見舞われていた。そこでこれまで発注していたビル清掃の業

務を「知的障がい者の就労訓練」に転用し、授産施設を建てずに就労支援に活用した。

だから「施設なき授産」と呼んでいる。 

・清掃業務＋就労訓練とはいえ、行政が発注するのは「価格が一番安いもの」という競

争入札の原理がある。そこで随意契約に注目した。１号随契は少額取引、２号随契は

政策目的、３号随契は福祉目的があるが、２号随契を活用した。安かろう悪かろうで

はなく、大阪府にとって「障がい者の就労支援・訓練に活用する」ことが政策目的で

あり、それを受託できる唯一無二性として、障がい者の就労支援を目的に中小企業等

事業協同組合法に基づき設立された、日本で初めての社会福祉法人と株式会社等を

構成員とする「共益団体のエル・チャレンジ」が受託できる団体に認められた。 

※エル・チャレンジのスキームは別冊参考資料参照 

・簡単に「行政の福祉化」を説明すると、福祉のお金を使わずにいまの行政活動を福祉

目的で見直したら、どうなるか？ということを考えること。契約部局の職員も汗をか

き、福祉部局以外の発注業務も見直すなど、副知事をトップとする庁内横断的なとり

くみで、これは１５年間続くプロジェクトとなっている。日本全国の公共調達規模は

６５兆円ともいわれ、全自治体が同様の取組を進めれば６００万人の雇用市場が生

まれる計算となる。 

・エル・チャレンジの「施設なき授産」の実績は、現在６０ヶ所で訓練が実施され、年

間３億円の売上。１５年間で１３００人の訓練生が卒業し、６００人が就職した。 

○「企業が無理をしない」で進んで取り組めるような総合評価一般競争入札 

・訓練生修了生の就職先の確保は「公共性（障がい者雇用・障がい者の定着率当）」を

評価項目に組み込んだ総合評価入札制度が導入された効果が大きい。いま、総合評価

一般競争入札に参加する企業は、障がい者雇用率が１０％を超えるのが当たり前で、

当該現場では５人に１人の割合で障がい者が働いている。 

※総合評価一般競争入札制度の評価項目は別冊参考資料参照 

・当然、入札制度の変更は企業の反対も予想される。そこで「自治体ビル管理契約研究

会」を開催し、行政・議員・福祉・企業・研究者の利害関係者が同じテーブルで議論

しながら、制度を検討したことが、入札制度改革には大きな役割を果たした。 

・当初は反対もあった総合評価入札制度だが、いまは落札価格の下支え効果となり事業



42 

 

者も安かろう悪かろうではない、安心して参入できるマーケットに変わりつつある。

例えば、大阪市役所の清掃業務は１９９６年に１．５億円近くの落札価格だったが、

ダンピングで７年後には２７００万円まで急落していた。それが、総合評価入札制度

導入後は３５００万円弱で推移している。障がい者の就労支援や雇用率等を評価項

目としたことで、障がい者も雇用され、過度のダンピングを心配することなく業者も

応札し、行政発注部局も安心して発注できる価格が実現している。 

・総合評価入札の導入時にいま働いている人の仕事を障がい者が奪うのではないか？

と危惧されていた。でも、ビルメン産業は年間１０％が高齢等を理由に退職している。

この１０％に政策的意図を持たせている。 

・企業も障がい者が働きやすい職場づくりに率先してとりくむようになり、就労支援室

を設置する企業も出てきた。それだけでなく業界団体であるビルメンテナンス協会

が「公益委員会」を設置し、エル・チャレンジと協会の合同セミナーを継続実施した

り、就労支援スタッフ養成講座などを定期的に開いている。 

○公園で寝ている人から働く人へ。指定管理者で現状予算の活用で市民サービスを充実 

・指定管理者制度は公共施設などの全体の運営管理を民間団体等が行うこと。大阪府は

府営公園に指定管理者制度を導入していて、そこに企業と非営利団体が構成員の「都

市公園管理共同体」で応募し、現在は４つの公園を運営している。 

・最初に指定管理者制度にチャレンジした２００５年当時は公園のホームレス問題が

あった。青テントが並ぶ公園では子どもが安心して遊べない。とはいえ、安易に追い

出すことが解決策でもない。そこで“公園で寝ている人から働く人へ”をコンセプト

にホームレス支援団体と企業で共同体を結成し、指定管理者に選定された。公園とい

うフィールドを活用して就労支援をおこなうことで、徐々に公園の青テントは少な

くなった。 

・また、それ以外の公園においても、生活保護受給者等の就労支援を行う「とらんぽり

ん事業」や公園利用者の利便性をあげるレンタルサイクル事業など市民サービスの

拡充につなげている。この自転車はリサイクル自転車でホームレスの仕事づくりに

もつながっている。 

○「中間的就労」だけでなく「中間労働市場」を意識したい 

・大阪での取り組みは「ビルメンテナンス」が中心だが、ビルメン業の特性に「就労支

援」という新たな価値を付与できたことが効果的だった。 

・もともとビルメンテナンスは高齢者が活躍する産業で、業務も分けやすく、不況時に

も確実に人を必要とする雇用のある産業だったが、ここに「就労支援という社会益」

を付与できた。雇用のある産業を就職困難者や障がい者なども働ける現場に変えて

いく視点はこれから重要になる。２０１３年に実施したビルメン労働者アンケート

では、７割の人が障がいと共に働いたことがある産業になった。他にそんな産業はあ

るだろうか。 
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・いまでも、政策入札研究フォーラムを開催し、政策的な意図を持った入札を活用しな

がらできることを追求している。準公共的な社会福祉法人などの公益法人にも同様

の取組の可能性はある。ただの下請けではなく、落札業者も良きパートナーとして育

てていくという発想が大切。 

・ビルメン業は最低賃金産業とも揶揄されるほどの低賃金ではあるが、長く働いてもな

かなか給料が上がらない。だから若年層も定着しないという課題を抱えている。大阪

では就労支援の価値を認め、発注金額のうち労務単価の３％を福祉推進費として計

上することで、就労支援を兼務するスタッフの給料も少しだが上がり、モチベーショ

ンにも役立っている。 

・競争社会は否定できない。でも、価格だけでなく雇用で競う。すなわち「市場の福祉

化」を拡大させて、中間的就労より広い「中間労働市場」をイメージできればありが

たい。 

・いま市長の立場で考えると、非課税の低所得者の増加、人口が減少する現状で生活困

窮者自立支援法も施行され

た。何かをやるには財源も必

要だし、優先順位も考えなく

てはいけない。大変な状況だ

ともいえる。でも、大阪府が行

政の福祉化に取り組んだの

は、未曽有の財政危機の中で

障がい者の就労でみなが知恵

を出し合ったのがきっかけ。

いまをチャンスととらえ、ぜ

ひ新しい政策にチャレンジを

してほしい。 

 

④パネルディスカッション・質疑応答：多様な働く場づくりで行政にできること。 

○中高年ひきこもりへの就労支援の可能性。 

・協働事業所を運営するＮＰＯライフで働く１５０人は障がい者と健常者の割合がほ

ぼ半々。３億円の売上があり、１億円が補助、２億円は補助に頼らず稼いでいる。こ

うした場でも中高年ひきこもりや退職後のひきこもり高齢者も受け入れていきたい。

障がい者を減らすという意味ではなく、より社会や地域に近い働く場をつくり、市場

の中で売れるものをつくり収入を得ていきたい。 

・「ひきこもる前に何ができるか」が大切では。生活困窮者という言葉は福祉からみた

呼び名だが、ビルメン産業では同じような状況に置かれた方でも働いている人もい

る。これをネガティブ要因ではなく、多様な人材が働ける懐の広い産業と捉えて“福
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祉と労働の関所”にあると捉えると変わる。仕事でキャッチできている間に、定着率

を高めたり、次のキャリアを育成したり、困難にあった時の対応力を身につけられる

ようにすることが大切。行政がこの部分でどのような支援できるか。賃金に応じた家

賃補助制度や勤労者の居場所などがあってもいい。また、被保護世帯でひきこもって

いる場合などは、生活保護制度の正しい知識を伝え、半就労・半福祉の選択肢として

提示することも大切。 

○市の独自事業を実施するときの費用対効果は？ 

・役務系作業の共同受注である「元気ジョブ」は札幌市の単費で年間２４００万円の委

託を受けている。２００９年の発足時から２年間は国が１０／１０を負担する緊急

雇用対策基金を活用した。３年目に札幌市の負担が必要になった時には、４００弱の

障がい者事業所で働く４０００人の障がい者１人当たりの費用対効果を示した。２

年目は５０００万円売上だったので、障がい者１人当たり１２，５００円のベースア

ップにつながっていることを示し、議会でも認めてもらった。 

ただ、売上は１億円になった

が、委託費は年々減少してい

る。このままだと、営業の給料

は減る一方なので、これまでは

障がい者の事業所ができない

仕事は断っていた状況を改善

し、自主事業として受託し、生

活困窮者等のしごとづくりに

つなげられるアウトソーシン

グセンターとしての役割も持

たせ、売上の一部を営業の給料

に還元できないか提案している。 

○予算を切り替える発想 

・行政提案をするときに心がけているのは、行政のメリットを示すこと。大阪府では高

齢者の見舞金を廃止し、地域の高齢者が働きながら余暇を過ごし社会貢献できるワ

ーカーズコープ的な「いきがいワーカーズ」の立ち上げ支援事業への変更を提案した

こともあった。潤沢な財源ではない時には予算を増やせではなく、予算を切り替える

発想がチャンスを生む。これからの財政状況は厳しいという視点に立ち、先手を打つ

必要がある。今のままでは福祉がどんどん膨らむ。行政機構・予算を刷新して、福祉

に頼らなくても人間らしい生活が出来るような仕組みづくりに取り組まないと手遅

れになる可能性がある。ソーシャルワーカーなどの専門職や相談員を新たに配置す

るよりも、大阪府の福祉推進費のような発想で現場に付加価値を与えていく形での

行政コストを意識した取り組みが大切。 
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○就労支援で企業の取組を深めるためには 

・企業と支援機関共に互いの努力や現状を知ることが大切。企業は雇用問題に熱心で、

人不足であれば外国人労働者の受入やあの手この手で労働力の確保に努めている。

ただ、残念なことに、ニートや就職困難者、生活困窮者とはつながりにくく、即戦力

を求める傾向にはある。一方で福祉や就労支援サイドも“困難者を雇って欲しい”と

いう発想を変える必要がある。エル・チャレンジでは障がい者を雇ってほしいではな

く、“ビルメンテナンスで１年の経験者”として推薦している。 

・制度は活用するものという発想で、行政や就労支等のスタッフも取り組むべき。そし

て、企業などとの付き合いでは、担当を３年おきに変えるのではなく、窓口を一本化

して長期の関係がつくれるようにするのが望ましい。行政も丸投げではなく委託先

と共につくり上げていく姿勢が大切。 

・大阪でのビルメン現場のように、りんご農家の現場が福祉の現場にもなりうるという

発想で働きかけることが大切。雇ってくださいではなく、政策的な意図を持ち働きか

けること。 

○弘前のケースからアドバイスを 

ケース１：所持金が少なく、日払いのしごとが必要だけど・・・ 

・行政の問題というよりは、企業の協力が不可欠。若年やホームレスの就労に熱心な企

業では、本人が浪費しないように生活状況を見て、月給制ではあるが給与を仮払い処

理し、日払い・週払い・月払いと徐々に変えているケースもある。企業の協力を引き

出すためには、送り出し機関の支援者と企業担当でケース会議を行ったり、働き始め

てからも関わりを持つことが非常に大事。それが企業のシステムとして位置づけば、

働きやすい職場かつ多様な労働力を活用できる企業力にもなる。ただ、企業にも体制

を組めるかなど事情があるので、協力できる範囲での歩み寄りを探すこと。 

ケース２：生活保護と自動車保有の判断・・・ 

・被保護者の車の所持については判断が分かれるところ。働くうえで必要ならば問題は

ないが、無職で就職活動に必要な場合は判断がむつかしい。ただ、公共交通機関が十

分でない場合などは、期間を定めて車の所持を認めたり、自立助長できるような生活

保護の運用は検討すべき。また、生活困窮者制度事業の活用や生活資金貸出などを生

活保護に至る前の事業は積極的に活用すべき。 

ケース３：年金とシルバー人材センターの収入では暮らせない。でもハローワークでは

不採用・・・ 

・１０年後に厚生年金の平均は１０万円を下回るといわれ、必要に応じて高齢になって

も働ける社会づくりは大きな課題。高齢者の就労をシステム化できているわけでは

ないが、札幌市発寒のリサイクルセンターではシルバー部隊が２０人ほどいる。最高

齢は７８歳、平均７２歳で、週半分や週１日など経済状況に応じた勤務体系でワーク

シェアが実現している。 
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ケース４：精神障害で日常生活に波がある場合の在宅ワークを探したいが・・・ 

・元ひきこもりの人にパソコンのしごとを依頼したが、ゲームをしてしまい仕事になら

なかった。在宅ワークを準備する

ことも大切だが、家を出て仕事に

行き、現場で働くほうがモチベー

ションを高めることができるよう

に感じている。在宅ではなく、昼

夜間逆転しているのであれば夜間

の仕事。長時間が無理なら短時間

からはじめるなど、働ける場所を

企業と協力してつくることを優先

したい。 

○総合評価入札制度などを導入する際の留意点 企業支援の発想を 

・行政の福祉化は大阪府から始まり、大阪市や豊中市など２０近くの府内市町村に広が

った。ただ、制度の導入に際しては、役所などで「障がい者雇いたい」という企業の

相談を受ける体制を整えたり、新しい企業も参加できるような研修会などを開催し

たり、エル・チャレンジや豊中市の職業紹介など企業が安心して人材を受け入れられ

るような企業支援も必要。弘前市でも子育てや健康づくり企業の認定制度はあるが、

その都度企業支援のあり方を見直すことは大切。 

○ワーク・チャレンジプログラムへの期待 

・景気回復だけでなく、有効求人倍率１．０を上回る裏にはハローワークの利用者減が

あることを理解すべき。静岡のハローワークでは高齢者の利用増につなげるため、市

や社協との協力を模索し始めている。各種相談窓口で相談者の就労面も含むトータ

ルな評価をして、プランを立てていくことが大切。安心した就労支援体制があれば、

他市町村からも弘前市で体験させてみようと考え、交流人口増や移住増につながる。 

・就労支援カレッジではりんご産業を中心に受け入れが進むだろうが、農業は通年雇用

が成立しにくい現実がある。北海道の蘭越町では冬はスノーボードのインストラク

ターで夏は農業と言う、新しい兼業スタイルができつつあり、移住する若者が増えて

いる。頭で考えるよりもやってみて、課題が出てきたときに対応しながら、小さな成

功例をワーク・チャレンジプログラムでも作っていければいいのでは。 

・福祉がうまく回るためには３つの要素がいる。「①本人の意思決定の尊重」「②ソーシ

ャルワーカーなど専門家の育成」「③専門家を支える社会の仕組み」。①②③を福祉制

度だけでやろうとすると、コストがかかりすぎる。これまでは福祉だけで対応できた

かもしれないが、これからは多くの人が困難を抱える時代。制度による福祉ではなく、

労働現場が持つ潜在能力を引き出す福祉など弘前市の仕組みを変えるきっかけにな

れば。  
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■参加者アンケート結果 

①「ひろさきワーク・チャレンジプログラムの概要と目的」 

 Ｎ＝２３（参加者３２人） 

 

 

 

 

 

 

●コメント 

 弘前市の現状について詳しく知ることができなかったです。 

 弘前市の現状および課題がわかりやすく提示させ、その対策への方針がわかりやすかっ

た。 

 人口減少が進む中で、働く人、担い手を確保するために就労支援のあり方を考える必要

があるという、今の弘前を再確認できた。 

 ３回目となると… 

 第３クールからの参加でしたので概要を知れて良かったです。 

 就労の枠は限られているものだと思うので、若者・障害者・女性・高齢者など様々な分

野での就労について課題がある中で、どれか１つに特化すると他を圧迫してしまうし、

全てをまんべんなくさせると中途半端なものになってしまう恐れもある難しい問題だと

感じた。 

 弘前の現状と将来の課題が明確に知る事ができ有意義でした。これからどのように対策

していくのか様々な視点から探っていく必要を強く感じた。 

 

②報告：札幌における障がい者の就労支援 ～障がい者支援から生活困窮者支援へ～  

 Ｎ＝２３（参加者３２人） 

 

 

 

 

 

 

●コメント 

 行政との連携協働型 地域にない価値（仕事）を生みだし担う場を作る。 同じ人間と

して、働く事の対価を平等にする。 尊厳を守る事が良い。 行政や企業との合意理解

には多くの時間と対話が必要かも？ 

 全国平均よりも札幌の生活困窮者が多かったというのは驚いた 

 実際に障害（精神）がある方の相談も多いです。これまでもＢ型やＡ型を見学させ就労

につなげようとした方もいます。一人一人に合った仕事で選んで仕事ができる環境があ

ると良いな～と思います。 

 行政とかなり揉めたと話していたので具体的にどのようなことで揉めたのかも参考に教

えて欲しかったです。 

１：とても良かった 3 13.0%

２：良かった 14 60.9%

３：普通 6 26.1%

４：あまり良くなかった 0 0.0%

５：悪かった 0 0.0%

６．無回答 0 0.0%

合計 23 100.0%

13.0%

60.9%

26.1%

0.0%
0.0% 0.0%

１：とても良かった

２：良かった

３：普通

４：あまり良くなかった

５：悪かった

６．無回答

１：とても良かった 12 52.2%

２：良かった 11 47.8%

３：普通 0 0.0%

４：あまり良くなかった 0 0.0%

５：悪かった 0 0.0%

６．無回答 0 0.0%

合計 23 100.0%

52.2%

47.8%

0.0%0.0%
0.0% 0.0%

１：とても良かった

２：良かった

３：普通

４：あまり良くなかった

５：悪かった

６．無回答
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 地域の市場を壊さないという所には、普段障害者に対する支援という形からは見えづら

い所であったため、この事に限らず広い視野で影響を考える必要があると感じた。 

 障害の程度によってもできること・できないことはもちろんあると思うが、「能力主義

はとらない」という理念は今後対等に働いていくことを考えるうえでも重要なことだと

思った。 

 地域に必要と思われる働く場の説明を受け、福祉の立場にあまえてはいけないと強く感

じました。 

 理念に感動しました 

 おおいに参考にしたいので、今後色々と連絡を取り合い、とりあえず弘前地区で立ち上

げたい。 

 町にある産業や企業と競合しないようにというコンセプトはとても素晴らしいと感じ

た。写真の方がすごいイキイキとしていて楽しそうだったのが印象的でした。賃金は労

働の対価であると考えられるので能力主義でない賃金というのは中々難しいのではない

かと思った。労働力が低い＝障害が重いという形でみれば障害が重い方に多くの補助金

を使うようなことができれば可能かも知れない。 

 

③報告：大阪における就職困難者への就労支援～行政の福祉化から広がる働く場づくり～ 

 Ｎ＝２３（参加者３２人） 

 

 

 

 

 

 

●コメント 

 行政に対する提案型 地域に頼らない 行政の金を使わない仕組み作り。民間の視点で

使えるものを有効的に組み合わせ活用していけるところが良い。しかし弘前にはそんな

人材がいるか？育てるか？ 

 政や官に頼り過ぎないという姿勢は大事だと思った。 

 視点を福祉という分野だけでなく多方面から持つことにより、入札制度を変えたいとい

う、とても聞き応えのある話でした。行政を福祉化させるという取り組む過程を知れて

良かったです。 

 福祉行政だけでなく目標は変わらなくても手法、視点を変えることにより解決法を探る

というのは興味深かった。 

 行政にも頼らず～、というような新たな視点からのお話が聞けて参考になった。具体的

な取り組みも聞けてイメージが広がった。 

 行政の福祉化の考えはとてもすばらしいと思いました。またビルメン協会の就労支援ス

タッフ養成講座のようなものが弘前市でもあればいいなぁーと思いました。 

 発想が参考になります 

 就労困窮者支援の為の法律部門をもう少し聞きたかった。 

 総合評価一般競争入札の制度はとても魅力があると思った。就労困難者は働きつづける

ことよりも、働き始めることができないことが大きなハードルとなっているという点が

非常に参考になった。 

 人間的なかかわりを町で作っていく。１０年後の弘前がこうなればおもしろいですね。 

 

１：とても良かった 12 52.2%

２：良かった 11 47.8%

３：普通 0 0.0%

４：あまり良くなかった 0 0.0%

５：悪かった 0 0.0%

６．無回答 0 0.0%

合計 23 100.0%

52.2%

47.8%

0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

１：とても良かった

２：良かった

３：普通

４：あまり良くなかった

５：悪かった

６．無回答
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④パネルディスカッション：多様な働く場づくりで行政にできること 

 Ｎ＝２３（参加者３２人） 

 

 

 

 

 

 

●コメント 

 「多様な働く場づくりで行政にできること」のテーマの内容が違った。行政はどこまで

本気になれるのかが問われると思う。 

 石澤氏、冨田氏、いずれも立場は違えど、生活困窮者を地域や社会に包摂していこうと

されている信念が強いと感じた。既存の制度にとらわれず、多角的な視点を持つことの

重要性を感じた。 

 日程の関係もあると思いますが、もう少し講師の方の発表を長くしていただいていた方

が、パネルディスカッションが有意義になると思います。 

 どうしても制度に縛られがちになる中で、その枠組みを第一とするのではなく、やはり

本人により成立していくという事を忘れないようにする必要があると思った。 

 様々な立場の人からの意見、考え方が聞けて、新たな発見もあり参考になった。 

 就労困難者への就労支援は確実に必要であることは前提としたうえで、労働市場という

観点で考えると需要の弾力性は大きくないと考えられ、そこで就労支援を行うと、新卒

者の就職や離職してすぐ就職できていた人の就労を圧迫してしまう可能性があると直感

的に思った。このような就職困難者への就労支援を行うことでのデメリットの話まで聞

きたい。 

 身近なことからつながっていく必要があるなと思いました。 

 

⑤企業等が就労支援に取り組む仕組みづくりについて、弘前市で実現する可能性について。 

 Ｎ＝２３（参加者３２人） 

 

 

 

 

●コメント 

 企業と行政にメリットが合致すること。将来のビジョンを共有できること。 

 期待したい 

 パイが小さいので、仕組みづくりのためのコスト（費用・時間・労力）がメリットに見

合わないのでは？ビルメンのようにある程度システム化できる事業が想像できない。り

んご農家等の個人事業には、周知、指導が必要 

 弘前市の規模を考えると出来ないとは思わないですが、産業を考えると難しいと思いま

す。今回の泉佐野市の就労支援カレッジに期待しています。 

 可能性はあると考えるが、例えば農業の後継者探し、というのであれば、ある程度の長

期間、支援や途中で離脱者の出るリスクを考えないといけないと思う。 

 障害、男女共同参画等に関する支援企業があるので可能性は高いと思います。 

１：とても良かった 6 26.1%

２：良かった 11 47.8%

３：普通 4 17.4%

４：あまり良くなかった 0 0.0%

５：悪かった 0 0.0%

６．無回答 2 8.7%

合計 23 100.0%

26.1%

47.8%

17.4%

0.0%
0.0% 8.7%

１：とても良かった

２：良かった

３：普通

４：あまり良くなかった

５：悪かった

６．無回答

１：可能性がある 15 65.2%

２：可能性はない 0 0.0%

３：わからない 7 30.4%

４．無回答 1 4.3%

合計 23 100.0%

65.2%

0.0%

30.4%

4.3%

１：可能性がある

２：可能性はない

３：わからない

４．無回答
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 企業側へのメリットを明確化すること、就労支援することでの地域的デメリットを見え

る化する必要はあると感じた。 

 

⑥弘前市で実現できそうな取り組みや期待することはなんですか？（３つまで） 

 Ｎ＝２３（参加者３２人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●コメント 

 できることは、全てやるのが良いと思う。しかし働く場を生み出していくことが大切と

感じる（今ある募集枠にムリヤリおして組むのではなく）みんなが幸せになる方法が大

事。社会性が大事と感じた。 

 当市で特に人手不足が心配される りんご農家は個人事業主が多い 中間就労の仕組み

づくりを浸透させるには、やはり専門のサポート団体が必要と思うが、市費を拠出して

もそれに見合う効果があるかわからない。 

 生活困窮者の自立にむけた取り組みに期待しています。 

 他の施策において事例があるので取り組みやすいと思います。 

 総合評価一般競争入札はぜひ全体的に取り組みをするべきと感じた 

 

【自由記述】 

 全て取り入れることができると思う。協力民間業者を見つけて、相互理解のもと進める

体制を作るのが良いと思う。制度は行政内部で共有すればすぐにできる 

 競争原理が働く世の中の仕組みを理解しつつ、一般就労者と同じフィールドで生産活動

を行おうとする考えはなかなか興味深かった。 

 相談支援員の仕事をしているのですが、生活困難＝仕事をしていない…という方が多

く、日払いや週払いの仕事を探してもなかなか見つからない事が現実です。一年間で一

か所だけ日払いで働かせてもらえたところ（とうもろこし農家）はありましたが今後も

課題です。 

 インクルージョンさせるためのコストについて、自治体が直接（あるいは委託）で行う

には、地域に一定の経済規模がないと、費用対効果が悪いのではないか。弘前市で元気

ジョブは難しいのでは。当市を含む地域では、複数自治体が「中間就労を受け入れる企

業」等を育てる仕組みづくりを広域に行う必要があるのではと思い至りました。無責任

ですが… 

 普段行政の立場で仕事しているため、民間の講師の方の話が聞けて大変参考になりまし

た。縦割り行政によって弊害が出ないよう、横のつながりを大事にしていきたいと思い

ました。 

１：弘前市独自の無料職業紹介事業（就労支
援担当部署の明確化）

9 39.1%

２：社会的価値などを考慮した総合評価一般
競争入札

11 47.8%

３：障害者優先調達推進法を活用した優先発
注

5 21.7%

４：地方自治法施行令第167条の2第1項第２
号・３号を活用した随意契約等による発注

5 21.7%

５：弘前市独自の就労支援企業認定などの
認証制度

10 43.5%

６：生活困窮者自立支援事業における就労
訓練事業の導入支援

9 39.1%

７：就労訓練現場の提供 6 26.1%

８：その他 1 4.3%

９：無回答 3 13.0%

合計 23 104.5%

回答総数 56 243.5%
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 障害者の就労支援を担う者として、「仙台・宮城の就労支援のカタチ」がとても参考に

なりました。企業の開拓から就労訓練の内容等、担当者一人一人が意欲的に動く事で、

対象者の希望をかなえていくという姿勢は、見習わなければいけない部分と思いまし

た。 

 就労支援を行うにあたり、業務体験や作業等を通じて少しずつ自信をつけ回復していく

プロセスが効果的だと分かったので、今後の業務に生かしていきたいと思います。 

 社会資源の活用、地域の特性、ニーズに着目することで「自分ならできる」仕事を見つ

けていけるのでは。その段階に至るまでに安定した状況、生活が確保できる支援を整え

ておくことが重要。生活力をつける支援。 

 ひろさきワーク・チャレンジプログラムを構築するにあたっては、地域特性を考慮し、

最初は官主導でスタートし徐々に民間との連携を進めるべきである。その為の市内体制

を早急に整備すべきである。 
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５．第４クール：キャリアを開く「働く場」づくり 

 

 

■研修会概要 

 テーマ：キャリアを開く「働く場」づくり 

目 的：女性・若者を地域の戦力として伸ばす実践から学ぶ 

    人材不足が顕在化する飲食業や農業の「働く場」としての可能性を知る 

対 象：自治体関係者ならびに就労支援に携わる方、企業・社会福祉法人等の人事担当者 

定 員：５０名 

参加者：３４名（市役所１７名、関係機関１７名） 

会 場：弘前商工会議所 ３０１号室（弘前市上鞘師町１８－１） 

内 容 

１０：００～ 報告：女性の「働く場」づくり ～多くの女性が「働ける場」とは～ 

    情報の輪サービス（株）  代表取締役 佐々木 妙月 氏 

１１：００～ 事例紹介：弘前商工会議所青年部の新たな取り組み  

～ひとり親を地域の戦力に～ 
    弘前商工会議所青年部 直前会長 一戸 勝美 氏 

１１：３０～ 質疑応答 

１２：００ 終了 

１３：００～ 報告：若者の「働く場」づくり ～サポステ運営からしごとづくりへ～ 

    ＮＰＯ法人おおさか若者就労支援機構  理事 太田 光昭 氏 

１４：００～ 意見交換 

１５：００ 終了 

 

■研修会 各報告等 要旨 

①女性の「働く場」づくり ～多くの女性が「働ける場」とは～ 

○自らの働きづらさから「時代に翻弄されない人財」を目指して 

・１９８４年（昭和５９年）に会社を設立し３２年。起業のきっかけは２７歳での転職

活動。当時は女性のひとり暮らしが敬遠されたり、明らかなジェンダーが残っており、

５０社受けても不合格が続いた。そこで同じ苦しみを持つ女性のための会社、自分た

ちのやりたいことができる会社をつくろうと、大学時代の同級生３人で、とりあえず

３年がんばろうと約束し、情報の輪サービス（株）を設立。 

・会社設立２年後には、労働者派遣法や男女雇用機会均等法が施行され、バブル経済の

追い風の中、女性を中心とした人材派遣や職業紹介の会社として事業は順調だった

が、１９９１年にバブル経済の崩壊を迎え、業績は急転直下し倒産の危機を迎える。 

・バブル経済崩壊で、真っ先に首を切られたのは、女性や派遣社員ばかりで社会の変わ

りようの変化を嘆いていたが、目の前には再就職を志す女性がたくさんいながら、社

ひろさきワーク・チャレンジプログラム研究・研修会 第４クール  

キャリアを開く「働く場」づくり  ３月７日（月） 
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会に責任を押し付けてよいのか自問自答していた。そこで一念発起し、２度目の創業

のような「時代に翻弄されない人材育成」に取り組み始めた。 

○「シングルマザー」がじわじわ増えてきた。女性の「働く場」をつくろう 

・バブル崩壊後は空白の２０年といわれるように、労働環境はどんどん悪化していっ

た。その中でシングルマザーからの働きたいという相談がじわじわ増えてきた。でも、

女性も男性のように働くことを求められ、シングルマザーや女性の働きやすさに考

慮する企業はほとんどなかった。 

・２０００年女性が働ける場をつくろうと、女性のみで運営する飲食店「グリッツ」を

ビジネス街のど真ん中、本町駅界隈につくった。ただ、オープンからは悪戦苦闘の

日々で５年間赤字が続いた。女性ばかり１０人でシェフからホールまで運営してい

たが、忙しすぎて２人がすぐに辞めた。また、初めての飲食店で夢を乗せすぎて、今

から思えばオープン費用は明らかに、過剰投資だった。 

・６年目を迎えたときに閉店も決意したが、現場スタッフと腹を割って話をし、１年間

少しでも黒字が出れば、店を継続し２店舗目を出店しようと現場を信頼してみた。そ

の結果、ほんの少しだが黒字を達成し、２店舗目「ビストログリッツ」をオープンさ

せた 

○緊急雇用を活用したシングルマザーの働く場「銀座食堂」 

・飲食店の経営は順調だったが、２００８年のリーマンショックで一変した。女性はも

ちろん若い男性の働く場もどんどん失われていく。そこで、国は緊急雇用対策を実施

した。 

・２０１１年には緊急雇用を活用しシングルマザーが働ける「銀座食堂」を豊中にオー

プンさせた。コンセプトは「給料をもらいながら、じっくり学び、スキルを上げよう」

だった。調理経験のある女性は少なく、シングルマザーには勉強する時間や余裕がな

いことを知っていたので、緊急雇用で雇用を約束できる１年間だけだが、安定した収

入を得ながら調理師や介護福祉士などの資格取得、ＰＣや読み書きそろばんの基礎

を学ぶ機会などを用意した。また、店の２階では子どもが過ごせる部屋を用意し、働

きやすさにも気を配った。 

・緊急雇用後、「銀座食堂」で継続雇用できたのは８名中３名。飲食店で３名雇用をす

るのは冒険ではあったが、「働く場」「人材養成の場」として様々な事業を活用しなが

ら、継続させてきた。 

・銀座食堂を皮切りに緊急雇用を活用し、５年間でシングルマザー７３名と共に働いた

が、仕事のスキルばかりでなく、自尊感情や人に頼る力を回復する必要を感じている。

「私なんか・・・」と卑下しすぎたり、「私がなんとかしないと・・・」と抱え込み

すぎるシングルマザーにも多く出会った。そのためには、“良いところを伸ばす”“自

分の言葉で伝える”“人とつながる”ことが大切で、しごと面だけでなく、暮らして

いくためには、共に支え合う関係をつくれる自分になることがとても重要。 
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○シングルマザーの貧困の実態 

・シングルマザーは、よく働いても経済的に貧困で、時間の余裕もなく、情報や社会か

らも孤立し、様々な機会を剥奪されがち。時間もなく孤立しているから相談機関を知

らない。仕事を探すときは求人情報誌。家を探すにしても保証人がいなくて困るなど、

あらゆる部分で排除されている。その象徴的な出来事は飽食とされる日本での母子

が餓死する現実。 

・ひとり親の貧困率は総じて高いが、特にシングルマザーは「男女の賃金格差」と「正

規と非正規の賃金格差」の２つにより、手当てを含んでも年間の世帯収入は２００万

円以下で、そこで育つ子どもの６割が貧困状態にある。いまは子どもの貧困が取り上

げられているが、子どもだけでなく「母子」を支援する大切さを忘れないでほしい。 

○あらゆる「支援施策」に必要な視点～まとめに変えて～ 

・銀座食堂だけでなく、緊急雇用などを活用し、豊中をフィールドに、若者居場所工房

「ぐーてん」やシングルマザーが働くカフェ「ぐるり」、地域ポータルサイト「まい

ぷれとよなか」、就労準備型食堂ごはんや「ぐぅ」を展開しているが、行政委託がな

くなった時の事業性の担保や事業の厳しさを伝えることは大切。シングルマザーだ

けの運営では共倒れになると判断したら、男性の料理長を変えて売上の回復を図っ

たり、業態を展開したり、こうした経験はプロとしての働く経験・学びになる。 

・そして、「働く場」があるということは、“地域とつながることができる”“現場で経

験できる”“情報を共有できる”

“自分が変わるきっかけがで

きる”という意味で非常に大

切。 

・最後に就労支援に関わる方に伝

えたい企業にとっての４つの

“人ザイ”を紹介。 

「人材：人の持っている素材」

すべてはここから始まり、その

後の関わりや目標の設定で、

「人財：会社の財産になる人」

「人在：ただいるだけの人」「人罪：いると困る人」になる、と自身も教えて貰った。

こうした視点は忘れずに支援を。 

 

③弘前商工会議所青年部の新たな取り組み ～ひとり親を地域の戦力に～ 

○「子どもの存在価値」を見直す取り組みを地域の経済界から 

・２０１６年度からひとり親家庭応援企業の取り組みを商工会議所の青年部として進

めていく。弘前市の期待はシングルマザーの雇用推進だろうが、商工会議所としては
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父子家庭の父親も含む「ひとり親」ととらえた取り組み。 

・青年部がなぜ「ひとり親支援」に取り組むかという質問を受けるが、これまでの価値

観での仕事の限界を感じていることが１つ。人口が減少し地域経済の縮小が予測さ

れる中で、新しい経済的なアプローチが必要であり、経済界からこの悪循環を変えて

いくのがこの取り組み。 

・「ひとり親」という言葉ではわかりづらくなっているが、この取り組みは「子育てを

しやすい弘前市づくり」。これまでのように「親・家・一族で子どもを育てる時代」

ではなく、「子どもは地域全体の宝であり、地域で育てる時代」ととらえて、働きな

がらも子育てできる弘前市になり、地域の人口減少に歯止めをかけたい。 

・子育ては大変だが、低い出生率の原因は、年収や離婚、教育費など将来のリスクが不

安となっていることが大きい。これらの「不安」を取り除くことは行政だけでは限界

で、地域経済界ができることとして「ひとり親」になってもチャレンジできるような

先進モデルを育てたい。 

○貧困の連鎖を予防し、ひとり親を地域の戦力に「ひとり親家庭応援企業」の設立 

・ひとり親家庭の問題は、経済的貧困や教育や文化活動機会からの疎外など子どもたち

への「貧困の連鎖」がある。また、地域からみると、ひとり親のもつ労働力を十分に

生かせていないという問題になる。こうした２つの問題に取り組むのが「ひとり親家

庭応援企業」。 

・ひとり親を雇用し、子どもたちの送迎や教育の場をつくり、子育てを応援していく。

この取り組みでは「①経済的自立支援」「②就労の場の確保とキャリアアップ」「③子

どもたちの文化活動」などに取り組んでいく。地域全体でもエコヒイキしてもらえる

会社になれば。 

○「ひとり親家庭応援企業」の特徴 

・地域全体の幅広い支援を享受できるように企業形態をＮＰＯ法人で、従業員は原則と

してひとり親。会社の利益は子育て支援に活用することにしている。 

・収入源は入会金・寄付金・事業収入で、安定的な運営と経営に向けては収支の健全性

を意識した支出と事業収入では地元経済界と行政からの優先発注なども求めていき

たい。 

・業務内容はまだ確定していないが、

検討しているのが飲食業と商工会

議所会員企業など幅広い職種への

人材派遣。派遣では受け入れ先で

の正社員化などにも取り組んでい

きたい。そして、従業員が仕事に専

念できるよう、子育てに関するこ

とは会社が代行したい。 
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・給料は高ければいいのではなく、業務を適正に評価した給与で対応し、子育てのステ

ージに応じた手当を支給し、安定した子育て生活を応援したい。 

 

【質疑応答】 

○事業の立上げなど緊急雇用創出事業はまだ活用できるだろうか？ 

・国が１０／１０の財源を負担する緊急雇用創出基金事業は名前が変わりながら、地域

人づくり事業が２０１４年度予算まではあった。地域人づくりの事業期間は２０１

５年度で今年度まではこの予算を活用した事業があったが、次はいまのところ見当

たらない。ただ、地方創生事業は将来的には１／２の交付金になるが、立ち上げ期の

２０１５・１６年度は１０／１０の予算を国が負担している。 

○シングルマザーの自尊感情を高める具体的な方法は 

・研修のプログラムも大切だが、最初に丁寧にヒアリングをしっかりして、信頼関係と

安心できる環境をつくることも大切。また効果や変化を実感するために、写真を撮り

プログラム前と後を比較するのも１つの手段。 

・すでに商工会議所の会員企業で

働くシングルマザーはモチベ

ーションも高く、即戦力と聞い

ている。緊急雇用のような事業

もないので、ひとり親家庭応援

企業では応援が必要な層から

ではなく、やる気のある方から

始め、ワークシェアなどを導入

し、スキルアップの時間などを

確保したい。 

○ひとり親への求人方法は？ 

・大阪にも母子寡婦福祉会があり、マザーズハローワークもある。そうしたところに求

人を出す。ただ、求人を出すだけでなく、取り組み内容をしっかり伝え、求める人材

像を窓口職員にわかってもらうことが肝心。そうしなければミスマッチが起こって

しまう。 

・弘前での取り組みは、母子寡婦福祉会と連携し事業を進めている。ただ、なかなか情

報を入手できないシングルマザーもいるので、子育て支援課と連携しＤＭ等による

情報提供を検討しているところ。 

○ひとり親を雇いたいと思う企業や個人事業主はどうすればよい？ 

・青森母子寡婦連合会にある就労支援人材バンクをまずは利用するのが、一番わかりや

すい。 
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④若者の「働く場」づくり  

～サポステ運営からしごとづくりへ 若年者就労×アグリプロジェクト～ 

○若者支援の「影の時代」から「創世期」 

・団体設立の２０００年は労働・雇用問題といえばリストラされた中高年が中心で、若

者の就労支援は蚊帳の外だった。社会の息苦しさが増す中で若者に対して何が出来

るかというところから手探りで活動をはじめ、２００２年にＮＰＯ法人格を取得し

た。 

・２００３年ごろから「ニート」という言葉も社会的に認知されるようになり、国が主

導する若者支援事業にも立候補し２００５年「若者自立塾」、２００７年「サポート

ステーション」などを受託した。自立塾もサポステも効果はあると思うが、疑問だっ

たのが“宿泊型”の自立塾が先に始まり、“通所型”のサポステが後発だったこと。

一般的な支援であれば、通所型で状況把握や信頼構築をして、次に宿泊型だと思う。 

・若者支援制度に即した事業だけでなく、泉佐野市の青少年会館や青少年野外活動セン

ターの指定管理者や緊急雇用、地域ひとづくり事業にも積極的に参加したり、３か月

で卒塾する自立塾の後も親元を離れてくらせる市営住宅の空室活用型「チャレンジ・

ハウス」など、地域団体とも連携しながら、１年程度は関わることのできる若者支援

の土台をつくってきた。 

○若者支援の実像と価値 

・ニートはさぼっている、怠けているという誤解がある。サポステの相談者は何らかの

障害の疑いを有するケースが多い。正確な数字ではないが、臨床心理士の判断による

と、精神５割、人格２割強、発達が１割強、自殺リスク３割といったところ。 

・先の見通しが立ちにくい社会で、失敗がきっかけとなって社会と離れてしまうとなか

なか抜け出せない。それが長期になればなるほど次の第一歩が踏み出せなくなって

いる。 

・ただ、相談者は多様で、サポステの登録者３００名でみると２割は短期間の支援で働

ける。ただ、就職が実現してもすぐに戻ってくることもあり、就職がゴールではなく

「就職がスタート」という意識で職業生活やスキルアップなど関わり続けることが

大切。 

・出口問題としては、企業に職場で３～６か月受け入れてからの成長などをみて最終的

な採否をお願いするケースもある。 

・人口減少社会を迎え、若者を戦力・労働力として活用しようという方向性がでてきて

いるが、若者支援の価値を税や社会保障でみると、２５歳で就労した場合とニート状

態で生活した場合では約１．２～１．５億円の差が出るともいわれている。 

○もう一つの働く場の必要性 

・若者支援の制度が整備され１０年程度経過したが、ニートひきこもりの数は大きく変

わっていない。１５人に１人が若年無業者とされている。 
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・サポステの相談者の６割は障がいの疑いはあるものの手帳取得には至らない中間層

で、すぐに一般就労は困難。この層には「働きながら学べる」新しい働き方が必要で、

いろいろ模索している。まだ実現していないが、２００７年には「障がい者制度活用

型」として就労継続Ａ型を障がい者と若者が５０％ずつをシェアする提案をしたり、

「三本の矢型」として高齢者（コーディネート）・障がい者（集中力）・ニート（体力）

の長所を活かすグループ就労を考えていた。いろいろ考えた中で実現したのが「アグ

リスタート事業」。 

○若年者就労×アグリプロジェクトで可能性がひろがる 

・弘前市のりんごほどではないが、泉佐野には玉ねぎやキャベツ、水ナスなどの泉州ブ

ランド野菜がある。この農業（アグリカルチャー）と若者の再出発（リスタート）を

組み合わせたアグリスタート事業で「農家数の減少と困窮者の増加」「空き地の増加

と農業ニーズの高まり」などのミスマッチの解決にむけて、若者によるアグリヘルパ

ーと細々とした生産を始めた。 

・財源は緊急雇用や地域人づくり事業、農福連携事業など１０／１０の国庫事業が中心

で、２０１１年から１００人ほどが参加している。ただ、最初は開店休業状態で農家

さんに受け入れられず半年は仕事がなかった。地縁で農家さん一人につながってか

らは、口コミで農家紹介が広が

り、現在では、１８反２５カ所

での生産と端境期の仕事とし

て水ナスピクルスなどの加工

品の手伝いも行っている。 

・また、良いものがつくれても売

れないと商売にはならないの

で、販売にも力を入れている。

梅田のグランフロントや淀屋

橋、三国ヶ丘などで出張マルシ

ェを出店したり、スーパーのオ

ークワやイトーヨーカドー、ダイエーなどで契約販売をしている。２０１５年に入っ

てからは、有名ホテルからも声がかかったり、好条件で南海なんばに駅ナカで常設マ

ルシェを出店できたり、独自の販路は広がっている。 

・活動を続けていると奇遇なもので、近隣の岸和田で廃業していた堆肥工場を活用しな

いかと声がかかり、青少年野外活動センターの落ち葉も活用し、堆肥を製造している。

かつては１０億円の売り上げがあったと聞いているので、商業ベースに乗せていき

たい。ただ、単なる商業ベースでは面白くないので、落ち葉収集や各ラインで障がい

者や若者にも働いてもらえるよう「業務分解」をしたり、農業のイメージを変えてい

くために「デザイン」にもこだわっている。 
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・このアグリスタート事業の発展系が株式会社泉州アグリで、社長は初代自立塾の塾

生。全国の農家の平均６６．３歳。いま、若者と障がい者が「６次産業化」の担い手

に育ちつつある。農業は体力的にきついといわれるが、感覚的にはニートや引きこも

りを経験している方は真面目で続く。 

○地方創生事業「都市と地方をつなぐ就労支援カレッジ」事業 

・弘前市と泉佐野市で実施している「都市と地方をつなぐ就労支援カレッジ」事業は、

１月から始まったばかり。弘前市のコンセプトは「就業人口の増加」とわかりやすい

が、送り出す泉佐野市も人口が減少傾向にあり、事業の意味を理解するのは簡単では

ない。 

・ただ、地方と都市という２つの選択肢だけではなく、地方でもあり都市にも近く、関

空もあるという泉佐野市の役割を考えたときに、都市への移住と地方への移住や農

業を試せるような中間支援を行う市があってもいいのではないか。その結果、泉佐野

市を行き交う人が増え、交流人口の増加が市を元気にするという提案をし、最終は市

長にも理解いただき、実現することができた。 

・地方創生事業の本旨は「地方移住の促進」であることはわかっているが、地方都市が

必死に人を奪い合っているようにも映る。２居住の推進など奪い合うのではなく都

市間で協働し、産品のコラボや人不足の時は応援しあえるような関係に育てていき

たい。 

・今回は、りんごの生産法人であるＥＭグローバルで体験生を受け入れていただき、本

当に感謝している。来年度以降もいろんな農家さんと協力しながら受け皿を増やし

ていければと思う。 

 

【質疑応答】 

○就労支援カレッジの魅力は？ 

・泉佐野では野菜づくりをしていた人もいるが、大阪の農業で人を雇用するのは至難。

青森のりんごはブランド力が高く、また大阪ではほとんどない果物づくりを体験で

き、将来的な雇用の可能性があ

ることも魅力。ただ、その実現

には弘前市内での受け入れ体

制なども欠かせないので、ひろ

さき若者サポートステーショ

ンや七峰会との連携に期待し

ている。 

○若者支援に必要なことは？ 

・発達障がいが疑われるケース

もあるが、主体性の欠如やいろ
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んな体験が不足していると感じる。医療や福祉の専門性も必要なケースもあるが、外

に出た良質な経験・体験が若者を変えている。そのためには一歩目を踏み出せるよう

プライドを守りながら働ける道をともに考えている。 

○ひきこもりの相談で気を付けることは？ 

・ひきこもりは本人よりも親からの相談が多い。まずは家に何度か通うが、本人と直接

会おうとすることは逆効果。本人が“誰かが来ている”と言うところから、徐々に外

に出てきてもらうことが大切。「本当は部屋を出たい」「絶対に出たくない」という２

種類のひきこもりのパターンがあるので、本当は部屋を出たいと思っているときに

敵ではないと感じてもらうことが大切。 

○地域のちからでひきこもりを早期発見するには？ 

・親もなかなか相談に行けない家庭もある。そうした場合は、民生委員やコミュニティ

ソーシャルワーカー（ＣＳＷ・大阪府独自の制度で中学校区に１人のソーシャルワー

カーが地域に目を配っている）など、地域が把握している情報からつながっている。

また学校との連携で情報を得て、先生と共に訪問することもある。 

○企業への就労支援の理解を深めるアドバイスを 

・農業という産業の観点から考えると、農業人口を増やして地域の支え手をつくろうと

各地で取り組みをすすめているが、簡単には進まないと思う。農村のしきたりや風習

があり、体験生を受け入れてもらうためには、短期的な結果を求めてはいけない。２

～３年かけて、信頼の基礎をつくってからしか広がらない。 
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■参加者アンケート結果 

①報告：女性の「働く場づくり」 ～多くの女性が「働ける場」とは」～ 

 Ｎ＝２３（参加者３４人） 

 

 

 

 

 

 

●コメント 

 ４つのじんざい、納得（共感）しました。 

 ＮＰＯ法人としての活動実績を基にした問題提起がわかりやすかった。 

 最も興味のあった報告部分にペーパーが無かったのが残念。 

 「ない」なら「作る」、物の見方を変えることも大切。 

 母子寡婦福祉団体として考えていたシングルマザーの課題解決を実施されていることを

知り、大変心強く感じました。当事者団体としても取り組んでいきたいと思います。 

 実際に収益をだせるまでのビジネスモデルを作りだした時点で成功事例だと思う。 

 佐々木さんの体験から仕事おこしに取り組んだ事例がとてもわかりやすかった。同じ考

え、気持ちを持った人たちとの関わりや困難な壁にぶつかった時に一人で悩まないこと

が大事であると思いました。 

 求人を出している側としては、若者、シングルマザーであっても、やる気があり続けて

仕事が出来る方は大歓迎です。特にコミュニケーション力のある方が求められると思い

ます。 “人財”に育てる力を自らが持つ必要性を感じた。 

 賃金を得ながら自立するためのスキルを身につけていける場は、ひとり親家庭にとって

必要であると思う、そのような場を提供する活動は尊いものだと感じた。 

 女性や子供を育てるひとり親に対して、自ら起業しその人たちへの適切な支援を行うた

めの環境づくりから始めようと考えたところが素晴らしい考えだと思います。 

 

②事例紹介：弘前商工会議所青年部の新たな取り組み ～ひとり親を地域の戦力に～ 

 Ｎ＝２３（参加者３４人） 

 

 

 

 

 

 

●コメント 

 協力企業として協力出来ることがあれば協力させていただきたいと思いました。 

 ペーパー化された資料が少なかったのが残念。具体的な方策についてはこれからか。 

 市内の企業もひとり親を雇用してもらうことが、子育ての支援にもつながることを情報

発信してもらいたい。 

 この新しい取り組みがいい方向に発展して欲しいです。 

１：とても良かった 11 47.8%

２：良かった 11 47.8%

３：普通 0 0.0%

４：あまり良くなかった 0 0.0%

５：悪かった 0 0.0%

６．無回答 1 4.3%

合計 23 100.0%

47.8%

47.8%

0.0%

0.0%
0.0% 4.3%

１：とても良かった

２：良かった

３：普通

４：あまり良くなかった

５：悪かった

６．無回答

１：とても良かった 7 30.4%

２：良かった 5 21.7%

３：普通 7 30.4%

４：あまり良くなかった 1 4.3%

５：悪かった 0 0.0%

６．無回答 3 13.0%

合計 23 100.0%

30.4%

21.7%

30.4%

4.3%
0.0%

13.0%
１：とても良かった

２：良かった

３：普通

４：あまり良くなかった

５：悪かった

６．無回答
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 方向性は良いと思うが、まだ具体性があまり見えていない事業なのでこれからどれだけ

具現化していけるかだと思う。 

 少子化と共にひとり親家庭をサポートする新たな取り組みについては共感できるところ

が数多くあった。将来を担う子どもたちの明るい未来というキャッチコピーがとても印

象的でした。 

 ”絵に描いた餅”だということでしたのでこれからどう進んでいくのか楽しみです。 

 もう少しつめてほしいかなぁと思います。 

 ひとり親の就職問題は各自治体が抱える問題であると思うが、弘前市でも商工会議所、

行政、民間等が一丸となってその問題に取り組んでいくことで、弘前の魅力向上につな

がると感じた。 

 

③講演：若者の「働く場」づくり ～サポステ運営からしごとづくりへ～ 

 Ｎ＝２３（参加者３４人） 

 

 

 

 

 

 

●コメント 

 宿泊型の就労支援施設など、一見強引に見える手法のようだが、手探りながらも年数を

かけてサポート体制を確立し、ほぼ一般の農業生産品と同等かそれ以上の商品を生みだ

すまでに成長させた、是非見習うべきプロジェクトであると思う。 

 働きたきたくても働けない若者たちもサポートシステムについてとてもわかりやすかっ

た。農業との関わりについても若者たちが積極的に活動している理由も理解できた。 

 支えるネットワーク作りが良い。 

 障害者の方は少しでも農業の仕事をお手伝いできますので、太田さんの取り組みには感

心させられた。 

 就労支援でありながら、質の良いものをつくり、それが社会の中で認められるというこ

とは、参加する若者にとって大きな自信となるのではないかと感じた。また、他の地方

都市と共同で事業を行うことで若者の活躍の場が広がっていくことは非常に素晴らしい

と感じた。 

 地方での人口減少が問題となるなかで、地方と地方で奪い合うのではなくつながりをも

つことで、対策していくという考えが素晴らしいと感じた。 

 ニートの発見方法について特に考えさせられた。自分自身、大学卒業後にすぐに就職を

決めることができなかったので、このような就労支援があれば空白期間を作らずいれる

ので大変重要だと感じた。 

 

④女性や若者が地域の戦力として弘前市で活躍する可能性について 

 Ｎ＝２３（参加者３４人） 

 

 

 

１：とても良かった 11 47.8%

２：良かった 5 21.7%

３：普通 1 4.3%

４：あまり良くなかった 0 0.0%

５：悪かった 0 0.0%

６．無回答 6 26.1%

合計 23 100.0%

47.8%

21.7%

4.3%

0.0%
0.0%

26.1% １：とても良かった

２：良かった

３：普通

４：あまり良くなかった

５：悪かった

６．無回答

１：可能性がある 17 73.9%

２：可能性はない 0 0.0%

３：わからない 4 17.4%

４．無回答 2 8.7%

合計 23 100.0%

73.9%
0.0%

17.4%

8.7%

１：可能性がある

２：可能性はない

３：わからない

４．無回答
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●コメント 

 意欲のある方、行動する方には可能性があると思います。 

 行政だけに頼るだけでなく地域に住む人たちがどれだけ関わりが持てるかどうかに関わ

ってくると思います。応援してくれる人が多くなることを期待しています。 

 意識改革を進められるとうまくいく。 

 太田氏のお話を聞き、りんご農家での可能性はあると感じた。 

 学都である弘前には県内外を問わず若者がたくさんいるが、それを受け入れることがで

きる企業がすくなすぎる。特に大卒者を受け入れることができるのが銀行か公務員しか

いないことを改善できれば可能性は十分にあると思う。 

 

⑤女性や若者が活躍する「働く場」づくりに必要なことは何ですか？（３つまで） 

 Ｎ＝２３（参加者３４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●コメント 

 余裕を持って働きたい母子家庭の女性と余裕があまりない地域企業との求めるもののギ

ャップを埋めるのは簡単ではないだろう。 

 社会全体でお互い支え合えられる地域づくりが必要だと思います 

 尊厳、プライド 

 女性と若者の働く場づくりに必要なことは共通しない部分も多いと思うので、この枠に

分けてほしかった。 

 

【自由記述】 

 ニート、障害者が就労しやすいのは農業が一番だと思った。仕事そのものはきつくて

も、対人関係のストレスが少ないことの方が、そういった人たちには重要だと思う。 

 今の時代だからこそ人とのつながりが大事だとわかりました。 

 成功のイメージの共有 

 最後の「交流人口を増やす」というお話が新しい視点でした。 

 プライベートで、弘前公園で若者向けのイベントを運営しているので、そのボランティ

アスタッフとして就労支援の形で何らかできないか考える大きなきっかけとなった 

 

  

１：本人の能力・適性に合った配置 10 43.5%

２：職場での意思疎通の工夫 4 17.4%

３：成果に見合った賃金体制や明確な人事評価 5 21.7%

４：在職中の教育訓練等の支援 1 4.3%

５：仕事と子育ての両立支援 6 26.1%

６：労働時間や休暇面での配慮 14 60.9%

７：企業内支援者の育成 13 56.5%

８：創業・起業の支援 8 34.8%

９：余暇や居場所などの業務外の生活支援 1 4.3%

１０：その他 0 0.0%

１１：無回答 1 4.3%

合計 23 100.0%

回答総数 62 269.6%
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配
慮

７
：
企
業
内
支
援
者
の
育
成

８
：創
業
・起
業
の
支
援

９
：
余
暇
や
居
場
所
な
ど
の
業
務
外
の
生
活
支

援

１
０
：
そ
の
他

１
１
：無
回
答
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Ⅳ．ひろさきワーク・チャレンジプログラムヒアリング調査 

１．ヒアリング調査概要 

（１）目的 

「ひろさきワーク・チャレンジプログラム」策定に向けて、当市の就労支援施策の現状

と課題の抽出・分析。 

（２）ヒアリング先並びに実施期間 

２０１６年１月７日、２月１～３日、２月８～９日 

２１機関・部署 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ヒアリング先 役職等 担当者 ヒアリング

1月7日 9:30 ～
津軽障害者就業・生活支援センター（社会福祉法人
七峰会）

所長
サービス管理責任者

高橋　正安
小山内　猛

西岡・田岡・四
井

1月7日 11:00 ～ ひろさき若者サポートステーション（株式会社ＩＭＳ） 統括コーディネーター 成田　治
西岡・田岡・四
井

1月7日 14:00 ～ 中南地域自立相談窓口（ＮＰＯワーカーズコープ）
相談支援員
相談支援員

森　岩樹
笹原　敬大

西岡・田岡・四
井

2月1日 13:30 ～ 青森県立精神保健福祉センター 精神保健医長 菅原　典夫 田岡、四井

2月1日 16:00 ～ (社福）弘前市社会福祉協議会
自立支援相談室　係長
（主任相談支援員）

成田　年正 田岡、四井

2月2日 9:30 ～ 学校法人弘前学院　弘前学院大学 社会福祉学部　教授 葛西　久志 田岡、四井

2月2日 11:00 ～ 弘前大学　地域未来創生センター
ｾﾝﾀｰ長、人文学部教授
（経済学博士）

李　永俊
西岡、田岡、四
井

2月2日 13:30 ～ 弘前公共職業安定所（ﾊﾛｰﾜｰｸ）
次長
専門援助部門　統括職業指導官

渋谷　喜好
今　優子

田岡、四井

2月2日 15:00 ～ 弘前市　商工政策課（就労支援担当）
就労支援係　係長
就労支援係　主査

太田　泰輔
山﨑　幾子

田岡、四井、蒔
苗

2月2日 16:30 ～ 弘前大学　学生就職支援ｾﾝﾀｰ 副ｾﾝﾀｰ長、准教授 小磯　重隆 田岡、四井

2月3日 10:00 ～
ジョブカフェあおもり公益財団法人　21あおもり産業総合
支援ｾﾝﾀｰ

所長
次長

三浦　時人
黒滝　知信

田岡、四井

2月3日 13:00 ～ 青森県　商工労働部　労政・能力開発課
地域雇用対策グループ　主幹（若年者）
地域雇用対策グループ　主事（中高年）
地域雇用対策グループ　主査（障がい者）

今村　裕希子
江良　麻湖
岩崎　聡

田岡、四井、太
田（耕）、太田
（泰）

2月8日 11:00 ～ 国保年金課・介護福祉課・収納課（徴収担当）
国保保険料係　係長
収納第一係　主事
介護保険料係　係長

相馬　延承
穐元　晋
工藤　和法

田岡、四井、蒔
苗

2月8日 13:00 ～ 介護福祉課（地域包括・総合事業担当） 地域支援係　係長 清藤　留理子
田岡、四井、蒔
苗

2月8日 14:00 ～ 生活福祉課（就労支援担当） 保護第５係　係長 工藤　信康
田岡、四井、蒔
苗

2月8日 15:00 ～ 子育て支援課（ひとり親担当）
家庭支援係　主査
母子父子自立支援員

佐藤　康行
鎌田　智恵子

田岡、四井、蒔
苗

2月8日 16:00 ～ 福祉政策課（障がい就労支援担当）
障がい福祉係　主幹
障がい福祉係　主査
障がい福祉係　主査

石澤　容子
佐藤　龍太
澤居　吏香子

田岡、四井、蒔
苗

2月9日 9:00 ～ 健康づくり推進課（引きこもり等心の相談事業担当） 成人保健係　主査 鳴海　悦子
田岡、四井、蒔
苗

2月9日 10:00 ～ 教育委員会（就学援助担当）
学務健康課　学務係　係長
学務健康課　学務係　主事

成田　隆義
三上　宗臣

田岡、四井、蒔
苗

2月9日 11:00 ～ 財産管理課（市営住宅担当）
財務部財産管理課　住宅係　主幹兼係長
財務部財産管理課　住宅係　主査

工藤　繁志
佐々木　健一

田岡、四井、蒔
苗

2月9日 13:00 ～ 公益社団法人弘前市シルバー人材センター
事業兼総務課長
業務課主事

永野　賢一
大瀬　將史

田岡、四井

日時
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（３）ヒアリング項目 

■就労支援機関 

・施設概要・組織体制 

・相談者、利用者等の状況 

・就労支援内容 

・相談経路、相談者・利用者へのアウトリーチ（把握するため）の仕組み、広報体制 

・就労先の状況、アフターケアの取り組み 

・連携ネットワーク 

・就労困難者（就労未経験者、障害者、長期失業者、高齢者、母子世帯等）への対応等 

・その他課題 

 

■庁内窓口等 

・組織体制 

・支援の内容、実績等 

・相談経路、相談者・利用者へのアウトリーチ（把握するため）の仕組み、広報体制 

就労先の状況、アフターケアの取り組み 

・連携ネットワーク 

・就労困難者（生活困窮者（就労未経験、長期失業）障がい者、高齢者、母子・父子世帯

等）への対応等 

・その他課題 
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２．ヒアリング結果一覧 

  組織・機関 対象 コメント

発見・把握 ★★☆☆☆

相談 ★★★☆☆

連携 ★★★☆☆

就労支援 ★★★☆☆

企業連携 ★★★★☆

発見・把握 ―

相談 ―

連携 ―

就労支援 ―

企業連携 ―

発見・把握 ★★☆☆☆

相談 ★★☆☆☆

連携 ★★★☆☆

就労支援 ★★★☆☆

企業連携 ★★★☆☆

発見・把握 ★★☆☆☆

相談 ★★☆☆☆

連携 ★☆☆☆☆

就労支援 ―

企業連携 ―

発見・把握 ★☆☆☆☆

相談 ★★☆☆☆

連携 ★☆☆☆☆

就労支援 ★☆☆☆☆

企業連携 ★★☆☆☆

発見・把握 ★★☆☆☆

相談 ★★★☆☆

連携 ★★☆☆☆

就労支援 ★★☆☆☆

企業連携 ★★☆☆☆

全般

生活保護受給者等就労自立促進事業（専任1名、就労支援ナビゲーター2名）
生活保護、児童扶養手当受給者、生活困窮者が担当＝専門援助部門
就労に結びつく割合は生活保護で62人中48人。児童扶養手当で23名中13名。期間雇用が多く、保護脱却は難しい。
GATB（厚生労働省編 一般職業適性検査）等による適性診断を実施。
就労困難者の受入という点では連携しているが、その後の支援における社協や市等との連携は弱い。
２０１５年９月に有効求人倍率は１．０を超過したが、景気回復だけでなく5年前と比して求職登録者2,000人減の影響も。

弘前公共職業安定所
（ハローワーク）

制度の狭間である45歳以上の就労支援として中高年就労支援事業（19,697千円。IMSへの委託。県独自事業）
カウンセリング（646回、156人）、６市×４回のセミナーなど
1日1800円を企業に支払う短期職場実習制度。実績は障害者2014年40件、2015年37件。中高年0件（県独自事業）
ＵＩＪターン窓口を東京に開設し、無料職業紹介を実施。登録者には青森の求人情報を提供している。

津軽障害者就業・生活支援センターは、300人弱の登録者。スタッフ5名、ジョブコーチ2名
知的障害がメインで大卒で就職困難な発達障害も多い。
毎年、10名前後が就職。清掃、スーパーのバックヤード、EMのほか、個人農家など
農福連携として、リンゴ、米、野菜の三種類で障害者の雇用を実施している。
さくらジョブネット＝支援学校卒業者の就職支援のための企業ネットワーク46社（弘前25社）

精神保健分野での弘前医療圏は、愛生会、健生病院、大学附属病院の３つの病院が柱。
弘前保健所での相談業務は2週に１回（年6回ｘ4人の医師）
ハローワークから、精神科への受診を勧められてくるケース
鬱や統合失調が多く、発達障害は少ない。就労支援などは保健師が担っている。
若手の医師不足、保健師の業務過多などが問題。医師の高齢化で病院が閉院する可能性もある。

全般

障害

障害

青森県　商工労働部
労政・能力開発課

津軽障害者就業・生活
支援センター

（社会福祉法人　七峰
会）

青森県立精神保健福祉
センター

ひろさき若者サポートス
テーション

（株式会社ＩＭＳ）

ジョブカフェあおもり
公益財団法人21あおもり
産業総合支援センター

2.5名体制（統括1名、常勤1名、非常勤1名）。　サポステの認知が13％程度しかない。
登録者の6割くらいが障害の疑いがある。本人が自覚していたり、病名があるのはその4割程度。
長期引きこもり・障害をもつ若者への支援を短期間で行うのは難しい。前事業者との引き継ぎが不十分。
新規登録者数は35名（H26年度）、来館者数はのべ347名（男性155名、女性170名、保護者22名）。
利用に際してはハローワークとの連携が今後の課題。
就職者は8名。事務職、製造業、農業など。そのほとんどがステップアップ（継続支援）を希望している。

サテライトスポット弘前　新規登録者数（H26＝352名、H25＝203名）
H26年度（カウンセリング720名、職業相談1,684件、ジョブカフェ端末利用434件、求人情報端末利用8,959件）
就労困難者というより、主に新卒予定者、離職者（高卒）へのキャリアアップ等を目的とした就職支援
職場体験はジョブカフェあおもりが主体、1000社の登録のなかで実施は300社程度あるが、期間も短く、体験止まり。
就労支援センターとの連携、サポステ、ハローワークとの連携が弱い。

評価

若者

若者
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  組織・機関 対象 コメント

発見・把握 ☆☆☆☆☆

相談 ☆☆☆☆☆

連携 ☆☆☆☆☆

就労支援 ☆☆☆☆☆

企業連携 ☆☆☆☆☆

発見・把握 ★★☆☆☆

相談 ★★☆☆☆

連携 ★★☆☆☆

就労支援 ★☆☆☆☆

企業連携 ☆☆☆☆☆

発見・把握 -

相談 -

連携 -

就労支援 -

企業連携 -

発見・把握 ★☆☆☆☆

相談 ★☆☆☆☆

連携 ★★☆☆☆

就労支援 ★★★☆☆

企業連携 ★★★★☆

発見・把握 ★★★★☆

相談 ★★★★☆

連携 ★★★☆☆

就労支援 ★★★☆☆

企業連携 ★★★☆☆

発見・把握 ★★☆☆☆

相談 ★☆☆☆☆

連携 ★★☆☆☆

就労支援 ★★★☆☆

企業連携 ★★☆☆☆

主任相談員１名、相談員兼就労支援員２名（それぞれ学習支援、ふれあい相談の兼務）
新規相談１４０件、利用申込３３件、就労１２件（短期就労含む）。男性が多く、３０ー４０代が多い。
相談者は市役所関係の窓口からの誘導が中心。
支援調整会議は月１回（市役所生活福祉、ハローワーク等）、細かい支援プランはつくれていない。
就労支援は、ハローワークの支援事業へ紹介がメイン。
障害がある場合は、津軽障害者就業・生活支援センターにつなぐこともある。
ホームレスも3件ほどいたが、基本的には具体な支援がなく路上のまま、生活保護への支援を行っている。

県独自事業、就職困難な45歳以上が対象
中高年就職支援リーフレット、キャリアカウンセリング、再就職支援セミナーの実施（IMSへの委託）
短期職場実習は実績がまだない。
※県の担当者へのヒアリングのみ

中南地域自立相談窓口
（ＮＰＯワーカーズコー

プ）

自立支援相談室
(弘前市社会福祉協議

会）

あおもり中高年就職支援
センター

（株式会社IMS）
中高年

事務局長以下、10名のスタッフ。　60歳以上を対象に、845名の会員（平均70歳以上）への就業支援。就業率92％
公共割合は少なく、草取り、剪定、薬剤散布などの仕事が多い。職群ごとにグループ化、請負単価＝最賃以上＋手数料10％
清掃（ゴミ収集）の補助員、スーパーの集配、ホテルの調理補助、バスの運転手などの派遣も実施。
登録者の7割が低年金で働かないと生活が苦しいケース。生活保護は収入認定があるので就労意欲が薄い。
最近1年半、2人で週5日の企業開拓、これまで1000件を超える企業のリストがあり、有料職業紹介も取得している。
2015年度は55歳以上を対象とした研修事業シニアワークプログラムを実施。

弘前就労支援センター（ヒロロ３F）＝基本的には受付のみで、相談にのったのは１件のみ（H26）
若年者と女性のための資格取得支援事業＝（40歳未満の男性と、全年齢の女性）では、マンツーマンでヘルパー、医療事務等の
資格取得支援を実施。50名の受講者のうち43名が就職（7名も受講中に就職している）
中高年労働者等技能資格取得支援事業＝35歳以上にフォークリフト、クレーン、玉掛け等の技能講習。
リーマン・ショック以降、毎年200社ほどの企業訪問して、求人開拓と制度説明を実施。今年度からは50社のみ。
障がい者・新規高卒者の雇用奨励金制度（弘前市独自）

※2016年1月よりワーカーズの独自事業として、「みんなの居場所　びあびあ」をヒロロの多目的室で実施
※正式なヒアリングは未実施

公益社団法人弘前市
シルバー人材センター

商工政策課
（就労支援担当）

弘前大学
学生就職支援センター

（小磯先生）

高齢

キャリア教育、就職ガイダンス、インターンシップ、公務員・教員試験支援など
相談件数は、3年生、262名、4年生695名（H26年度）など、延べ1084件の相談（うち既卒者20件）
学生数は、1学年あたり1300人強。学部卒の就職率は97.4％（実数としては、90％）
未内定で卒業した既卒者に対して、3年間の就労支援を実施している。
就職先としては、青森30.5％、北海道・東北39.0％、関東24.8％、その他5.7％
学生の青森志向は高いが、青森県外への転出は奨学金の支払いなど現実的な判断によるところが大きい。

評価

生活困窮

生活困窮

弘前大学
卒業者

弘前市
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  組織・機関 対象 コメント

発見・把握 ★★★★☆

相談 ★★☆☆☆

連携 ★★★☆☆

就労支援 ☆☆☆☆☆

企業連携 ☆☆☆☆☆

発見・把握 ★☆☆☆☆

相談 ★★☆☆☆

連携 ★★☆☆☆

就労支援 ☆☆☆☆☆

企業連携 ☆☆☆☆☆

発見・把握 ★★☆☆☆

相談 ★★☆☆☆

連携 ★★☆☆☆

就労支援 ★★☆☆☆

企業連携 ☆☆☆☆☆

発見・把握 ★★★☆☆

相談 ★★★☆☆

連携 ★★☆☆☆

就労支援 ★★★☆☆

企業連携 ★☆☆☆☆

発見・把握 ★☆☆☆☆

相談 ★☆☆☆☆

連携 ★★☆☆☆

就労支援 ★☆☆☆☆

企業連携 ★☆☆☆☆

発見・把握 ★★★★☆

相談 ★★★★☆

連携 ★★★★☆

就労支援 ☆☆☆☆☆

企業連携 ☆☆☆☆☆

税金、国保、介護保険の納付が難しい人が相談に乗っている。滞納者が1万人。電話相談、訪問相談
国保は、社保から国保に代わった人を把握できる。（多くが失業者）市役所内他課への情報提供は難しいのが現状
中小企業勤務でも国保が多い。国保の保険料の減免実施が、国保加入世帯の6割。
市民生活センター（ヒロロ3F）（貸付事業（岩手信用生協の青森県支部）を行っている）、法テラス、社協、生保との連携。
社協でFP（ファイナンシャル・プランナー）による相談をやっているが、収納課独自でもFPによる相談会を次年度検討中
※岩手信用生協が実施する多重債務者等の支援事業で生活資金相談や消費者救済資金貸付制度等

日常生活圏域ごとに7箇所の地域包括支援センター（社会福祉法人6つ、医療生協１つ）
生活支援協議会（シルバー人材、ケアマネ協会、社協、民生児童委員協議会、地域包括）＝介護予防が目的
虐待などの問題発見はほとんどない。見つけた場合は世帯分離して、生保受給から特養入所というケースが多い。
ヘルパーの人材も足りない、特に過疎地域では特にヘルパーが来てくれないのが実態。
一方で、利用者も減少している（低所得のため利用できない可能性）

生活保護受給世帯への就労支援（指導員7名、ケースワーカー38名、就労支援員2名（元校長・ハローワークのOB)）
稼働年齢層で阻害要因がない就労支援対象＝348名。　190名は通常のケースワーク（うち67名が就労開始）
就労支援員は市役所内での面接・助言が中心。
就労自立促進事業（ハローワーク）　66名利用（うち26名が就労開始）、社協からの紹介は1名のみ。
就労支援プログラム（就労支援員の同行支援、相談支援）　92名利用（うち10名が就労開始）
就労まで結びついても保護廃止は10件程度と少ない。障害疑いも多い可能性があるがフォローできてない。

児童扶養手当受給世帯2500世帯（うち15％が父子）　離婚が多い（離婚前からの相談も多い）
母子家庭等高等職業訓練促進事業＝月10万を受給しながら看護師、保育士の資格取得支援。就職率ほぼ100％。
母子自立支援プログラム、母子家庭自立支援教育訓練給付事業もあるが利用はほぼ無い。
母子寡婦福祉連合会による職業紹介（求人票）、学習支援事業（現在、5世帯程度）などを実施、連携。
児童扶養手続きの更新時期に就労状況の確認はできる。　その他、弘前市子育て応援企業の認定（8社）など。

介護福祉課（地域包括・
総合事業担当）

生活福祉課
（就労支援担当）

子育て支援課
（ひとり親担当）

福祉政策課
（障がい就労支援担当）

健康づくり推進課
（引きこもり等心の相談

事業担当）

国保年金課・介護福祉
課・収納課
（徴収担当）

就労継続支援事業所A型9事業所、B型17事業所。今年度6事業所が増え、利用者も1302人から1560人に増加。
一般就労へは31名が移行している。一般就労への取り組みが弱い。
青森県全体での平均賃金、A型（雇用型）62,076円、（非雇用型）22,554円、B型12,687円
特別支援学校からの就職は、津軽障害者就業・生活支援センター（就学委員会）が、さくらジョブネットとの連携で支援。
精神疾患からの地域移行支援は、藤代健生病院系列の５事業所との連携がメインとなっている。
係としては手帳の発行、事業所申請手続きなどの業務が中心

こころの健康相談＝電話相談（19人、延べ133人）加え、保健センターでの実施（23人、延べ30人）
昨年度は5件ほど引きこもりの相談。弘前ひきこもりを考える親の会「かたつむり」が月1回、引きこもり支援
市内を24地区に分けて、保健師が相談対応。町会ごとに健康づくりサポーターを募集して350人ほどが登録。
こんにちは赤ちゃん事業で9割近くの子育て家庭を訪問している。
経済困窮は生活福祉や社協に相談する。法テラス、生民生活相談センターとも連携している。
今年度、岩木地区、時敏地区で健康実態調査を実施予定。その際にひきこもり等の実態調査も可能。

弘前市

評価

弘前市

弘前市

弘前市

弘前市

弘前市
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組織・機関 対象 コメント

発見・把握 ★★★☆☆

相談 ★★☆☆☆

連携 ★★☆☆☆

就労支援 ☆☆☆☆☆

企業連携 ☆☆☆☆☆

発見・把握 ★★★★☆

相談 ★★★☆☆

連携 ★★★☆☆

就労支援 ★☆☆☆☆

企業連携 ☆☆☆☆☆

発見・把握 －

相談 －

連携 －

就労支援 －

企業連携 －

発見・把握 －

相談 －

連携 －

就労支援 －

企業連携 －

25団地、2000戸。介護事業者が常駐している団地、緊急通報システムが整備された団地もある。
単身向けは空室待ち（50人程度）の状況。家族向けは空きがある。
住宅の収納率は90％強（1割が滞納）、入居者同士のトラブル（雪かき、共益費の集金）にも対応している。
入居者には収入申告の義務があるため、所得の把握が可能。
高齢単身が多いほか、障害や生活保護など。経済的な相談には生活福祉への同行支援も行っている。
収入認定時（2016年度から６～７月）に世帯内稼働年齢層の無業状態を把握することは可能。

・若者の就労支援が専門。　青森では10人に１人が無業状態。今はひきこもれる場所がある。
・東京に行ってほしくないから、勉強させないという悪循環もあるのではないか。
・就労支援と連携した雇用づくりが重要。
・りんご産業はあるが、伝統的な出稼ぎ産業であり、地縁血縁産業。「流通・加工」を含めた季節の労働重要安定が課題。
・シードルをつくるという工場をやっている若者がいるが、20人未満で小規模・機械化など雇用拡大には向かない可能性。
・ボランティア学生をつかった学習支援事業のサポートや、　中山間地域での除草やしめ縄づくりの手伝い実施など

財産管理課
（市営住宅担当）

弘前大学
地域未来創生センター

（李先生）

弘前学院大学
（葛西先生）

地方では、病気を隠したいというケースが多い。障害を隠してハローワークに行く人が多い。
手帳取得を希望しないケースではサポステとの連携は重要だが、具体の形が見えない。
障害者の居場所事業がもっとあってもいいのではないか。支援につながる定まったルートがない。
病院、事業所は系列ごとに縦割りの可能性がある。連携が難しい。
弘前ドライ、アオレン、弘果の3社＝障害者の就労支援、精神障害者の地域移行支援の受入
つがる野工房＝障害者就労移行では、精神障害の受入

教育委員会
（就学援助担当）

就学援助事務＝給食費の免除、学用品費等の援助。全体で16-17％が就学援助の対象。微増傾向。
フレンドシップ事業＝何らかの事情で、学校に行けない子どもが教育センターで出席ができる仕組み。
就学援助等の把握は生活福祉と連携することもあるが、基本は収入申告をうけて、支援は学校を通す形。
大規模中学ではカウンセリングを実施しているが、学校単位の対応で教育委員会では把握が難しい。
不登校児童・生徒＝小学校：２２人（児童数7,619人の0.02％）、中学校：９８人（生徒数4,183人の2.34％）
中学卒業時に課題を把握した生徒であっても、卒後は介入がむつかしい。

有識者

評価

弘前市

弘前市

有識者
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３．ヒアリングで見えてきた課題 

ヒアリングで把握した現状を踏まえ、当市の就労自立支援の課題を「発見」「相談・就労

支援体制とネットワーク」「企業連携」の３つの視点で整理した。 

なお、３つの視点から整理を図ったのは、従来型の労働施策ではなかなか反応しない潜在

的な労働力・人財という視点での「発見」であり、従来の支援がどのように機能しているか

という視点での「相談・就労支援体制とネットワーク」であり、りんご産業にとどまらず地

域の企業等と連携した就労支援体制の確立という視点での「企業連携」である。 

 

（１）発見 

■経済状態からの発見を次の手立て 

・収納課・教育委員会・財産管理課など経済状態は把握しているが、担当レベルでの対

応が中心となり、仕事の相談であれば「ハローワーク」、福祉が必要であれば「生活

保護」へのリファーが中心。 

■健康面（保健）・教育現場での情報の活かし方 

・地縁の強い地域では「福祉」からのアプローチを敬遠する市民も多く、保健センター

を中心とした「健康」からのアプローチは可能性がある。 

・教育委員会では不登校児童を捕捉しているが、卒後のアプローチが困難。 

 

⇒全庁的な情報共有体制の整備 

⇒市民と接点を有する保健センターや収納課等の窓口のアウトリーチ機能を明確化 

⇒申請主義から隠れたニーズを発見する窓口職員の人材養成強化 

 

（２）相談・就労支援体制ならびにネットワーク 

■属性別・課題別の縦割り相談支援体制からの脱却 

・障がい・高齢・母子など属性別の相談体制は適切に機能しているものの、他部署との

横断的な連携が必要なケースや属性別の制度が思い当たらない場合は、ハローワー

クや生活保護窓口へのリファーと限定的となっている。 

・年齢別の就労支援は青森県事業の実施により隙間がない。１６～３９歳までの若年者

はわかものサポートステーション、４４歳まではジョブカフェあおもり、４５歳以上

はあおもり中高年就職支援センターが就労支援を担っている。若者サポートステー

ション、あおもり中高年就職支援センターは弘前市に拠点を有するＩＭＳが受託し

ているものの、認知度やつなぎ先として十分機能・活用されているとは言い難い。 

・生活困窮者自立支援事業における就労準備事業や一時生活支援事業は未実施であり、

既存制度に該当しないケースにおいては、具体的な支援策がみあたらない。 

■能力開発・就職試験対策等に限られる就労支援 

・資格取得講座や履歴書講座、面接対策講座など能力開発ベースの就労支援が中心であ
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る。職場体験等の現場における能力開発については、県と市事業ではその対象を広げ

ているものの、活用実績は「障がい者」「学生」に限定的。 

・日常生活支援や社会生活支援などを展開する居場所的な取り組みはヒロロでのワー

カーズコープ事業が端緒についたところ。 

・シルバー人材センターでは１０００件をこえる企業や個人宅からの業務委託がある

ものの、こうした「出口」の活用は６０歳以上の会員に限定されている。 

■ボランティアバンク等と連携した支援体制構築 

・弘前市には６つの大学があり、人口１８万人の地方都市としては学生が多い。学習支

援事業では弘前大学の学生ボランティアが活躍し、被災地支援にもその領域を拡大

するなど、学生が地域資源でもある。 

 

⇒県・市・関係機関など各相談窓口の実施内容を把握する機会が必要 

⇒支援プランの精度を上げるためのプラン策定アドバイザーなどの配置 

⇒生活困窮者自立支援事業を活用した対象を限定しない各種支援事業の構築が必要 

⇒大学生などボランティア人材の積極活用 

⇒シルバー人材センター等をはじめとする「出口」の訓練的現場への開発が必要 

 

（３）企業等への支援アプローチ 

■人材需要の高止まり 

・弘前ハローワークの有効求人倍率は１９６３年の測定以来、初めて１．０を超えるな

ど企業やりんご産業の人材ニーズは高止まり。 

・弘前大学学生就職支援センターでは地元志向が高いものの、収入面から東京などの都

市圏での就職をせざるを得ない実態がある。 

■弘前市独自の人材確保面からの企業へのアプローチ 

・企業の求人ニーズへのアプローチはハローワークに限定されている。例外としては、

属性別の障がい者であればさくらジョブネット（４６企業）、高齢者であればシルバ

ー人材センター（個人含め１０００件）があるものの、その他の属性の方はハローワ

ークの利用を推奨するにとどまっている。 

・ハローワークは稼働年齢層であり一般就労を目指す方が利用者の中心であり、マッチ

ング時に業務等の調整を実施することは困難。弘前市独自の職場体験事業等の有効

活用にむけて、企業への人材確保面からの窓口が必要。 

 

⇒人材ニーズのある企業等への雇用管理・労働力開発等のアドバイス 

⇒弘前市独自の無料職業紹介・地方版ハローワークの開設 

⇒福祉・商工労働横断型の訓練付き就労機会の開発と推進 

⇒人材確保・育成等の市の重点分野の設定による地元志向の高い学生のマッチング  



 

72 

 

Ⅴ．ワーク・チャレンジプログラムの推進にむけて 

１．推進体制について 

（１）推進体制の目指すもの 

ヒアリング等により明らかとなった当市の就労自立支援の３つの視点から見た課題へ

の対応を図るために、ひろさきワーク・チャレンジプログラムの推進体制を整備する。整

備に際しては、就労自立支援システムを必要とする層はさまざまな要因で既存の雇用シ

ステムの利用から遠ざかっている傾向があること。当市においても有効求人倍率が１９

６３年の統計を取り始めて以来、初めて１．０を超える人不足の状況にあること。この２

つを意識しながら、包括的な就労支援の充実にむけた、「支援付き就労」の開拓に努める。 

つまり、ひろさきワーク・チャレンジプログラムの目指すものは、企業サイドに「育成

型の新たな人材確保手段」を提示し、利用者サイドには「キャリアを開く機会」を提供し

ながら、当市において「多様な人材」が活躍する「支援付き就労」を地域の労働市場形成

や地域社会を実現することである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）推進体制に期待される３つの基本機能 

「支援付き就労」の選択肢とプロセスを拡充することは、市役所内での各種相談支援の

利用者を人財として捉えなおすことであり、それぞれがめざす就労に安心して挑戦でき

るよう包括的な支援をめざすことである。これらのプロセス構築には、単にマッチングや

能力開発、雇用奨励金などにとどまらず、「生活支援を含むさまざまな支援を調整・提供

する過程」と「支援付き就労」を訓練や雇用等で受け入れる事業所の開発・拡大を図るこ

とが必要である。そのために『①相談ニーズ（人財）の発見』『②「支援付き就労を推進

する企業等の開発」『③包括的な支援の展開』の３つの基本機能から支援体制の整備を目

指す。 

自立就労支援
システム

雇用
システム

労働行政、労
使システム等

自治体・地域の
就労支援

在職者の職業教育訓練
キャリアアップ（転職等）支援ほか

就労継続（定着）の支援
キャリアアップ（転職等）支援ほか

包括的継続的支援
「キャリアを開く」支援ほか

支援付き就労（支援付き人材・労働力）に関する公共政策と役割分担の考え方

※雇用システムの不全は、自立就労支援システムの未形成と、そのため雇用システ
ム参加者が減少していることにも表れている。雇用システムが担う職業訓練におい
ても、就職や就労継続には自立就労支援が求められている。
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①相談ニーズ（人財）の発見 

・さまざまな相談窓口や事業等のネットワークを通じたひろさきワーク・チャレンジ

プログラムを活用する人財の発見 

→相談窓口等のネットワーク化 

→各種窓口への情報提供 

→相談従事者の研修など 

②「支援付き就労」を推進する企業等の開発 

・人材需要のある企業等を中心に、就業現場における「支援付き就労」を開発する。 

→企業へのひろさきワーク・チャレンジプログラム利用者や在職者の教育訓練の支援

などを通じた、多様な人材の戦力化支援 

→企業支援を推進する支援団体等を育成し、弘前商工会議所をはじめとする地域の企

業団体等と連携した就労支援の基盤づくり 

→企業へのアプローチの拡充を図る無料職業紹介所等の設置 

③包括的な支援の展開 

・誰もが安心してチャレンジできる包括的な相談支援を推進する。 

→重複する就労阻害要因を抱える困難なケースに対しての局内横断型の調整機能 

→ケースワーク研修などの企画 

 

（３）推進体制の構築にむけた「就労自立支援室」の開設 

３つの基本機能の確立にむけて２０１６年度より「就労自立支援室」を健康福祉部に設

置する。就労自立支援室の主な役割は、既存の福祉窓口等における相談ニーズ（人財）の

発見や包括的な支援の展開に欠かせない「庁内連携体制の構築」と人材需要のある企業等

と連携した「支援付き就労を実施する企業等の開発」である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

包括的な支援の展開

就労自立支援室
・庁内連携コーディネート

・人材需要のある企業等の
官民連携の推進

③

「支援付き就労」を推進
する企業等の開発

相談ニーズ（人財）の
発見

②①
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（４）「就労自立支援室」の役割 

就労自立支援室の主な役割は「庁内連携体制の構築＝ネットワークの構築」と「支援付

き就労を実施する企業等の開発＝企業への人材面からのアプローチ」であり、下記図のよ

うな、役割を担えるように努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①就労支援関係各課へのコーディネート（生活困窮者事業との共同・連携） 

・各相談窓口での発見をつなぎ、適切な支援機関等へのリファーをスムーズにすること

を目的に、就労自立支援室（ワーク・チャレンジ室：仮称）を一義的なつなぎ先とし

て位置づける。 

・就労自立支援室等において、インテーク・アセスメントをおこない、関係各課へリフ

ァーする。 

・支援プラン作成が必要な場合は、関係課を招集しケース会議を開く。 

・ケース会議等の精度向上に向けたケースワークなど、関係各課を招集した研修を開催

する。 

※ケース会議等の開催については、いずれも生活困窮者自立支援事業との連携・調整が

必要 

※全庁的な情報共有にむけた個人情報取扱については継続して検討する。 

【対応する課題】 

⇒全庁的な情報共有体制の整備 
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⇒市民と接点を有する保健センターや収納課等からのリファー先の明確化 

⇒申請から隠れたニーズを発見する窓口職員の人材養成 

⇒福祉が必要となる前のキャリア模索者等の発見機能 

⇒県・市・関係機関など各相談窓口の実施内容を把握できる機会・資料等 

⇒支援プラン精度の向上に向けた専門職の配置や人材育成 

②人材面からアプローチする企業窓口の開設 

・弘前市民の就労先企業の確保、弘前市に所在する企業の人材確保にむけ、弘前市なら

びに周辺地域等の市民と企業を対象とした無料職業紹介所を開設する。 

・無料職業紹介所においては、単なる職業紹介（マッチング）のみならず、企業への雇

用管理・労働力開発等も視野に入れたものを目指す。 

※シルバー人材センターならびに商工政策課等が保有する企業情報等の有効活用、情

報の一元管理等については、継続して検討する。 

【対応する課題】 

⇒人材需要の高止まりから、企業の人材確保に向けた、雇用管理・労働力開発等のアド

バイス 

⇒企業とのアプローチを可能にする、市独自の無料職業紹介・地方版ハローワーク等の

開設ならびに職業紹介機能を有する就労支援機関との連携強化 

⇒人材確保・育成等の市の重点産業の設定などによる地元志向の高い学生のマッチン

グや産業工程の標準化 

③就労支援資源の創出（生活困窮者事業の活用） 

・企業における就労のみならず、居場所や職場実習先等の確保に向けて、弘前市等のＮ

ＰＯや大学と連携したネットワーク構築のために、研修・連絡会議等への参加を呼び

かける。 

・中南地域生活困窮者自立支援窓口が弘前市に窓口を設置していることからも、連携し

た社会資源開発に取り組む。 

【対応する課題】 

⇒つなぎ先の社会資源の創出に向けた、生活困窮者自立支援事業等を活用した居場所・

仕事にもとづく訓練現場の開発 

④他市町村等の移住体験者受け入れ窓口 

・就労支援カレッジ事業等における他府県・都市部からの体験希望者等を登録し、関係

各課と調整しながら、必要な就労支援等を用意し、事業のスムーズな利用を図る。 

・特に受入側の調整に際しては、農林部のほか関係各課の後方支援体制を整備する。 

【対応する課題】 

⇒人材確保・育成等の市の重点産業の設定などによる地元志向の高い学生のマッチン

グや産業工程の標準化 

 



 

76 

 

（５）支援フローで見る就労自立支援室の位置づけ 

就労自立支援室の位置づけを支援フローから整理をすると、下記図のようになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■対象⇒限定しない窓口 

・限定しない窓口。対象を限定せずに各関係機関や地域での発見のつなぎ先 

■支援方法⇒抱え込まない支援 

・発見を次の具体的な支援につなぐために、相談ニーズの見極めと関係機関への適切な

リファーを実施。 

・庁内でのケース会議を定期的に開催し、チームによる支援をコーディネート。 

・庁内外での連携体制 

■出口開拓⇒人不足感のある企業と連携 

・無料職業紹介事業を実施し、人材需要のある企業における「支援付き就労」を開拓す

る。開拓に際しては、シルバー人材センターや商工政策課等が有する情報の活用・共

有を図る。ひとり親の就労支援では弘前商工会議所のひとり親家庭応援プロジェク

トと連携する。 

・「支援付き就労」の開拓・開発に際しては、専門家バンク（社会保険労務士・臨床心

理士・ジョブコーチ等）などを用意し、社会貢献のみならず、新たな「人材確保策」

としてアプローチ。 

 

就労自立支援室
【ワーク・チャレンジ室】 企業群

発見の強化 相談・就労支援体制整備 企業支援の強化

地域で
発見

相談で
発見

・生活困窮者制度と連携
した資源開発

・リンゴ産業等の市が指定
する強化産業への支援

・人材養成機能

・半就労等の就労支援型
生活保護の提案

・居場所
・作業所的就労
・職場実習

（就労訓練事業） 等

相談ニーズの見極めと
関係機関へのリファー

・産業工程の標準化
・企業向け研修

人材育成企業
（就労訓練等）

資源開発
（専門家派遣）

育成
第１のセーフティネット

第2のセーフティネット

最後のセーフティネット

生活保護
未捕捉層

長期ひきこもり層

キャリア模索
生活困窮の恐れ

相談窓口等来所
生活困窮状態

就労自立
（ＨＷ等の利用）

・期間限定の車所持等

無料職業
紹介

関係機関所有情報
の集約と整理

総合評価入札、公契約条例等
政策目的を持った育成

就労で発見

シルバー人材Ｃ

商工政策課
・就労支援機関整理
・研修開催

属性別からの脱却

庁内連携

収納課

就労自立支援室

子育て
支援

国保年金

生活福祉

障がい福祉

教育委員会

庁
内
連
携
・地
域
連
携
推
進

【ケ
ー
ス
会
議
（生
活
困
窮
者
制
度
と
共
同
）】

地域連携

社会福祉協議会

健康づくり
サポーター

民生委員つなぐ

各種福祉施策・制度
福祉に渡す

企業に
渡す

求人企業

生活困窮者自立相談
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２．ステッププランについて 

就労自立支援室の事業推進に際しては、一朝一夕で実現することはなく、４か年にわけ

たステッププランを用意しながら、計画的に事業の推進を図ることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①相談ニーズ（人材）の発見にかかるステップイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成28年度 平成29～30年度 平成31年度～

①相談ニーズ（人
材）の発見

□相談等ネットワーク拡充
（社会福祉協議会等）
□従事者養成
□自治体連携

□目標の数値化
□連携団体等の拡大
□自治体連携の拡大
□従事者養成

□目標の数値化

□連携の見直し強
化
□従事者養成

②企業等の開発・
連携の推進

□モデル企業等での試行

□企業支援策の研究・試
行
□企業等の開発
□無料職業紹介届出
□「農福連携」事業

□業種別取組み
□企業支援策の拡充

□生活困窮者自立支援
制度活用
□「農福連携」事業

□企業等コミュニ
ティ（キャリアラダー
と再就職支援）
□ひろさきWC協議
会

③包括的支援（体
制）

□ケース連携・支援調整
会議の推進
□支援付き就労の試行
□無料職業紹介届出

□多様な支援メニューの
調査研究（ひとり親、高齢
者等）
□従事者養成

□支援調整会議の推進、
チーム支援（支援プラン
精度向上）
□支援付き就労拡大

□支援メニュー開発（公
民連携）
□調査研究（若者等）
□従事者養成

□支援調整会議、
チーム支援

□支援付き就労拡
大

□支援メニュー開発
（公民連携）
□再就職支援
□従事者養成

保健医療福祉等の
社会サービスを利用
しながら、思い通りの
就労自立を実現した
い人

独力で就労や生活
の向上をめざしてい
る人（「助けて」と言え
ない人など）

雇用システムを利用
して、思い通りのキャ
リア形成が出来てい
ない人

「制度の狭間」の相談支
援ニーズを発見・対応

潜在ニーズの発見・対応

就労支援メニューが
惹きだす相談ニーズ

「タテ割り」の相談
支援とつながる

●庁内外の相談等のネットワーク
●包括的な支援の開始

●発見ルート等の拡大
●自治体連携ほか

生活困窮者自立支援制度
が当面めざしてる相談支援

ひろさきＷＣＰがめざす相談支援

※就労自立を阻害する困難、問題等・・・

11
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②企業等の開発・連携の推進に関するステップイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③包括的支援体制構築に向けたステップイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

期待する企業等

生産技術と人材育成の工夫可能

人材需要高い（人手不足）

人材育成に熱心

公民連携が可能

多様な人材マネジメント

継続・成長が期待できる

企業等の開発・拡大

業種別取組み

WC推進企業コミュニ
ティ形成へ

モデル企業等の開発
（無料職業紹介届出）

●「支援付き就労」の試行・拡大

●企業等への支援技術の向上（業
界団体・研究機関等と連携）

●庁内外の連携による企業等支援
メニュー拡充

●他の補助事業等の活用
●公民連携

相談支援のネットワーク
（「タテ割り」をつなぐ

●ケース連携
●従事者養成（集合研修）

●包括的支援の向上（支援調
整会議等のOJT）

●支援付き就労の試行・拡大
●無料職業紹介届出

●多様な支援資源の開発
●「支援付き就労」メニューの開発・推進
●支援付き就労のコーディネート、チーム支援等

多様な資源をベースにした就労自立支援の展開

しごとの創生ひとの創生

まちの創生

２．就業率アップ、広域の労
働力移動（流動化）も

１．多様な人材・労働力開発と
包括的支援 、自治体連携

４．「しごとの創生」「ひとの創生」を牽引する公
民連携事業の推進、事業リーダーの活躍

参照：「しごとの創生」と「ひとの創生」の政策パッケージ
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/pdf/20141227siryou4.pdf
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３．庁内外の連携の推進にむけた連絡会議の開催 

ワーク・チャレンジプログラムの策定に向けては、庁内外の各種窓口との連携を意識し

庁内関係各課を招集した連絡会議準備会と庁内外の就労支援機関、関係機関を招集した

連絡会議を開催した。２０１６年度以降もワーク・チャレンジプログラムの実践に向け継

続した開催を予定している。 

 

（１）「ひろさきワーク・チャレンジプログラム」の策定に向けた連絡会議準備会議事報告 

○日時 

平成２８年２月１８日（木）１６：００～１７：００ 

○場所 

弘前市民参画センター グループ活動室 

○出席者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

役　　職 氏　　名 備　　考

健康福祉部

福祉政策課 課長 赤石　仁 司会進行

課長補佐 三上　誠

主幹兼係長 石澤　容子 障がい福祉係

子育て支援課 課長補佐 石田　剛

主査 佐藤　康行 家庭支援係

生活福祉課 課長 境　浩司

係長 工藤　信康 保護第5係

介護福祉課 課長補佐 奈良岡　直人

係長 清藤　留理子 地域支援係

国保年金課 課長 成田　亙

係長 相馬　延承 国保保険料係

健康づくり推進課 課長 藤田　恵

係長 三浦　五月 成人保健係

経営戦略部

ひろさき未来戦略研究センター 総括主幹 澁谷　明伸 計画マネジメント担当

農林部

農業政策課 課長 三上　勇造

係長 木村　淳子 農業振興係

総括主査 藤田　知道 政策調整担当

りんご課 課長 佐藤　孝一

商工振興部

商工政策課 課長 工藤　純悦

主査 山﨑　幾子 就労支援係

事務局

大阪職業訓練センター 館長 高見　一夫

（Ａ’ワーク創造館） 田岡　秀朋

安田　拓也

福祉政策課 主幹 蒔苗　元 政策調整担当

主査 太田　耕介 政策調整担当

部　課　等



 

80 

 

○議題 

１．あいさつ 

・福祉政策課 課長 赤石 仁 氏 

・大阪地域職業訓練センター（Ａ´ワーク創造館） 館長 高見 一夫 

２．「ひろさきワーク・チャレンジプログラム」方向性について 

・プログラムの方向性 

３．「ひろさきワーク・チャレンジプログラム」連絡会議について 

・連絡会議の位置づけと今後について 

・今後の庁内体制について 

４．「ひろさきワーク・チャレンジプログラム」の取組経過について 

・人材養成にむけた取り組み 

・就労支援の実態把握に向けた取り組み 

５．「ひろさきワーク・チャレンジプログラム」の推進体制ついて 

６．その他 

 

○議事 

議題１～５ 報告 

議題６より 

赤石氏（福祉政策課長）：ただ今ありました説明に対して何かご意見を、私の方からした

ら、自由にご発言いただきたいと思います。 

渋谷氏（ひろさき未来戦略経営センター主幹）：保健センターに聞いても良いですか。訪

問したりすると、こう言う人（ひきこもり等）っていたりするものですか。 

藤田氏（健康づくり推進課 課長）：まだ健康づくりサポーターの訪問はしていないので。 

三浦氏（健康づくり推進課 係長）：訪問対象がちょっと違う。現在の訪問活動は認知症

や障がい、心の相談という観点で訪問することがある。そうした中ではひきこもり等を

発見することはほぼない。ただ、電話だけではわからない面が訪問により見えることは

ある。 

渋谷氏（ひろさき未来戦略経営センター主幹）：現在の訪問対象の方はあまり仕事をして

いないでしょうか。 

三浦（健康づくり推進課 係長）：仕事はしてないですね。相談を受けてきた中では、ゆ

くゆくは就労に繋げたいけれども何が原因でそうなっているのか。どうすればひきこ

もりでなくせるか。と言う相談です。ただ、私たちは診断をできないので、病院とか保

健所に繋げています。就労のあたりでは、若者サポートステーションに繋げています。 

田岡（事務局）：サポステが今年度から事業実施主体が変わったことってご存知でしたか。 

三浦氏（健康づくり推進課 係長）：場所も変わってということは、今年になって初めて

知った。 
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田岡（事務局）：サポステが変わったという事は珍しいことではありますが、サポステの

事業実施主体が変わったという事を市役所の中で共有されていない。この部分の共有

や情報の伝達をどうすればいいか。こうした状況は市役所だけでなく市民の方も同じ

だと感じました。「発見」と言う形で、ひきこもりの方はいませんかと言う形で訪問す

るとおかしなことになると思いますが、健康づくりサポーターさんが３５０名程度お

られるということで、訪問時にサポステさんのビラを配布するなど情報提供をすると

ころから、情報を市民のみなさんに伝えるというところから、連携できないかと言うこ

とをヒアリングの際にお話しさせていただきました。 

藤田氏（健康づくり推進課 課長）：現在の状況・体制では、協力は難しいというのが本

音です。はじまったばかりで、検診の受診勧奨などをどう進めていこうかというところ

で、動いているところです。ワーク・チャレンジでサポーターを使うというのは今のと

ころちょっと無理だということは言えますが、今後もサポーターにそこまでやっても

らうのか、と言うところは議論になると思います。 

蒔苗（事務局）：受診勧奨をしている中で、経済的なお話しになったりしますか。お金な

いから行けない。とか。 

藤田氏（健康づくり推進課 課長）：まだ訪問していないからわかりませんが、地域の人

だからいろんなところで噂や話を聞くでしょうが、地域だからこそ訪問した時に言い

たくないこともあるかと。 

赤石氏（福祉政策課長）：サポーターについては、今立ち上げたところですので、二兎を

追ってもダメだということで、まずは一点集中で健康づくりに取り組んで、余力があれ

ば、就労支援に繋げていくというのも一つのやり方だと思います。 

藤田氏（健康づくり推進課 課長）：サポーターを立ち上げた時に、就労支援の話は視野

には入っていなかったので、うまく回って来たときには考えてみます。ただ、地域のコ

ミュニティの中に健康づくりの人達が入ることも簡単ではありません。先進地域でも

１０年はかかったみたいです。現在では、心の相談では市民と関わりはありますが、就

労よりもその前の医師への受診などを誘導しているところです。 

赤石氏（福祉政策課長）：まあ健康も福祉もそうですし、先ずは社会復帰、最終的に就労

って形に導くという形になりますけども、まずは見守り体制や手帳取得など福祉サイ

ドの色が強いところを頑張ってそのあと就労ということですね。 

田岡（事務局）：就労分野の専門的な部分を保健センターにしていただくということでは

ないと思っています。ひきこもりの子どもを持つ親がどこに相談に行けばいいのか。そ

れを分からない・知らない状態があるのではないかと言う仮説です。そのため、健康と

いう観点で家庭訪問された時に、中高年就職支援センターやサポステのビラだけでも

情報提供できないか。家庭に訪問できるということはすごいチャンスです。ビラを配布

した後は、不安に思っていることがあれば、ご家族が支援機関に直接相談するのではな

いかなと考えています。就労支援のことで健康づくり推進課に電話かかってきた場合
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に、対応を求められることは違う話だとは思っています。まずは、既存の支援の周知広

報の部分で、ご協力いただける可能性はあるのかなと言う風に考えています。 

蒔苗（事務局）：明日の第二クールの研修会ですが、農業法人５０部。商工会議所青年部

１４０部の研修案内をしましたが、申し込みは商工会議所が０、一般法人さんは２件に

とどまっています。就労支援はこれまでになかった視点で、まずは企業への就労支援の

理解を深めるところから始めないといけないと思っています。障がい者雇用奨励金を

受給している企業に訪問し、研修会の案内をしましたが、Ｃａｎｏｎや弘前ガスで、ま

あ参加してみようかなと言うような感じにとどまりました。４月以降について、具体的

に対企業への庁内連携やアプローチ方法を明確にしたい。福祉関係では企業へのアプ

ローチに限界があり、この連携は特に必要かと。 

工藤氏（商工政策課 課長）：こういった就労支援事業を企業にどうやってＰＲするか。

訓練の場を提供いただくか。こうした事業の趣旨を企業に理解いただくことが一番難

しいところですね。プログラムを策定しても、企業には就労支援のイメージがわきにく

い。 

蒔苗（事務局）：企業訪問時にＰＲするような商売道具がないとだめだなと実感していま

す。研修の案内では陸奥新報の記事やカレッジ事業のポンチ絵、研修案内を持参したの

ですが、一番、興味をもち納得されていたのが陸奥新報の記事でした。 

藤田氏（健康づくり推進課 課長）：障がい者雇用は企業の義務として雇用率をクリアし

なければダメだというなかで、雇用をされていると思います。 

工藤氏（商工政策課 課長）：罰則規定はありますが、障がい者雇用をしている企業は社

会貢献的な考えやコンプライアンス意識を持っている企業だと思います。就労支援な

どの取り組みは、企業活動へのメリットの話がないとなかなか進まないと思います。 

藤田氏（健康づくり推進課 課長）：やみくもに企業に行くだけではだめなのか。 

蒔苗（事務局）：農家さんからも電話がありましたが、「宛名の名前が違うんだけど」と言

う位の問い合わせでしたから。周知するにもやっぱり何かメリットを感じてもらう、そ

のために何がアピールできるか。そうした意識が訪問の時に必要かと。 

木村氏（農業政策課係長）：受け入れてみて良かった。と言う農家さんの声があれば、じ

ゃあやってみようかと次の個人農家さんに広がる可能性はある。個人農家でも人手が

不足しているという悩みはあるので、個人の農家さんのクチコミや農業ひろさきなど

に掲載していくことと合わせて知ってもらえる。そうすれば、自分のところでもやれる

かなと思ってもらえる。大阪との協力関係も出てきたので、ちゃんと通年で受け入れる

ことはハードルが高いと思っている農家も事実ある。もう少しハードルを低く感じら

れる案内が必要。弘前のひきこもりや就労困難者も働ける仕組みになるんだよと言う

話をしたら、それなら聞きに行ってみようかな。と思えるくらいのところから始められ

れば。 

田岡（事務局）：シルバー人材センターの登録者の平均年齢は７０歳超えています。収穫
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期にはシルバーに１００件の農家さんから問い合わせがあるそうです。正社員や安定

雇用と言う概念になると、ハードルが高いと思います。ただ、短期の仕事でも一度働い

てみるという経験が２０代３０代にとってはすごい大事な意味をもつことがあります。

大阪でも全国各地でもよく聞く話ですが、生活困窮者？就職困難者？という言葉が出

た瞬間に、かなりしんどい人が来るようにイメージされる傾向があります。でも、実は

そうではありません。シルバー人材センターも福祉的な随意契約できる団体です。生き

がい的な就労と位置付けられる福祉的な就労そのもので、概念的には高齢者も就職困

難者層に入ります。就職困難者や生活困窮者の具体的なイメージは提示できていませ

んが、実際に就職困難者を受け入れていただいて、思っていたよりはできる。働きたく

ても何か応援がいる人々だと感じていただけると、非常にありがたいです。就労支援機

関も１０年以上ひきこもってた子をいきなり働けますといって、会社に送り出すこと

はしません。階段のようなメニューを用意しながら、やって行こうと考えていますので、

その点は共有していただけると助かります。受け入れをお願いする場合は、めちゃくち

ゃしんどい方ではない。ハローワークでは本人が面接を希望すれば、紹介するというル

ールがあるので、しんどい方でもハードルが高い企業に繋がざるをえないケースはあ

ります。この部分のミスマッチが企業からの不信感にもつながり、企業が受け入れてく

れないという悪循環にもつながります。このマッチングの部分でしっかりと調整して

いくというのがこの事業のポイントになります。論より証拠ではありませんが、一つで

もモデルをつくれるようにしていきたと考えています。ただ、この場にお集まりのみな

さんには、就職困難者や生活困窮者がめちゃくちゃしんどい人だけではないというイ

メージだけを共有していただけると助かります。 

渋谷氏（ひろさき未来戦略経営センター主幹）：企業へのインセンティブといいますが、

それだけではないと思っています。インセンティブとして金銭的な補てんをするだけ

でなく、障がい者であろうと、生活困窮者であろうと、短時間その作業をしてくれる人

を紹介してもらえると考えれば、企業も人手不足を補える手段になるのでは。雇用して

くれたら、企業へのインセンティブというのは違うと思います。 

工藤氏（商工政策課 課長）：必ずしも奨励金であったり、直接的な金銭のインセンティ

ブがないと企業は乗ってこないというわけではありません。ただ、企業にとっても製造

工程が改善できたり、コストが改善できるという事が理解いただかないとすすまない。

成功事例を１つ作って、他の企業もそれを見て、やってみようとならないと、広がらな

い。そのために、成功事例が出てきたら企業の取り組みを掘り下げ、意義を説明できる

ようにしないと、他の企業に提案は出来ないと思います。ですから、大阪の事例でも構

いませんので、Ａダッシュワーク創造館でイメージしやすい事例、例えば職種・業種別

の取り組みなどの提案があれば、企業はイメージしやすい。 

渋谷氏（ひろさき未来戦略経営センター主幹）：大阪の事例では、布団から中身を取り出

すとか、カバンづくりで端っこを切る作業だけをして貰って、職人のしごとの効率化を
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図ろうとしているのは聞いたことがあります。 

蒔苗（事務局）：一つの案ですけども、市役所の封入作業を集めて、糊付けの単純作業を

依頼したり、市役所を職場体験の場として活用する可能性はあるかと思います。 

工藤氏（商工政策課 課長）：企業を説得するには役所が先に動こうということですか。 

藤田氏（健康づくり推進課 課長）：とはいいながらも、企業は今まで働けていない人を

受け入れるには、リスクを考えるんではないでしょうか。いやな言い方ですが、一回教

えただけで働ける方がいれば、そちらから雇うのではないでしょうか。 

田岡（事務局）：それで良いと思います。人がいるのであれば。ただ、弘前ハローワーク

で１９６１年の測定以来、初めて有効求人倍率が１．０を超えました。ヒアリングでも

多くの方がりんご農家は担い手・後継者不足で、５年１０年したらダメになると感じて

いました。みなさん無意識のところで、人不足を感じているのだなと思っています。人

不足の波はどっと押し寄せています。企業の生産活動には人手が必要です。豊中市と土

佐町の事例では、そういった課題を抱えた人々を６０人ぐらい体験からはじめようと

送りだしました。そのうち１０人以上が土佐町に残り、移住もして仕事をしています。

受け入れた企業はこれまでの人手不足が解決し、生産拡大基調に入り、ビニールハウス

生産も始めています。人不足を解決して、生産活動が軌道に乗るという仕組みはあると

思います。人不足そのものが実は大きな課題です。ＥＭ総合ネットでは外国人研修生の

方を受け入れていますが、日本語が通じるか通じないかと言う点では、社会的な障害が

あるとも言えます。それでも受け入れようと考えるほど、人不足感をもつ企業はあると

考えています。 

工藤氏（商工政策課長）：１．０を超えたというのは、初めてですが１０月１１月１２月

と言うのはりんご関係の雇用が増えたということで、経常的に１．０を超えているわけ

ではありません。１月には０．８２に戻ったので、一般企業の人手不足感というのは、

そこまでではなく、特定の建設業や介護といった分野に人不足は偏っていると思いま

す。 

渋谷氏（ひろさき未来戦略経営センター主幹）：先ほども出ていた、問題がない人を雇用

したいと言うのは分かりますが、本当に人手不足で、いくら募集をしても集まらない。

ハローワークに募集しても集まらない。といったところに、こんな方はどうですかと言

う提案にに繋げていければ。 

藤田氏（健康づくり推進課 課長）：送り込むまでの支度も必要かな。特性を把握してマ

ッチングすることが大切。 

渋谷氏（ひろさき未来戦略経営センター主幹）：ハローワークは紹介して、企業側に雇っ

てもらうだけなので。 

工藤氏（商工政策課長）：長時間はダメだけども、細かい作業は得意と言う人はいるだろ

う。ただそこを受け入れてくれるところというのは、何か事例がないと手が出せないの

かなと。 
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渋谷氏（ひろさき未来戦略経営センター主幹）：ＥＭは農福連携の取り組みも進めていま

す。ＥＭの企業内支援者の千葉さんは、障がい者を受け入れ、対応した経験があります。

千葉さんは誰でもよいから受け入れるというのではなく、泉佐野から来る人がどんな

人か教えて欲しいと特性を確認しようとされています。これまでの経験で、長時間集中

できる子もいれば、機械いじりが好きな子などいろんなタイプがあるので、その人にあ

った仕事を提供していこうという形です。これまでの実績と経験もあるので、そういう

取り組みがあたりまえのようにできます。いまはＥＭの取り組みにとどまりますが、取

り組みを他のりんご農家やりんご関連産業に広めて、今回の事業の実績となり、公にな

っていくのかなと思います。マッチングがうまくいって広がって、泉佐野との取組も公

になっていくのかなと思います。 

田岡（事務局）：大阪の取り組みが先進的ですと言っていますが、豊中でも１０年かかっ

た取り組みです。就職困難層への就労支援を行う地域就労支援事業が大阪で始まり、現

在の支援メニューをそろえるのには１０年かかっています。釧路市の櫛部さんも生活

保護の運用に半福祉・半就労の概念を持ち込み、庁内的にやって行こうと合意を得られ

るまでに１０年かかると話されています。２０１６年度に弘前市のとりくみが始まり、

すぐにマッチングができるような即効性がある簡単なものではないとは考えています。

ただ、市役所の中だけでも同じ方向を見ていただけたら、よりスムーズに進むと思いま

す。だから、庁内関係各課や外部の就労支援団体が参加し、意見を交換しながら同じ方

向を見ていける連絡会議であって欲しい。 

赤石氏（福祉政策課長）：本日の配布資料の中では、「資料③：ひろさきワーク・チャレン

ジプログラム推進体制（案）」が一番の肝だと思ってます。まずは、「１．相談ニーズの

発見は環境整備」しましょう。いわゆる受け皿として、考えているのは、福祉サイドに

福祉就労支援室のようなものができるという事での条件整備。次はソフト事業の展開

を考えて行きましょう。いわゆるコーディネーターの設置とかですね、それらをスキル

アップとかいろいろやって行きましょうと言うのが第２段階。第３段階は実際に先ほ

どから議論になっている、受け入れの民間企業との連携。ここまで繋げていけば、道筋

は付いてきたのかなと見えてくると思います。第３段階を経て、はじめて就労支援とは

こういうものだと理解できると思います。まだまだ出口が見えないような形で議論を

していますので、なかなかストンと落ちないところがありますので、ここはまた議論を

深めていきたいと思います。なによりも、今回一番大きかったのは、この就労支援事業

についてこのように各部門が一堂に会して集まったことです。今までは集まることが

ありませんでした。事業の取りまとめ役である経営戦略センターのことを痛烈に言い

ましたけども、別に憎くて言っている訳ではありません。忌憚なく意見を交換できる環

境にあるということです。市役所としてそれぞれの持ち場でみんな一緒に働き、動いて

いますので、これからもこうした機会をもっともっとつくっていかなければいけませ

ん。委託事業ですので、出来るだけ行政の話を聞きたいのであれば、積極的にオファー
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をいただけば、我々も時間を割いてでもやって行きたいと思いますので、その辺は連携

してやって行きたいな。と思います。最後になりますけども、何かこの際ご発言はあり

ますでしょうか。 

渋谷氏（ひろさき未来戦略経営センター主幹）：次回は収納課も呼びますか。 

蒔苗（事務局）：関係がありそうな課は繋ぐと考えています。 

渋谷氏（ひろさき未来戦略経営センター主幹）：滞納の状況を就労支援や福祉関係課が情

報共有できるような条例もあって、滞納者へのアプローチなども大切になってくると

思います。 

蒔苗（事務局）：ヒアリングの雰囲気では、収納課が参加してもどうすればよいかはっき

りしない。といった感じでした。重要性はある程度理解するが、具体的な動き方がわか

らない。といった様子でした。そのほか、多重債務者で生活再建という発想では消費者

センターも関連すると思っていましたので、庁内関係は検討させていただきます。 

赤石氏（福祉政策課長）：豊中市の事例は大きな参考材料ですが、やはり風土もあります。

弘前市でまったく同じことをできるのかと言うと、難しい点もありますので、体制等は

検討させていただきます。本日みなさまからいただいた意見等を踏まえ、今後のプログ

ラムの策定に向けた、各種調査取組に進めていきたいと思います。大変貴重な時間あり

がとうございました。これを持って会議の方終わりたいと思います。 
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（２）「ひろさきワーク・チャレンジプログラム」の策定に向けた連絡会議 議事報告 

○日時 

平成２８年３月１８日（金）１５：００～１６：３０ 

○場所 

弘前地区消防事務組合 ３階会議室（本町２－１） 

○出席者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

部　門 所　属 役　職 氏　名 備　考

弘前大学 人文学部 教授 李　永俊

弘前学院大学 社会福祉学部　教授 葛西　久志

弘前公共職業安定所（ハローワーク） 専門援助部門 統括職業指導官 今　優子

中南地域自立相談支援窓口

（ＮＰＯ法人ワーカーズコープ）

弘前市社会福祉協議会 自立支援相談室　係長 成田　年正

ひろさき若者サポートステーション

あおもり中高年就職支援センター

弘前市シルバー人材センター 次長 永野　賢一

弘前市母子寡婦福祉会 事理 三上　友子

津軽障害者就業・生活支援センター 所長 高橋　正安

経営戦略部 ひろさき未来戦略研究センター 副所長 岩崎　隆

健康福祉部 部長 福田　剛志

健康福祉部 理事 竹内　守康

健康福祉部　福祉政策課 課長 赤石　仁

健康福祉部　子育て支援課 課長 菅野　昌子

健康福祉部　生活福祉課 課長 境　浩司

農林部　　  農業政策課 課長補佐 柳田　尚美

農林部　    りんご課 課長 佐藤　孝一

商工振興部　商工政策課 課長 工藤　純悦

大阪地域職業訓練センター
（Ａ‘ワーク創造館）

就労支援室長 西岡　正次

大阪地域職業訓練センター
（Ａ‘ワーク創造館）

スタッフ 田岡　秀朋

有限会社 地域・研究アシスト事務所 代表取締役 四井　恵介

NPO法人 おおさか若者就労支援機構 総括 加藤　秀樹

健康福祉部　福祉政策課 政策調整担当　主幹 蒔苗　元

健康福祉部　福祉政策課 政策調整担当　主査 太田　耕介

高橋　弘幸

統括コーディネーター 成田　治

市関係課

事務局

有識者

支援機関

所長
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○議題 

１．あいさつ 

・健康福祉部 部長 福田 剛志 氏 

２．「都市と地方をつなぐ就労支援カレッジ事業」の取り組みについて 

・事例報告 

３．就労支援に係る今後の市の取り組みについて 

・都市と地方をつなぐ就労支援カレッジ事業 

・ひろさきワーク・チャレンジプログラム策定事業 

・これまでの取り組み 

・基本機能の整理 

・取り組みに推進にかかる市の体制等について 

４．「ひろさきワーク・チャレンジプログラム」案について 

５．意見交換 
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○議事 

 議題１～４ 報告 （配布資料参考） 

 議題５より 

赤石氏（福祉政策課長）：一番私が気になっているところは、行政はサービスの提供はお

手の物ですが、企業と連携していくという所が余り得意ではないので、その辺は皆様か

らのご助言を参考にしながら、進めていかなければと考えています。「農福連携での体

験実習報告」・「市の就労支援体制のこれまでとこれから」「ワークチャレンジプログラ

ム案」の説明がありましたが、どの項目でもよろしいので皆様から意見を頂きたいと思

います。 

葛西氏（弘前学院大学 社会福祉学部 教授）：加藤氏の説明の中で、若年無業者と言う

言葉を始めて聞いたのですが、実際どういう方々なのか、そして実際こちらに来られて

体験した感想や、弘前に対する印象などをお教え下さい。 

加藤氏（ＮＰＯ法人 おおさか若者就労支援機構 総括）：先ず、若年無業者についてですが、

参加者の方については、泉佐野に来ている方でも非常に様々な方がいます。長い方で２

～３年程引き籠っており、我々は大阪若者就労支援機構のサポートステーションを行

っていますので、そこを通して弘前に来られたり、今回１６日から来られている方の中

には、お一人精神障害者の手帳を持っている方がいます。また本気で農業を志す若者も

おり、実は農業求人で言うと、北海道や長野県で「合宿生活をしながら学びませんか」

と言ったものが多く出てきます。しかしそこに飛び込む勇気がなかなか持てないとこ

ろがありますので、そういった方が大阪で通所しながら農業を実践する中で、弘前のお

話しを持ち込んだところ、良いお返事を頂いたという経緯です。今回、弘前に来ている

若者は、ひとかじり①・まるかじり①②これらを重複して参加している若者もいます。

それぐらい魅力のある場所で、弘前でいろいろチャレンジしてみたいと感じている。本

人には移住の話はまだ何もしていませんが、いわゆる農業と言うカテゴリーの中で学

びたい、もっと知りたいという若者はこれからも出てくるのではないかと思います。泉

佐野も農業を長くやっていますので、随時体験をほぼ一年中実施できる体制をとって

おり、そのなかで半日だけの方や、週５日の体験をする方もいます。そういった形で弘

前を経験し、泉佐野に戻った際に、弘前の話を広めてくれるのだと思います。始まった

ばかりの事業ですので、泉佐野で今回の事業が、そこまで浸透しているかと言うと、ま

だなかなか広がっていません。参加者のケースとしましては、若年無業者と言われるニ

ート状態だった方、大学を卒業して就職活動をしたがなかなか決まらなかった方など

がおり、サポートステーションを通じて農業の戸を叩いたという子は、弘前に来て新し

い世界が開けた。と言うお話しを伺っています。何より良いのは、集団生活をさせて頂

いていることで、今現在ホテル暮らしではなく共同生活です。仕事面では日中はりんご

の体験をし、夜は生活面で共同生活を経験させて頂く。彼らには新しい事ばかりの体

験・勉強をさせて頂いていますので、大変良い経験になるかと思います。現在の参加者
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は、最年少で１９歳、最長年は２９歳、ひとかじりのメンバーで一番歳上の方が３１歳

です。 

李氏（弘前大学 地域未来創生センター センター長）：参加した人が実際どうおっしゃ

ったのか、どういう印象だったのか、その人の声を教えて下さい。 

加藤氏（ＮＰＯ法人 おおさか若者就労支援機構 総括）：正直なところ２週間の体験をさせ

て頂き、まだ移住と言う話は当然出ていません。「体験をさせて頂いて、自分のために

なった。」とか「りんごの勉強になった。」と言う程度が実際のところです。２週間で直

ぐさま移住したいという方は御座いません。 

李氏（弘前大学 地域未来創生センター センター長）：主催側の想いなどではなく、実

際経験した人がどういう印象で帰ったのかと言うような、アンケートなどは実施しな

かったのでしょうか。それとも、本当にこの二つの声しかなかったのでしょうか。 

加藤氏（ＮＰＯ法人 おおさか若者就労支援機構 総括）：生活面と農業実習の部分がありま

すが、りんごの生産においては泉佐野には果樹園はありませんので、農業を志す若者に

とっては、果樹を体験するという意味では良かったという意見を頂いております。大阪

では当然雪での生活環境が無いため、野菜の生産における時期のずれや、雪の中での作

業による体力の消耗など、農業を経験している者でも大阪との違いが明確になったと

話を伺っています。 

李氏（弘前大学 地域未来創生センター センター長）：泉佐野市では、若年無業者と言

われる方をどれぐらいのボリュームで把握していて、その中で貴社においては何人く

らいの方を支援して、どれ程の方が農業に結び付いたのか実績を教えて下さい。 

加藤氏（ＮＰＯ法人 おおさか若者就労支援機構 総括）：詳しい実績は本日持ち合わせてい

ませんが、泉佐野市では農業に１年間携わったメンバーで現在７人が各地方で農業を

行っております。岐阜県・愛知県・鳥取県等の農家さん、また大阪で実際に当社に入社

し、農業に従事している方もいます。今農業を始めて５年が経過しています。 

李氏（弘前大学 地域未来創生センター センター長）：５年間で７名の実績と言うこと

でよろしいですか。 

加藤氏（ＮＰＯ法人 おおさか若者就労支援機構 総括）：他府県で活躍しているメンバーが

７名です。現在１０名を雇用しておりますので、計１７名と言う形になります。 

李氏（弘前大学 地域未来創生センター センター長）：ありがとうございます。実際に

体験実習を行ったということで、貴社の実績は把握しておきたかったのでお伺いしま

した。 

加藤氏（ＮＰＯ法人 おおさか若者就労支援機構 総括）：あと農業に従事した若者が１７名

ですが、他の仕事についている方も沢山おります。現状で６割～７割の数字ですが、実

際に農業の就労体験を受けた上で、農業及び、他業種に従事しているという状況です。 

李氏（弘前大学 地域未来創生センター センター長）：資料を読ませていただき、とて

も素晴らしい理念で、概念的にも素晴らしく、これがもし実現できれば、全国的なモデ



 

91 

 

ルになるよう調整し、本市にとっても、ここ「地方」と言われる場所にとっても重要な

ことですので、是非責任を持ってやらせて頂きたいなと思います。 

先ず対象者がどれくらいいるかと言うことで押さえていないと、どれぐらいの予算・

規模・人員で事業するのかが見えないのですが、先ほどの西岡室長のお話しでは、本当

に様々な方をカバー出来るとおっしゃり、本日配布された、ワーク・チャレンジプログ

ラムの次第３と言うところの事業の定義として「障害者や高齢者・母子父子など、何ら

かの事情を抱えて働きたくても働けない就労困難者を対象とする。」と言う話ですが、

市の事業担当側としては、どれ程の人をそれぞれの部門から、想定をしてこの事業を設

計しようとしているのかをお教え頂ければと思います。 

田岡氏（事務局）：現在弘前市の人口は約１７万人で、今回の事業の対象者のボリューム

を見るため、正確な数字ではないですが「生活保護を受給している可働年齢層」、「母子

家庭の母親」、「障害者手帳の所持者」、また「障害者手帳を持てない、持たない人で、

要は発達障害の疑いがあるけども自己受容が出来る方」、「若年無業者は全国の数字か

ら割り戻し」、「６５歳以上も働きたいと言っている高齢者。これは高齢者の意向調査の

中で働きたいという方を人口割り戻し」と言う形で上記６項目を推計しています。その

結果、総数で言うと４万人程度、人口１７万人の内４万人程度、即ち４人に１人がその

ような潜在的な対象になるのではないかと考えています。また所得と言う面で、西岡が

お伝えした臨時福祉給付金と生活保護の受給者数で言うと、同程度となっています。両

者を合わせますと、４万２～３千となっていますので、低所得者と福祉の対象となる境

界で揺れ動く人達のボリュームがほぼ一致しています。皆さんが“生活困窮者”と言う

と“相当しんどそうな人”ばかりをイメージするかもしれませんが、低所得を行き来し

ている、生活困窮者の“恐れ”と言う部分で、そういった方々を含めると大体４万人程

度いるのではないかと想定しています。ただ他法優先と言う事がありますので、他の福

祉制度を活用していきますので、当就労自立支援室が直接４万人を支援するのかと言

うと、そういう訳ではありません。以上です。 

高橋氏（ＮＰＯ法人ワーカーズコープ 所長）：ＮＰＯ法人ワーカーズコープの高橋と申

します。皆さん馴染みがないと思いますので、少し紹介させて頂きます。青森県内で若

者サポートステーションや生活困窮者の自立支援、また就労相談であったり、生活支援

や学習支援を行っている団体で御座います。弘前市で就労支援室と言う部署を作られ

るという事ですが、我々県南の方で活動している団体ですが、当団体の雇用支援対策課

との違いをお教え下さい。また提案になりますが、資料にも出ています就労訓練の認定

に関して、我々は県内唯一の認定団体ですが、八戸市で認定を取りましたが、指定管理

物件です。行政から指定管理などを多く出していると思うのですが、そういった場も就

労訓練の場になると言うことも是非お考え頂けたらと思います。例えばコミュニティ

センターのようなところで、コミュニケーションが苦手だったり、そういう若者や生活

困窮者の働く場にもなりますし、そこで委託を受けている福祉の団体等でも支援付き
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就労は可能だと思いますので、是非弘前でも進めて貰えればと思います。 

蒔苗氏（事務局）：八戸市さんの雇用支援対策課がどのような事業を実際に行っているか

と言うのを私どもは把握しておりませんが、商工政策課の方で就労訓練の課はあり、い

わゆる職業訓練事業はやってきており、当支援室としては、先ほど来お話ししている困

難な方に対する包括的な支援を持って、八戸市さんの取り組みを参考にし、どういった

違いがあるのか、確認しながら、進めていきたいと思います。頂いた提案は新しい組織

の中でも可能性のあるところは、検討させて頂きたいと思います。ありがとうございま

す。 

西岡氏（大阪地域職業訓練センター 就労支援室長）：少し補足させて頂きます。今回の

困窮者事業は国でも重要視され、各自治体も悩んでおり、庁内連携し、労働や雇用部門

と連携するよう一応指針としては出ていますが、私が市役所にいた立場から言います

と、ポイントは先ほども言いましたように、様々な課題に対して福祉的なサービスなど

を利用しながら就労の準備や就労を実現するという意味で、労働力・働き手・人材を見

る視点が労働部門には、いわゆるソーシャルワーク的な観点が薄いです。そう言った意

味で人材評価が難しい。と言うことは、その人を事業者さんに繋ぐという事が現状では

不得手です。いわゆる一般の労働市場で当たり前に動く自立した労働者層で動きます

ので、やはり２つの視点で、企業の事をしっているのは労働とか商工だというのは当然

ですが、その部門が人材の事を理解するのが早いのか、福祉部門が企業の働く場を理解

するのが早いのか。これは自治体によって違うように思います。これはどちらも問われ

ている問題で、要するに弱点です。労働部門はソーシャルワーク的な観点で人材を見ら

れない欠点、福祉部門は企業の事はよく分からない。これまでずっと手を伸ばさなかっ

た。というのが、出発点の状況だと思います。 

そこで、それぞれの雇用部門・福祉部門がお互いにどう動いているのかが分からない。

今回、弘前市は福祉部門に就労支援部門を統合するという、これも一つの選択肢です。

また労働部門で福祉部門をしっかり見ようという自治体もあります。なので今のとこ

ろは様々な選択肢があると思います。 

また指定管理は、今回訓練付就労を行う事業者への随意契約で発注を出来るという

地方自治法改正がありました。なので弘前市であれば、青森県が認定した事業者に弘前

市の業務、例えば駐車場や施設の管理・清掃などを、就労訓練の認定をうけているとい

う事で、随意契約で発注できるという制度になっています。これは関西の伊丹市が最初

に仕組みを作り、役所の仕事を訓練現場に変えているという事例があります。そういっ

たことも可能だと言うことです。 

高橋氏（ＮＰＯ法人ワーカーズコープ 所長）：質問ではないですが、以前吹田に住んで

いまして、現在青森在住ですが、今回来られた若者の皆さんへ、いろいろ苦労があられ

たんだと思いますので皆さんに「頑張って下さい。」とお伝え下さい。 

李氏（弘前大学 地域未来創生センター センター長）：いくつか質問ですが、支援の中
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に訓練フローやマッチングなども含まれているという事ですが、例えば私たちが把握

しているデータベースの方々に一時的な訓練を試みる。それが長期的な就労につなが

る。そういう仕組みになるだろうかと思いますが、そうであれば、ひろさきワーク・チ

ャレンジプログラムの中では、一つの機関が企業側・訓練者両者のデータベースを集め、

それにあった訓練をすると言うように読めますが、本事業が今言った全てを行うとい

うことでしょうか。またこの訓練プログラムは先ほどの４万人の内、どれぐらいの規模

が対象だとお考えかお教え下さい。 

西岡氏（大阪地域職業訓練センター 就労支援室長）：規模感は少々難しいです。プラン

においても下見段階のようなものですので、一年間通年で見てみないと数値目標はで

ないかと思います。先ほども言いましたが、４万人のうち行政の窓口が連携して発見で

きるケースと、豊中でも非正規で実は働いているが低所得の層がいる。こういった人達

は公の窓口には来ていませんので、特別な発見手段を考えないといけません。しかし今

回のプロジェクトでは注目したい層です。彼らをどこまで捉えられるかは試みてみな

いと、窓口を設けるだけではダメで、困窮者の窓口で国の目安値を突破しているのは４

つの府県だけだそうです。それほど、窓口を設けただけでは来ないと言うのが現状です。

それがどれだけアクションとして起こせ、それが発見の精度としてどれだけ上げられ

るかが、一年目の勝負だと思います。データベースはどこまで用意するかと言うのは議

論が必要ですが、相談者のデータベースでは、国の生活困窮者でやっているようなシス

テム導入はそのまま可能です。大阪豊中市で私共が行ったのは、企業のデータベースは

早い段階で構築しました。それは何のためかと言うとやはり、企業にアプローチしたい

ですから、企業のデータがないというのはやはり決定的に動けません。データを揃え、

さらに豊中だからと言って豊中の企業には拘りません。豊中の通勤圏域なので、大阪市

も含めてかなり広域の圏域を決めて雇用が可能な事業者数を取り、更新していくとい

う形態で行っています。企業との取引が出来るという意味で、データベースの質を高め

ていく、あるいはデータベースを整備することは重要で、豊中では帝国データバンクか

らデータを買いました。 

李氏（弘前大学 地域未来創生センター センター長）：本市で言うと、従業員規模は個

人事業主認可の人が７割近くいますので、帝国データバンクから情報が買える企業は

全くないのですが、逆に一つ一つ自分たちで足を運ばないとデータベースを作るのは

難しいと思う。また農家さんの内、困っている・人手が足りないというのは、個人の農

家さんだと思うので、もう少しデータベース作るところに工夫をすべきだと思ったの

が一つです。そして個人のデータベースに関しては、個人情報の関係で情報共有の難し

さと言う点、また相談窓口に来られる一般就労相談から、管轄外のハローワークやその

他障害者の施設をどういう風に相談員が連携するのかなど、懸念事項としてあること

ですが、どのようにクリアしようと考えていますか。 

田岡氏（事務局）：正直なところ、個人情報をどう共有するのかと言う点は、今の段階で
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は少し難しいというのが正直なところです。その点は時間を掛け、本人の同意を得ると

いう形で就労支援サイドに繋いでいけると言う方法を組めないかを考えています。今

保有している情報を勝手に流用することは当然できないので、その部分については時

間が掛かるだろうと思います。障害者施設やシルバー人材センター等に関しては裏面

３を見て頂けますでしょうか。就労自立支援室が全てをやるというのは、李先生がおっ

しゃる通り、無理です。ただ私たちがヒアリングをさせて頂いた中で見えてきたのは、

“この人達は働く支援が必要かな”と言う人達がいたのですが、その人達の繋ぎ先はは

っきりしていない。先ずはその人達の繋ぎ先を就労自立支援室とし、一定の間インテー

ク・アセスメント面接をしながら、福祉制度が必要、障害者制度が必要となれば、当然

障害者のサービスへ繋いでいきますし、そういったナビゲーター・コーディネーターの

役割を行っていこうと思っております。 

葛西氏（弘前学院大学 社会福祉学部 教授）：まだ実際に利用している映像が浮かんで

きません。対象者が来ればいいのですが、来なければこちらから出向くなど、アウトリ

ーチするとします。そして対象が見つかり、その人の訓練を実施するのに、その人材育

成が必要。そして訓練が終わり、企業とのマッチング、体験・実習を通して、結果がど

うだったかモニタリングする。対象者が企業側と上手く行くのか、企業側もその人をう

まく使っていくことが出来るのかと言うところをモニタリングして、また訓練に戻す

のか、など一連の流れが私の中で上手くいきません。事業の目的だとか、いろいろな事

は分かったのですが、具体のプロセスとを教えて頂けたらと思います。 

西岡氏（大阪地域職業訓練センター 就労支援室長）：弘前で同じような展開になるかは

分かりませんが、大阪・豊中での経験の中で、先生がおっしゃる言葉からとらえると、

訓練とマッチングがそれほど分離したものではありません。私たちが企業でよく行う

のは、求人はいただいているためお互い理解した形で現場に入る場合もあります。また

本人にはまだ求人はないが、企業実習に例えば２週間からでも行かないかと提案し、そ

の時には、事業主は求人のベースがあることは、既に分かっているため、その観点でそ

の方を評価します。最終的に三者評価で「出来そうかとか、どこが不安だった」と言う

ことを踏まえ、その段階で企業側が受理すれば、その段階で求人がでます。その時点で

マッチングが成立と言うことになります。あるいは求人・採用をすると言うイメージを

したうえで、しかしお互いを事前に知りたい中で、事前の企業実習、要は訓練内容をセ

ットする場合もあります。これは特に精神障がいをお持ちの方で多く、面接は合格にな

っても、辞退する方がいます。それは働く現場が見えないというのは不安で、能力は既

にはっきりしているため仕事内容ではなく、現場がどうなのかと言うことです。そうい

う場合にマッチングの前に実習と言う訓練の場をセットし、流れをスムーズにします。

例えば半年間のモニタリング・見守り期間、採用後の見守り期間を置きますが、半年間

なんとかうまく過ぎれば、これで支援としては終了になります。その間本人からのＳＯ

Ｓがありますが、障害をお持ちなどの場合は、殆どが企業から私たちに連絡があります。
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「元気がない。ちょっと出勤時間が遅れがちである。職場のコミュニケーションでこう

いう問題が出たけど、どうしたら良いか。」そういう内容を逐一サポートするのが、企

業をサポートするメンバーのメインの仕事になっています。それで就労の継続の可能

性をより確かなものにし、それを追求していく。それでもダメな場合は退職支援や再就

職支援と言うことを実施したりします。このように働きたいという人にはとことん付

き合うというのが就労支援かなと思います。これを永遠繰り返すのかと言うと、企業は

これを一回経験すると、市役所との関係、市役所の人材紹介の仕組みがわかるので、し

っかり対応してくれます。要するに一人目の就労支援を経験すると企業と言うのは組

織として学習していますので、二人目・三人目はすごく早いのと同じで、ある意味私ど

もと取引が始まった企業は、人材需要があれば、先ず市役所に言う、ということがおそ

らく定着するのではないかと思います。それを展開しながら、人材需要のあるところと

早く関係を作りたいというのが私達のスタンスです。あとはケースのバリエーション

は様々です。 

高橋氏（ＮＰＯ法人ワーカーズコープ 所長）：私たちも八戸市で生活保護受給者の就労

準備支援で求人開拓していますが、その例を紹介させて頂きます。先ほどお話ししてい

た実習などを、企業さんがどういった事が出来るのかを聞き、地方創生のパックとして

やっていくのも一つですし、ニーズに応じて求人開拓していくという方法も実施して

いますが、そのためにある程度利用者のニーズに合わせられる企業があると思います

が、そういった企業にアプローチして、リストを用意し、選んで頂いて実習に行くとい

うパターンもあります。本屋でたとえるならば、検索機能を使い、本を探しに行くとい

うパターンや歩きながら本を探すという事もあります。それと少し近い感覚で、求人開

拓をさせて頂いています。特に求人開拓はその両方が必要なのだと思います。 

李氏（弘前大学 地域未来創生センター センター長）：八戸市さんへ。対象者はどこか

ら登録されていますか。 

高橋氏（ＮＰＯ法人ワーカーズコープ 所長）：市から委託を受けて、生活保護受給者の

就労準備支援をやっており、ケースワーカーに誘導されて、私たちが支援をするという

流れです。今回のこの事業の方がより対象者は広いのかと思います。 

李氏（弘前大学 地域未来創生センター センター長）：私はどちらかと言うと、八戸市

さんが言うように、もう少しその事業目的、事業対象者を絞るべきだというのが正直な

意見です。初年度で試行的な事項として考えるとするならば、私は生活保護世帯の皆さ

んの中で、就労意欲がある、若しくは就労が可能であるという方に、もう少し対象を絞

ると具体的に見えてくるように思います。そして対象者も教育訓練プログラムも、非常

に明確になると思います。この事業の全体像で言うと、高齢者や障害を持っている人達

と言う、ある意味非常に属性の異なる人達が同じ事業の中に一つの束になっており、さ

らにご存知のように、それぞれの対象部局は縦割りになっており、それぞれで支援の仕

方、情報共有の仕方など全てが異なってくる。それを全部束ねるというところに、どう
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しても私自信は具体的なイメージが見えません。葛西先生がおっしゃったように、この

書類を読ませていただくと“すばらしい”の一言で、出来たらそれこそ夢のような、そ

れは国の中でモデル事業になると思いますが、どう見ても出来るとは思えなくなって

しまいます。対象が広すぎるので、もう少し一年目はターゲットを絞り込み、具体的な

数値目標と言うよりは、具現化した上である程度具体的な事業の量が見えないと、実施

規模を審議できないのではと思います。もちろんそれを審議する場ではないのですが、

その当たりの見せ方として、検討した方がよろしいのではないかと言うのがこちらの

意見でした。 

西岡氏（大阪地域職業訓練センター 就労支援室長）：先ず対象を限定するということは

基本的にないかと思います。また保護受給者の場合特別なプログラムを組まないと、こ

れまでのプログラムは殆ど失敗していますので、日本のいわゆる福祉の縦割りの就労

支援と言うのは、本体事業に少し付随しているようなものなので、殆どハローワークに

繋ぐという支援です。それは支援付きと言う話ではない。それで効果が上がるというの

は基本的にはないので、今回の生活保護で就労準備支援事業がありますが、基本的に管

轄局には支援付きと言う考えはないので、多分同じでは動かないと思います。ですので

今回私共の期待している、この弘前の就労自立支援室は、あくまで多様なパターン・タ

ーゲットは想定するが、支援付きプログラムの資源の部分をどれだけ開発できるかに

重点を置いてはどうか。その中で、李先生がおっしゃるどういった層を先ず攻めよう、

いろいろ攻めようというのはあるかと思いますが“生活保護受給者のための”と言う事

業はおそらくありえないと思いますし、私共は推薦しません。生活保護受給者の就労支

援は大変時間がかかります。要するに生活は安定してしまっているので、そこにキャリ

アを開いていくというのは特別のエンパワメントするための方策が必要ですし、その

ための支援が必要ですが、支援を用意する財源やノウハウはありませんので、殆どのと

ころで成功していません。だから今後も成功しないと思います。保護課は現金給付を所

管するところですので、就労支援する場ではないと思います。ですので特別の内容が必

要なのだと思います。豊中の場合は、中長期の保護受給者は就労支援部局が担当する形

で実施しています。また例えば一人親の場合はどうか、これはまた一つの特別な様々な

ニーズがあるので、しっかり設計し、そのための発見アプローチや訓練の現場などの内

容等は、当然工夫して行く必要がある。どこを重点的に持っていくかは、おそらく市の

中で議論されると思いますが、一つに決め“○○の方来てください”と言う宣言の下や

るという形にはならないのではないかと思います。 

もう一つは、受け入れる人材を戦力化する地域経済側の事情です。どこの産業分野、

企業が上手く戦力化できるかどうかを見極め応援しないといけないので、そこの人材・

労働力の見極めと言う作業があります。そうでないと当然マッチングはしませんので、

その作業の中でどこに、重きを置いた運営をするのかと言うのが一番重要だと思って

います。 



 

97 

 

赤石氏（福祉政策課長）：これまでの議論を踏まえると、今回のこのプログラムは少し幅

が広く、理解できない部分もあるのではと思います。もう一つ、市の方の取り組みで補

足しますと、次年度は実際このプログラムを回していくという作業はありますが、その

一つとしてシングルマザーの応援会社を、商工会議所が主体で起業する形になってい

ます。その企業に市が補助します。今考えているのがトレーナー付のカフェを購入する

費用に１０００万円ほど補助する。訓練する内容については、具体的に実用していく中

で見せていきたいと思っています。次年度は目に見えたものはその企業しか出ないよ

うに思います。そこから引出しを増やしていき、いわゆる低所得者や引きこもり対策と

言うものに広げてゆければと思っています。今日このような活発な議論を頂きました

ので、是非次年度以降もこのような会議を設置して行きたいと思っていますので、ご助

言等宜しくお願いしたいと思います。それでは大変ありがとうございました。また今回

ご提示頂きました内容に商工会議所の企業に関して、入れる事が出来ましたら、加味し

て頂きたいというのと、私自信のお願いでありますがイメージが重層的で分かりにく

い面がございますので、もう少し分かりやすいような図、イメージを乗せて頂けたらと

思います。それではどうもありがとうございました。これを持って会の方を閉じたいと

思います。 
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Ⅵ．参考資料（他地域の事例） 

１．連携ネットワーク体制の事例（野洲市）～庁内での情報共有・発見体制～ 

（１）野洲市の実態と取組概要 

滋賀県野洲市は野洲市役所 市民生活相談課 納税推進課にて生活困窮者自立支援モ

デル事業を実施している。同市は平成２７年１月現在で人口５０，７９４人、１９，０８

６世帯が住む。そのうち高齢者（６５歳以上）は１２，１２４人で高齢化率２３．８７％、

内単身高齢者は１，７６５世帯である。２０１１年度統計時は生活保護人員数は２，４６

２人、保護率４．９％、保護費は４億円強である。 

窓口への相談者は、２６年度では新規相談者数１５０人、就労相談者は１９１人中で１

４６人（７６％が就職決定しており、その間の面談件数９４２回である。 

 

（２）滞納情報等の共有で早期発見・早期支援を実現 ～おせっかいの強化～ 

相談者の発見としては、生活困窮者自立支援制度等ができる以前より、独自に消費生活

相談、多重債務者に対する包括的支援プロジェクトとして、家賃や水道代の滞納などから、

その表面化した課題を解決しつつ、生活の安定や就労状況などにも目を配る支援を展開

してきた。これらの異変を掴んだ時点で、滞納情報等を共有することで、早期に支援へ結

びつけることが出来ている。 

こうしたノウハウ・連携を活かし、生活困窮者支援事業では選任弁護士と連携し、個人

情報を庁内はもとより法律家とも共有するため、初めの相談に来た段階で、「個人情報の

取り扱いに関する同意書」に署名をもらっている。また、同意書とともに、滞納している

税金等の支払い方法についても承諾書をいただき、生活再建と税などの徴収を一体的に

実施している。 

 

（３）市民生活相談課～庁内・相談者・専門家を繋ぐ総合相談窓口～ 

支援体制として他機関との連携を積極的に行い、市民生活

相談課は月に１度支援調整会議を設け、①アセスメント②プ

ラン作成③支援実施④プラン評価を見直し改善を行ってゆく。 

その際には関係各機関の役割についての確認も行う。協議

会構成員は、生活困窮者問題に取り組む民間団体・公共職業安

定所・社会福祉協議会・健康福祉部健康福祉課・市民生活相談

課・その他関係機関となっている。 

  
相談内容 支援内容・連携

市民相談 暮らしの中の困りごと

消費生活相談 消費者トラブル、多重債務相談など

法律相談 弁護士会・司法書士会

税務相談・行政書士相談 税理士会・行政書士会

行政相談 総務省

生活困窮者相談 生活困窮者自立促進支援モデル事業

やすワーク アクションプラン

家計相談 社会福祉協議会への委託

業務内容と支援連携体制 
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また弁護士による困難ケース検討会を年間１１回実施し、支援に備える。また家計相談

では、福祉資金貸付事業を実施している社会福祉協議会への委託（７，２６１千円）で行

っており、市役所内に社会福祉協議会が設置されているのも特徴的である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

（４）相談事例と支援内容 

４０代男性の相談で、夫婦と子３人の５人家族で、国民健康保険税（料）の支払いがで

きない旨で納税推進室へ相談に行った。その結果、失業しており家賃の滞納があること、

雇用保険の適用がないこと、３社へ１５０万の多重債務があることが、納税推進室のアウ

トリーチ機能により発見できた。支援内容は下表の機関と連携し支援を実施した。また家

賃の滞納から発見されるケースもあり、不動産会社からの相談窓口への誘導や、ためらっ

た場合には担当者と共に来庁を促す。通例は家賃滞納からＳＯＳのサインがではじめ、水

道やガスが止められるのは最後だと言う。早期発見が解決の鍵を握る。 

 

 

 

 

 

 

 

  

課題 繋いだ機関 活用したサービス

借金 司法書士 債務整理（任意整理）

住まい 社会福祉課 住宅手当（家賃額給付）

生活費 社会福祉協議会 総合支援資金貸付（月20万）

国民健康保険税 税務課 非自発的失業者に関わる国民健康保険料の軽減

国民年金 保険年金課 失業者のための退職者特例制度による減免

学費 学校教育課 就学援助制度（給食費・学用品等の給付）

仕事 ハローワーク 就職ナビゲーターによる就労相談支援

相談事例と支援内容 

支援ネットワーク 
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様式 

野 洲 市 長  様 

 

個人情報の取り扱いに関する同意書 

 

年  月  日 

 

住 所 

 

 

氏 名 

 

 

 

 私は、下記の目的のために限り、野洲市が実施する野洲市市民相談総合推進委員会 

設置要綱に基づき、同委員会の委員において、私の個人情報を収集保有し、利用する 

こと、および外部（弁護士、司法書士、社会福祉協議会等）に提供することに同意し 

ます。 

 

 

記 

 

 

（１）多重債務の解決 

（２）生活困窮状態の解消と生活の再建 

（３）野洲市に対する税、使用料、手数料等の滞納の解消 
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様式 

野洲市市民生活相談課      御中 

弁護士・司法書士        様 

 

 

  滞納している税金、使用料、手数料の支払方法に関する承諾書 

年  月  日 

住 所 

氏 名 

 

 債務整理の結果、滞納している税金、使用料、各種手数料の一括支払いが可能とな 

ったときは、債務整理を依頼した代理人が代理納付することを承諾しました。 

 

また、債務整理の結果、債務が圧縮され、将来所得から、債務の分割支払いが可能 

となったときは、滞納している税金、使用料、各種手数料の分割納付を債務の返済計 

画の中に組み込むことを承諾します。 

 

以上 
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野洲市市民相談総合推進委員会設置要綱 

平成２３年 ６月１５日 

告 示 第  １ １ ３ 号 

（設置） 

第１条 この告示は、社会問題化している自殺、生活困窮、人権侵害等の市民生活に関する

深刻な問題に対し、関係課等が連携し、問題を解決するための積極的な施策の推進及び生

活再建の支援を図るため、野洲市市民相談総合推進委員会（以下「委員会」という。）を

設置する。 

（協議事項） 

第２条 委員会は、市民相談に関する次に掲げる事項について協議する。 

（１） 問題の解決のためのネットワーク形成及び具体的な対応策に関すること。 

（２） 啓発活動に関すること。 

（３） 委員の知識習得、相談対応、支援策等の技術向上に関すること。 

（４） 前３号に掲げるもののほか、問題解決のために必要と認められること。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員長及び委員をもって構成する。 

２ 委員長は、市民部長をもって充てる。 

３ 委員は、別表に掲げる者をもって充てる。 

（会議） 

第４条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が必要に応じて招集し、会議の

議長となる。 

２ 委員長に事故があるとき、又は欠けたときは、委員長があらかじめ指名する委員がその

職務を代理する。 

３ 委員長は、必要があると認めたときは、会議に関係者の出席を求め、説明又は意見を聴

くことができる。 

（情報等の管理） 

第５条 委員長及び委員は個人情報の取り扱いについて、野洲市個人情報保護条例（平成１

６年野洲市条例第１０号）に基づき、個人情報の保護に十分配慮し、相談事案の支援及び

解決に関する目的以外に利用し、又は外部に提供してはならない。 

（部会） 

第６条 委員会は、次に掲げる部会を設けることができる。 

（１） 多重債務対策連絡部会 
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（２） 自殺防止対策連絡部会 

（３） 人権対策連絡部会 

２ 前項に掲げる部会の構成員及びその長は、委員の中から委員長が指名する。 

３ 第４条の規定は、部会における会議について準用する。この場合において、同条中「委

員会」とあるのは「部会」と、「委員長」とあるのは「部会長」と、「委員」とあるのは

「部会の委員」と読み替えるものとする。 

４ 部会長は、部会において審議した結果を委員会に報告しなければならない。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、市民部市民生活相談室において処理する。 

（その他） 

第８条 この告示に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会

に諮って定める。 

付 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２３年６月１５日から施行する。 

（野洲市住民・人権相談総合推進委員会設置要綱及び野洲市多重債務対策連絡会議設置要綱

の廃止） 

２ 次に掲げる告示は、廃止する。 

（１） 野洲市住民・人権相談総合推進委員会設置要綱（平成１６年野洲市告示第１４６

号） 

（２） 野洲市多重債務対策連絡会議設置要綱（平成２１年野洲市告示第１５０号） 

付 則（平成２４年告示第４５号） 

この告示は、平成２４年４月１日から施行する。 

別表（第３条関係） 

（平２４告示４５・一部改正） 

政策調整部企画調整課職員 

総務部人事課職員 

総務部人権施策推進課職員 

総務部人権センター職員 

総務部野洲地域総合センター職員 

総務部市民交流センター職員 

総務部税務課職員 

市民部生活安全課職員 
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市民部協働推進課職員 

市民部市民生活相談室職員 

健康福祉部社会福祉課職員 

健康福祉部障がい者自立支援課職員 

健康福祉部子ども家庭課職員 

健康福祉部家庭児童相談室職員 

健康福祉部高齢福祉課職員 

健康福祉部健康推進課職員 

健康福祉部保険年金課職員 

都市建設部住宅課職員 

環境経済部環境課職員 

環境経済部商工観光課職員 

環境経済部上下水道課職員 

教育委員会教育総務課職員 

教育委員会学校教育課職員 

教育委員会人権教育課職員 

教育委員会生涯学習スポーツ課職員 

野洲市地域包括支援センター職員 

野洲市子育て支援センター職員 

ふれあい教育相談センター職員 

野洲市発達支援センター職員 
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２．独自の職業紹介所と方針を持った就労支援事例（川崎市） 

（１）川崎市の実態と取組概要 

神奈川県川崎市では川崎市健康福祉局生活保護・自立支援室が生活困窮者自立支援事

業を活用し「だいＪＯＢセンター」を運営している。同市は人口１４５万人の政令指定都

市で、７つの行政区を持つ。政令指定都市の中では面積は最も小さいが、人口は非都道府

県庁所在地の市の中では最大である。そのうち生活保護人員数３２，７２７人、保護率２．

２４％、生活保護費は６００億円を上回り、全国自治体のうち京都市に次いで９番目に高

い。 

だいＪＯＢセンターへの新規相談者数は毎月７０～１００人前後を推移し、年間１０

００人を超える。特に川崎区は他区に比べ倍以上の４１０人、２０代～７０代に１０％～

２０％前後と各年代に疎らに分布する。男女比は男性が約６割である。相談内容別件数と

しては２，９６５件のうち「就職・生活費・住まい」の順に多い。 

 

（２）具体的な相談事例の情報発信で庁内でのリファー先としての認識を共有 

センターが発行する「センターだより」では、企業へのサポート状況や今月の相談事例

と銘打ち、具体的な相談事例を紹介している。同様に当事者インタビューや取組、制度解

説を記載した冊子（「いっしょに歩けばだいじょうぶ」）の販売貸出も行う。その他チラシ

やポスター・市政だよりやホームページの問合せフォームなどを有効活用して窓口を広

げている。また別途職員向けの案内を作成し、庁内での認識のずれをなくすことも徹底し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携機関への呼び掛けも具体的な事例を出し、そのような人を見かけたり、相談を受け

た場合には、センターへの相談を促して貰う協力関係を作っている。「お困りの方、相談

に来てください」ではなく「このような困りごとを抱えている人」と具体的に対象を示す

のがポイントである。（下表） 

 

だいＪＯＢだよりと相談事例切抜 
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（３）支援の方向性を早期に明確化 ～支援方針の共有と短期のＰＤＣＡサイクル～ 

センターでは相談者を独自の支援類型に割り当て、出来る限り１度目の面接で支援の

方向性を決める。相談者・支援者双方の負担を軽減するためである。また支援やアフター

ケアの期間に目安を設けるなど関係機関との共通認識を持つと共に、効果的・効率的な支

援を行う。大きくは①センターでの継続支援により就労を目指す②他機関への引継・情報

提供③福祉事務所への引継④本人が相談辞退のため見守りを行う⑤見極めに時間を要す

る、の５類型で、相談件数では他機関や制度の情報提供が最も多く、次いでセンターでの

就労支援と課題解決と続く。 

 

  

連携機関 誘導内容

地域包括支援センター 親の介護で仕事ができない

年金事務所/シルバー 年金が足りず、働きたいご高齢の方

保険年金課 保険料が払えず、仕事を探している方

保育園 失業中で保育園の登園資格を失いそうな方

不動産店 失業中で家賃滞納している方

連携機関への呼び掛け事例 

関係機関職員様向けご案内 

川崎市生活自立・仕事相談センター だいＪＯＢセンターのご案内 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

●センターの概要 

 当センターは、失業等による経済的な問題と

あわせて、精神的な問題・家庭の問題・健康上

の問題などさまざまな課題を抱えた方を支援

するため川崎市が設置する無料の相談窓口で

す。 

 

●事業内容と特色 

面接相談 

相談者の課題を整理した上で 

自立への最初の一歩をサポート 

寄り添い型支援 

専門相談員による窓口・手続きへの同行等 

きめ細やかな支援により自立をサポート 
 

●利用要件 … 次の要件をすべて満たす方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ホームレスは対象となりませんが、住居喪失不安定就労者（仕事をしながら漫画喫茶等で起居す 

る者）については、相談を受け付けます。 

※緊急的な対応が必要な方については､相談者の居住地を所管する福祉事務所へご相談ください。 

○手持金が少なく、食事が摂れていない○病状が悪く生命の危険が生じている 等 

□  

 

 だいＪＯＢセンターについてご理解をいただけるよう、当資料を作成い
たしましたので、ご一読いただくとともに、貴窓口の来所者に対する別紙
チラシの配布、当センターのご案内についてご配慮いただきますようお願
いいたします。 
 なお、スムーズな相談対応のため、だいＪＯＢセンターを紹介される際
には、できるだけ来所者が貴窓口にいる間に、お電話で来所の意向・本人
の状況等をお知らせいただきますようご協力をお願いいたします。 

□  

□  

□  ✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

●利用者のイメージ 

 就労、自立を阻害する課題が複数あり、自身での解決が困難と思われる方が対象となります。 

具体的には、 

・支援があれば就労により生活維持が可能と思われるが、相談窓口がわからない等の理由で必要な

支援が受けられていない方 

・必要な支援が複数の機関にまたがるため、一人ではそれぞれへ相談することが困難と思われる方 

等が想定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●ご不明な点はいつでもお問い合わせください！ 

電話 044-245-5120（担当 吉田・柳原） 

窓口開設時間 月～金曜日 10 時～18 時 ※土日祝、年末年始は休業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※南部住宅支援給付相談センターが併設されており、川崎区・幸区在住の方の対応が可能です。 

※だい JOB センターは､川崎市からの委託を受け中高年事業団やまて企業組合が運営しています｡ 

（担当 川崎市健康福祉局生活保護・自立支援室 平井・一之瀬 電話 044-200-0309） 

就職活動の方法がわからない、就労経

験が少ない、職が定着しない 等 

発達障害、軽度の知的障害、精神疾患、依存

症等があるか、もしくはその疑いがある 

生活習慣が乱れている、浪費癖がある、

社会性や生活能力に課題がある 等 

借金があるものの法律相談を受けてい

ない、解決方法を知らない 

連携機関への呼び掛け 
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（４）企業支援による信頼と独自求人の確保 

緊急雇用基金を活用し就労困難者支援事業として平成２６年度に補正予算を組み、人

材育成と就労先の確保を目指した。もともとハローワークでは仕事が見つからない層が

主な支援対象で、直接企業とやり取りができるため、フルタイムの勤務時間を２つに分け

るなどの提案により、７７歳の方の就労も実現している。６０歳からのしごと応援事業

（下図）として、応募先の検討から紹介、定着支援までをサポートしている。年金＋αと

して働く意欲のある高齢者の“働きたいをもっと当たり前に”をスローガンに実施してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）第２のセーフティネットの重要性 

第１のネットは「社会保険・労働保険」、第２は「求職者訓練・生活困窮者自立支援」、

支援類型 支援期間 ｱﾌﾀｰｹｱ 割合

①-1
就労支援と同時にその他の課題の解決を支援
する相談者

25%

①-2
就労以外の課題を優先的に取り組みつつ、就
労を目指す相談者

16%

②-1 他機関と連携・引継を行う相談者 2か月 3か月 11%
②-2 関係機関・制度の情報提供のみを行う相談者 27%
③ 福祉事務所への引継を行う相談者 2か月 4%

④
客観的には支援が必要だが、本人が支援を辞
退するため、生活状況の見守りを行う支援者

2か月 6%

⑤ 見極めに時間を要する相談者 10%

セ

ン
タ
ー

継

続
支
援

1年 3か月

相談者類型と件数割合 

高齢者への仕事応援事例 



 

108 

 

第３が「生活保護」と言われるが、経済的自立・就労自立を目指すとした場合、川崎市の

推計では一度生活保護を受給すると、経済的自立までに７倍のコスト、４倍の期間が掛か

る。だからこそ第１のネットから落ちた方々を“どうキャッチし、どんな支援が必要か”

が生活困窮者自立支援事業の肝である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

制度強化と支援体制 

支援による効果比較 
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３．業務委託を活用した就労訓練事業の仕組みづくり（伊丹市） 

（１）伊丹市の概要と体制 

伊丹市では健康福祉部生活支援室が生活困窮者自立支援事業を活用し「くらし・相談サ

ポートセンター」を運営している。同市は人口２０万人弱で、生活保護人員２，６１２人、

保護率１３．３‰（Ｈ２３年度）である。 

くらし・相談サポートセンターは市役所１階に窓口を設置し、伊丹市の直営事業として

実施しているが、地域とのつながりを意識し、相談員は伊丹市社会福祉協議会からの在籍

出向。就労準備事業は実施していないが、認定就労訓練事業者への３号随意契約を導入し

ている。また、ハローワークではなかなか就労が実現しない４０～５０歳代を主な対象と

した市独自の無料職業紹介事業を２０１５年度に設置している。 

 

（２）社会福祉協議会からの在籍型出向職員による相談窓口の運営 

くらし・相談サポートセンターの開設時に「直営型」か「委託型」を検討した。社会福

祉協議会への委託であれば“地域とのつながり”や“事業費の国庫負担”が見込まれるが、

市の意向を反映するには直営よりも時間がかかる。また生活困窮者自立支援事業の利用

では法的な決定を伴うこともあり、直営型の長所もある。そうしたなか、厚生労働省や他

市町村に相談するなかで、「直営で在籍型出向」であれば、相談員の人件費は国庫負担の

対象となることを知り、現在の体制を選択している。 

 

（３）定着支援の充実を目指し無料職業紹介事業を開始 

数年前には無料職業紹介事業の必要性をあまり感じていなかったものの、被保護者に

対する就労支援の状況から、「４０～５０代の人は応募してもなかなか決まらない」、「就

職が決まったとしても半数近くが早期離職してしまう」という問題意識は持っていた。生

活困窮者自立支援制度が再考のきっかけとなり、無料職業紹介事業の届け出を行い、取り

組みをスタートさせた。 

ハローワークを通じた就労支援の場合、本人へのアプローチしかできず、就職後の定着

支援が限定的な取り組みとなってしまう。しかし、職業紹介事業では求人の受付から企業

へのアプローチが始まるので、採用後の企業へのアプローチも容易に可能となる。本人の

話だけではなく、企業とも情報交換ができるのは就職後の支援を進める上で大きなメリ

ットとなる。 

また、人材不足が課題となっている介護事業所からは「資格がなくてもとにかく人を送

ってほしい。介護に向く、向かないは中で判断する。」と言った声も入っている。こうし

た切迫した人材ニーズのある事業所とは、業務の切り分けなど就労への協力を得るよう

になっている。今後は、職場適応訓練事業を参考とした職場体験事業の実施を考えており、

企業に対してわずかな準備金で短期間の職場体験を実施してもらい、無料職業紹介事業

を活用した、「お試しから採用」という新たな就労支援プログラムの構築を目指している。
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「お試し」であればミスマッチが起こったとしても、企業・参加者双方にとってダメージ

が少ないというメリットもある。 

 

（４）就労訓練事業を活用するための随意契約の仕組みづくり 

伊丹市では昭和６３年から職場適応訓練を実施しており、兵庫県から就労訓練事業の

認定を受けた伊丹市内の２事業所が職場適応訓練事業実施事業者として就労訓練事業を

実施している。就労支援の取り組みをサポートするため、随意契約の仕組みづくりに取り

組んだ。就労訓練事業認定事業者との随意契約を行うには、「生活困窮者の自立促進に資

すること」につき、地方公共団体の長の認定が必要となる（地方自治法施行令第１６７条

の２第１項）。また、「自立の促進に資すること」の認定手順についても手順が定められて

いる（地方自治法施行規則第１２条の２の３）。 

具体的に認定基準の作成から認定までの流れは以下のとおりである。 

 ① 契約担当課と調整・原案の作成 

 ② 学識経験者二人の意見聴取・認定基準決済 

 ③ 基準の公表（ホームページ） 

 ④ 事業所からの認定申請受理 

 ⑤ 学識経験者二人の意見聴取・事業所の認定決済 

 ⑥ 認定の公表（ホームページ） 

 

「生活困窮者の自立促進に資すること」の認定基準については、障がい者支援施設に準

ずることを認定する基準を参考として作成した。認定基準については厚生労働省として

も明確な方向性も持っていないようだったので、まずは、先駆けて取り組むことを重要視

した。現在は、伊丹市内の就労訓練事業認定事業者２事業所を、認定している。 

 

（５）就労訓練事業の利用がスタート 

認定基準づくりから事業所の認定までを進め、随意契約も開始したので、自立相談支援

事業利用者を就労訓練事業につなぐことに注力した。現在のところ、２０代・３０代・４

０代の男性３名が就労訓練事業を利用している。利用形態は２０代男性が非雇用型で、他

の２名は雇用型で利用している。就労訓練事業参加者のうち１名は、生活福祉資金貸付制

度の条件に合わないが、生活保護の受給を渋っているので、就労訓練から得られる報酬が

生活をつなぎとめる役割を果たしている。 

今後は、認定就労訓練事業所を増やすための啓発・推進活動はもちろんだが、就労訓練

事業参加者の就労や、利用者の選定をどのように進めていくかが課題として挙がってい

る。認定就労訓練事業を活用した随意契約は、相談者にとって「就労の実現」、事業所に

とって「多様な人材活用」、自治体にとって「マッチング先の確保」に役立っている。 
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